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 第１章 序 論 
第１節 研究の背景 
 
1.1 はじめに 
福岡大学工学部水理衛生工学実験室（以下，｢水理衛生工学実験室｣と略す。）と，
福岡市環境局が協力して開発した｢福岡方式｣を，開発途上国に技術移転するため，
水理衛生工学実験室と共同して技術的な考案を行いながら，海外からの要請に応
じて技術協力を行ってきたことは，筆者がこの研究に着手する契機となった 1)2)3)。 
筆者らは，開発途上国での「福岡方式」に関する技術協力に取り組む中で，多
くの技術的な課題に直面した。特に，我が国と同様なモンスーン地帯に位置し，
降雨量が多い地域での最終処分場を計画する際に，浸出水量を推定することが必
要であるが，我が国で一般的に用いられている｢廃棄物最終処分場整備の計画・設
計要領（全国都市清掃会議監修）｣の手法 4)を適用した場合，浸出水の発生量が無
視できると予測された乾燥地域にあるイラン国テヘラン市の生ごみ埋立地におい
て，写真 1-1-1 及び 1-1-2 に示すように，予測を超える多量の浸出水を経験した。
このことは，浸出水の発生は降水のみに起因しているのではないことを示してい
る。    
一方，「福岡方式」の基盤技術である準好気性埋立構造は，我が国における厨芥
類など生物分解性有機物が多いごみ質の状況下で発生する，汚濁物質が多い浸出
水質を改善するため開発されたものであり，生ごみ埋立を対象としたものである。
しかし，我が国においては，都市ごみの急増に対応するため，国が施策により焼
却処理施設を，準好気性埋立構造が開発された直後から全国的に普及させ，埋立
処分される廃棄物質が急速に無機化したことから 7)，生ごみが埋め立てられる場合
の準好気性埋立構造に関する技術的な知見の蓄積がなされていない状況にある。 
そこで筆者は，昭和 62 年（1987 年）から約 15 年間の福岡市環境局での技術の
蓄積と実務経験を踏まえ，平成 14 年（2002 年）4 月に福岡大学大学院工学研究科
に入学して以来，廃棄物の最終処分場を適切に計画する上で，特に浸出水処理施
設の計画に必須である生ごみ埋立地から発生する浸出水の発生量予測手法に関す
る研究に取り組んだ。 
 
1.2 最終処分場の分類 
 
1.2.1 微生物環境に着目した分類 9) 
花嶋正孝福岡大学名誉教授（以下，敬称略）は，最終処分場を埋立地内部の微
生物環境，即ち，含水率と酸素濃度に注目して，表 1-1-1 及び図 1-1-1 に示す５
つに分類している。また，これらの埋立構造の違いを浸出水の面からみると，表
1-1-2，図 1-1-2 に示すように好気的な構造ほど早く水質が良質化する。  
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 表 1-1-1 微生物環境に着目した埋立構造の分類 9) 
 
表 1-1-2 埋立構造と浸出水水質 9) 
嫌気性埋立  
（投棄型嫌気性埋立）  
平地の掘削部あるいは谷部に廃棄物を投棄したもので，廃棄物は水浸しの
状態であり，埋立層内は嫌気的である。  
嫌気的衛生埋立  
嫌気性埋立にサンドイッチ状に覆土を行った構造で，廃棄物の状態は嫌気
性埋立に等しい。  
改良型嫌気的衛生埋立  
(改良型衛生埋立 ) 
嫌気的衛生埋立の底部に水抜きのための集水管を設けた構造で，埋立槽内
は嫌気的ではあるが廃棄物の中の含水率は，前者よりは小さくなっている。 
準好気性埋立  
改良型衛生埋立の集水管に十分の大きさを持たせ，その開口部は大気に接
しており，かつ，集水管の周りを，グリ石などで巻いた構造で，廃棄物中
の含水率は小さく，集水管より酸素が供給され，埋立槽内が好気性の状態
となる。  
好気性埋立  
準好気性埋立の集水管のほかに空気送入管を設け，これより強制的に空気
を送入し，廃棄物層内部をさらに好気的状態にした構造である。  
   区   分  埋立継続時  埋立終了 6 ヶ月後  埋立終了 1 年後  埋立終了 2 年後  
嫌
気
性  
埋
立  
BOD(mg/L)  40,000～ 50,000 40,000～ 50,000 30,000～ 40,000 10,000～ 20,000 
COD*(mg/L)  40,000～ 50,000 40,000～ 50,000 30,000～ 40,000 20,000～ 30,000 
NH3-N(mg/L)  800～ 1,000 1,000 800 600 
pH 6.0 前後  6.0 前後  6.0 前後  6.0 前後  
透視度  0.9～ 1.0 1～2 2～3 2～3 
嫌
気  
的  
衛
生  
埋
立  
BOD(mg/L)   40,000～ 50,000 7,000～8,000 300 200～ 300 
COD*(mg/L)   40,000～ 50,000 10,000～ 20,000 1,000～2,000 1,000～2,000 
NH3-N(mg/L)   800～ 1,000 800 500～ 600 500～ 600 
pH 6.0 前後  7.0 前後  7.0～ 7.5 7.0～ 7.5 
透視度  0.9～ 1.0 1～2 1.5～ 2 1～2 
準  
好  
気  
性  
埋
立  
BOD(mg/L)   40,000～ 50,000 5,000～6,000 100～ 200 50 
COD*(mg/L)   40,000～ 50,000 10,000 1,000～2,000 1,000 
NH3-N(mg/L)   800～ 1,000 500 100～ 200 100 
pH 6.0 前後  8.0 前後  7.5 前後  7.0～ 8.0 
透視度  0.9～ 1.0 1～2 3～4 5～6 
好
気  
性  
埋  
立  
BOD(mg/L)   40,000～ 50,000 200～ 300 50 10 
COD*(mg/L)   40,000～ 50,000 2,000 1,000 500 
NH3-N(mg/L)   800～ 1,000 50 10 1～2 
pH 6.0 前後  8.5 前後  7～8 8.5 前後  
透視度  0.9～ 1.0 6～7 2～3 2～5 
※K2Cr2O 7 法で分析  
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嫌気性埋立  
嫌気的衛生埋立  
準好気性埋立  
好気性埋立  
改良型嫌気的衛生埋立  
図 1-1-1  埋立構造の分類 9)  
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浸出水  
廃棄物  
浸出水  
廃棄物  
浸出水  
ピット  
浸出水集排水管  廃棄物  
浸出水集排水管  
浸出水集排水管  
浸出水集排水管  
 
廃棄物  
ポンプピット  
 
浸出水  
周辺雨水排水溝  
ポンプピット   
 
廃棄物  
ﾌﾞﾛｱｰ 
浸出水  浸出水集排水管  
周辺雨水排水溝  
空気供給管   
 
  
図 1-1-2 浸出水水質の経時変化 9) 
 
1.2.2 国際協力機構（JICA）事業での分類 10)15) 
準好気性埋立構造は，特にマレーシアにおける松藤康司福岡大学教授（以下，
敬称略）による JICA 技術協力の成功事例によって，途上国における埋立地改善技
術の１つとして注目されるに至った。 JICA の技術協力においては，開発途上国の
最終処分場はその改善の段階に応じて表 1-1-3 のように分類されている。  
 
表 1-1-3 最終処分場改善に関する段階的目標設定 
レ
ベ
ル 
 
レベル 1 
 
レベル 2 
 
レベル 3 レベル 4 
期
待
さ
れ
る
状
態 
①埋立量の把握によ
る処分地の計画的
な確保  
 
②居住地域の廃棄物
の確実な排除によ
る居住地域の衛生
状況，生活環境の
確実な保全  
左記の目標に加え  
 
③処分場周辺の生活
環境の保全  
 
④廃棄物の確実な貯
留（築堤及び覆土） 
左記の目標に加え  
 
⑤処分場周辺への水質
負荷の低減（浸出水
循環）  
 
⑥ CH4 の抑制による処
分場環境の改善及
び地球温暖化抑制  
左記の目標に加え  
 
⑦処分場周辺の水質
負荷の適正化（浸
出水処理）  
 
 
改
善
対
象
事
項 
都市の衛生状況・生
活環境（衛生，都市
域の大気質・水質・
土壌）  
左記及び  
 
処分場周辺の衛生  
大気質・水質・土壌  
左記及び  
 
処分場周辺の水質及
び土壌， CH４削減  
左記及び  
 
処分場周辺の水質  
※レベル 1 は管理された処分場，レベル 2 は管理された衛生処分場，レベル 3 は管理された準好
気性処分場，レベル 4 は浸出水処理施設が設置された準好気性処分場に当たる。  
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 1.2.3 世界銀行事業での分類 
成長が著しく都市化が進む途上国においては，埋立地の改善と衛生埋立地の技
術移転は，重要施策のひとつと位置付けられ，年々その注目度は高くなっている。    
世界銀行の作業チームは，表 1-1-4 のように最終処分場を分類している。 
開発途上国に対して，廃棄物最終処分場に関する技術協力を行う際には，これ
らの分類を考慮する必要がある。  
 
表 1-1-4 最終処分場の分類 12) 
区  分  技術的対策  浸出水管理  埋立ガス管理  運営対策  
半管理処分  なし  
無制限の汚染物質
放出  
なし  
依 然 と し て 廃 棄 物
の ス カ ベ ン ジ ン グ
を 継 続 し な が ら 廃
棄物の配置  
管理された処分  なし  
無制限の汚染物質
放出  なし  
廃 棄 物 の 登 録 と 配
置 /締固め  
設計された  
最終処分場  
基盤施設とライナ
ーの設置  
封じ込め及びある
程度の浸出水処理  
消極的な換気若
しくは燃焼  
廃 棄 物 の 登 録 及 び
配置 /締固め，即日
覆土の実施  
衛生最終処分場  
適切な立地，基盤
施設，ライナーと
浸出水処理施設の
設置  
封じ込め及び浸出
水処理（しばしば
生物－物理化学処
理）  
燃焼  
廃 棄 物 の 登 録 及 び
配置 /締固め，即日
覆土，最終トップカ
バーのための対策  
表面被覆を有する  
衛生最終処分場  
適切な立地，基盤
施設，ライナー及
び浸出水処理の設
置，トップ被覆と
してのライナー  
埋葬  燃焼  
廃 棄 物 の 登 録 及 び
配置 /締固め，即日
覆土  
管理された  
汚染物質放出  
最終処分場  
適切な立地，基盤
施設，低透水性ラ
イナーの設置。潜
在的に低透水性ト
ップカバー  
事前評価及び適切
な立地に基づく環
境への浸出水の管
理された放出  
－  
廃 棄 物 の 登 録 及 び
配置 /締固め，即日
覆土，最終トップカ
バーのための対策  
 
1.3 準好気性埋立構造の概要 
 
廃棄物中の有機物を早期に分解させ，埋立地から流出する浸出水の水質を良質
化するためには，埋立地内部を好気的雰囲気にすることが重要となってくる。こ
の点を考慮すると，埋立構造は埋立地内部に強制的に空気を供給する好気性埋立
構造が適している。しかし，埋立地の埋立面積は広大であるため，空気送風に要
する費用が莫大になるため，これまでの実験結果からコストパフォーマンスが余
り良くないと言える 5)。 
そこで，低コストで管理が簡便な準好気性埋立構造（福岡方式）が日本のみな
らず，国内外で注目されつつある。準好気性埋立構造は，埋立廃棄物層内に空気
を自然流入させる構造をもち，自然界に存在する好気性微生物の活動を活発化す
ることで，埋立廃棄物の分解を促進し，速やかな安定化を実現できる。主に好気
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 性分解であることから，発生ガスが二酸化炭素主体のガスとなるため，地球温暖
化効果ガスであるメタンガスの発生を抑制し，最終処分場による地球温暖化の影
響を抑制する機能がある。また，自然に空気を流入させる構造は，浸出水を速や
かに埋立地から排除する機能を併せ持ち，浸出水が地下に浸透しようとする負荷
を軽減する。さらには，浸出水は，嫌気性埋立構造に比較すると著しく浄化され
汚濁負荷が少ない。このように，準好気性埋立構造は，多くの環境保全機能を有
し，かつ，技術的に高度なものを必要とせず，コスト面でも嫌気的衛生埋立構造
に比べて，トータル的に安価と考えられるため，有効であると評価を得ている 8)9)。  
準好気性埋立構造のメカニズムを図 1-1-3 に示す。準好気性埋立構造は廃棄物
中の有機物が微生物によって分解される際に発生する発酵熱を利用した方法で，
埋立地内の温度が 50～70℃となり，埋立地の内部と外部で温度差が生じる。その
温度差によって，埋立地底部に設置した浸出水集排水管から，外気（酸素）が埋
立地内部に流入することで，埋立地内部が好気的雰囲気になり，有機物の分解促
進と浸出水の水質が浄化されるというメカニズムである 6)。  
 
図 1-1-3 準好気性埋立構造のメカニズム 
 
表 1-1-2 に示すように，浸出水の BOD 濃度は嫌気性埋立の場合に比べて，好気
性埋立または準好気性埋立等の好気性状態の水質が良いことがわかる。また，好
気性埋立と準好気性埋立を比較しても埋立初期においては好気性埋立の水質が準
好気性埋立に比べて良質であるが，2 年目以降では両者の水質に差がない。このた
め我が国においては，埋立廃棄物中の有機物を早く分解させ，埋立地を早期安定
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 化させるために，埋立地内部へ空気を取り込ませ好気性領域の拡大を目指した準
好気性埋立が標準構造となっている。 
 
1.4 生ごみ主体の準好気性埋立構造の技術的な課題  
 
世界的に見ると開発途上国では，生ごみが直接埋め立てられるケースが一般的
で，表 1-1-5，表 1-1-6，表 1-1-7，表 1-1-8 に示されているように，生ごみ中の
易分解性物質である厨芥類の割合が大きい。また，埋立方法は嫌気性埋立の状態
であり，最終処分場からの悪臭やメタンガスの大量発生，汚濁負荷が高い浸出水
の流出等が，周辺環境への著しい負荷となっており，途上国の多くでは浸出水の
制御や臭気対策が廃棄物埋立の第１義的な課題でもある 10）。  
   
表 1-1-5 Composition of Urban Solid Waste in Asian Countries:Low Income Countries 12) 
Components  Nepal Bangladesh Myanmmar Lao PDR India Sri Lanka China 
1995  Urban 
Populat ion  
 ( in mil l ions)  
2.9 21.9  12.2  1.1  249.1  4.1  363.7  
Year 1994 1992 1993 1998 1995 1993-94 1991-95 
Type of Waste  MSW Dom Dom, Com Dom, IC&I MSW Dom, Com Dom, Com, MSW 
Compostables  80 84.37 80 54.3  41.8 76.4  35.8  
Paper 7 5.68 4 3.3  5.7  10.6  3.7  
Plast ic  2.5  1.74 2 7.8  3.9  5.7  3.8  
Glass  3 3.19 0 8.5  2.1  1.3  2 
Metal 0.5  3.19 0 3.8  1.9  1.3  0.3  
Others  7 1.83 14 22.5  44.6 4.7  54.3  
※Nepal based on Kathmandu Valley. ,Bangladesh based on Dhaka. ,Myanmar based on Yangon. , 
Lao PDR based on Vient iane and Khanthabouri.. ,  
China based on Qujing, Guilin, Dalian, Wuhan, Beijing, Huangshi, Xiangfan, and Yichang. , 
India based on 23 metro cit ies. ,Sri Lanka based on Colombo, Kandy, and Galle.  
 
このような状況を打開するため，筆者らは，我が国独自の技術である「準好気
性埋立構造」の技術移転をアジア・太平洋地域に提案し，各地で導入のためのプ
ロジェクトが進んでいる。1.3 項で述べたように，準好気性埋立構造は，埋立層で
発生した浸出水は集水され系外へ排出されるため，簡易浸出水処理技術も併せて
技術移転を行っている。開発途上国の処分場では 1 日の埋立廃棄物量が数千トン
オーダーとなっている場合があり，高含水率の生ごみの組成を考えると，毎日，
数百トンオーダーの浸出水が発生する可能性がある。 
現実に，イラン国テヘラン市の年間降水量はわずか 200mm 程度しかないが（表
1-1-9 参照），写真 1-1-1,1-1-2 に示すように深層トレンチ工法でトレンチに投入
された直後の生ごみは，プールに浮かんでいるような状態となっていることが分
かる。準好気性埋立構造では，この水分は浸出水として流出してくると考えられ
る。 
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 表 1-1-6 Composition of Urban Solid Waste in Asian Countries:Middle Income Countries 12)  
Components  Indonesia  Philippines  Thailand Malaysia 
1995 Urban Populat ion  68.4 37.2  11.6  10.8  
Year 1993 1995 1995-96 1990 
Type of Waste  MSW n/i n/ i n/ i 
Compostables  70.2  41.6  48.6  43.2  
Paper 10.9  19.5  14.6  23.7  
Plast ic  8.7  13.8  13.9  11.2  
Glass  1.7  2.5  5.1  3.2  
Metal 1.8  4.8  3.6  4.2  
Others  6.2  17.9  14.2  14.5  
※ Indonesia based on Jakarta, Bandung, and Surabaya.  
Philippines based on Metro Manila, Batangas, Olongapo, and Baguio.  
Thailand based on Bangkok, and the Municipalit ies  of Chonburi, Rayong, Songkhla, and 
Chiangmai.  
Malaysia based on 11 municipal it ies .  
 
 
表 1-1-7 過去の JICA 調査で求められたごみ質（湿ベース，排出ごみ） 13) 
Country City 
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With  
ash  
W/O 
ash 
Kitchen was te % 16.90 45.27 65.26 36.60  34.86 42.00 49.84 45.82 47.20 75.53 70.77 
Paper % 2.80 13.67 11.11 6.40 5.37 3.10 5.29 15.39 11.50 9.88 13.80 
Texti le  % 1.60 2.10 3.77 1.30 1.87 1.20 1.98 4.33 2.80 1.77 3.43 
Plas tic  % 6.10 4.40 3.80 3.90 3.88 2.20 6.11 15.60 7.10 5.87 6.42 
Grass  & Wood  % 38.20 1.61 2.30 22.20  27.11 25.30 24.9  7.45 11.60 1.62 1.04 
Leather & 
Rubber 
% 1.10 2.67 1.83 0.70 2.00 0.90 0.29 0.80 2.20 0.29 0.17 
Combustibles  % 66.70 69.72 88.06 71.10  75.09 74.70 88.41 89.39 82.40 94.96 95.63 
Metal  % 3.70 3.31 3.05 1.30 1.69 2.00 1.11 5.47 1.90 0.53 0.72 
Bott le & Glass  % 9.30 5.23 6.51 3.10 2.91 3.50 1.05 2.69 3.50 3.33 2.55 
Ceramic & 
Stone 
% 
Incl . in  
glass  
21.74  2.38 2.50 8.07 0.40 5.21 1.26 12.10 1.14 0.96 
Miscel laneous  % 20.30 ―  －  22.00  12.24 19.40 4.22 1.19 0.10 0.04 0.14 
Non- 
combustibles  
% 33.30 30.28 11.94 28.90  24.91 25.30 11.59 10.61 17.60 5.04 4.37 
Tota l  % 100.  100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
ASG2) kg/l  0.17 0.22 0.18 0.22 0.20 0.39 0.20 0.18 0.20 0.31 0.29 
※（出典）“開発途上国のごみの流れ調査報告書”廃棄物分野国際協力研究会  社団法人  海外環
境協力センター，廃棄物分野における国際協力のあり方  配慮すべき基本的事項について 2004 
1)：Waste composit ion is  classified as  either of wet  base or dry base. The former refers  to waste with 
moisture content while the lat ter refers  to waste without  any moist ure. 
2)：Apparent  specific gravity  
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表 1-1-8 Physical characteristics of the solid waste (Component by weight) 11) 
 Bangkok  Singapore Ipoh  Jakarta  Guangzhou  Shanghai  Dalian HoChiMinh Pusan KualaLumpur  
Year of 
analysis/  
Es t imation  
1996 1996 1990 1996 
1994～
1995 
1995 
1992,  
1993 
1994 1996 －  
Paper 11.25 28.3  18.4  10.11 3.40 6.5  4.64 0.59 11.9  30.5  
Plas tic 
and rubber  
21.42 11.8  12.4  13.97 12.94 11.21 3.93 0.46 11.7  17.0  
Organic or 
vegetables  
29.14 44.4  40.6  65.05 72.18 71.65  62.30 62.24  47.3  33.4  
Glass  and 
ceramics  
7.18 5.7  3.3  1.63 5.41 3.81  1.79 16.24  －  5.5  
Metal  2.76 4.8  4.1  1.90 0.74 0.91  0.15 0.27 4.6  4.7  
Wood 2.98   3.12 1.09 1.46  －  －  3.1  3.5  
Texti le  7.34 3.0  1.0  3.45 4.24 2.17  0.89 4.25  4.4  
Others  17.94 2.0  20.2  1.77  2.29  26.30 15.27  21.4  1.0  
Tota l  100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00  100.00 100.00  100.00 100.00 
※Asian-Pacific City Summit・The Second Administrators’ Meet ing, November 1997  
 
 
表 1-1-9 世界の主要都市の年間降水量 14) 
地点  年間降水量 (mm) 地点  年間降水量 (mm) 
Stockholm 540.2 New Delhi  779.1 
London 750.6 Calcutta 1814.0 
Zurich 1120.0 Colombo 2312.9 
Madrid 440.3 Seoul 1343.1 
Berlin 570.7 Bangkok 1529.5 
Wien 620.1 Kuala Lumpur 2389.8 
Roma 716.9 Singapore 2087.1 
Moskva 663.3 Ha noi  1704.1 
Tehran 219.2 Beijing 575.2 
Abu Dhabi 66.6 Shanghai 1155.1 
Tunis  465.7 Jakarta 1903.4 
Cairo 26.7 Apia 2972.0 
Sydney 1132.2 Buenos Aires  1162.5 
Wellington  1256.0 Brasilia  1478.1 
Chicago 930.8 San Salvador  1773.1 
New York 1122.8 Mexico 1256.9 
Los Angeles  326.9 Luanda 339.4 
Cape Town 539.0 Nairobi  722.6 
※理科年表 2003 文部科学省国立天文台編  pp.292-pp.301 
 
したがって，準好気性埋立構造の場合，生ごみの水分と廃棄物分解による生成
水が，どのように浸出水として流出するかを考慮することは浸出水処理施設計画
上，また環境保全上からも重要な課題である。しかしながら，焼却処理が急速に
普及した我が国においては，生ごみから発生する浸出水量について予測する手法
についての知見は，これまで例がないため，今後，我が国独自の埋立構造である
準好気性埋立の開発途上国への技術移転を適切に行っていくためには，生ごみ主
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体の処分場から発生する浸出水発生量予測手法を確立することが緊急なテーマと
なっている。 
 
 
写真 1-1-1 イラン国テヘラン市（その 1）   写真 1-1-2 イラン国テヘラン市（その 2） 
 
1.5 まとめ 
 
本研究は，準好気性埋立構造採用時における浸出水量予測手法を確立するもの
であるが，生ごみ主体の埋立を行っている開発途上国で最終処分場を計画する際
においては，世界銀行の分類の，「準好気性埋立構造を導入し設計された衛生最終
処分場」，若しくは「管理された汚染物質放出最終処分場」を，JICA の技術協力上
では，「レベル３段階以上の最終処分場」を対象として行うものである。 
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第２節 研究の目的 
 
2.1 社会的意義 
 
開発途上国の埋立地に係る環境汚染の主な原因は臭気と浸出水である。臭気と
浸出水対策の一手法として，準好気性埋立構造の有効性は前節にも記述したよう
に既に立証されている。一方，準好気性埋立構造を導入した場合においても，浸
出水処理は必須である。そこで，浸出水処理システムを設計する場合，浸出水の
水質及び水量の把握が重要となる。  
浸出水量を正確に予測することで，浸出水を安全，確実に制御することが可能
となるが，年間降水量が 1000mm を超えるモンスーン地域にある開発途上国の処分
場では 1 日の埋立廃棄物量が数千トンオーダーとなっている場合があり，高含水
率の生ごみの組成を考えると，毎日，数百トンオーダーの将来浸出水となる水分
を受け入れていると考えられる。したがって，生ごみの水分と廃棄物分解に伴い
生成する水分が，準好気性埋立構造の場合にどのように浸出水として流出するか
を考慮することが必要である。  
しかし，これまでの国内外の知見では，生ごみ由来の浸出水に関する定量的な
研究例はほとんど見られない。特に，我が国で開発された経緯から，準好気性埋
立構造の生ごみ埋立主体の最終処分場から発する浸出水量の予測手法に関する研
究例はない。 
一方，水理衛生工学実験室ではこれまで，埋立地の現象を解明するため，数多
くの大型実験槽を用いた実験がなされ，データが集積されている。そこで本研究
は，主に 1992 年から現在まで実施している大型埋立実験槽（新 6 号プラント）に
おける水質，ガス質及び浸出水量等の実測データを基に，生ごみ由来の浸出水量
について検討を行い，実務レベルにおいて活用できる生ごみ主体の準好気性埋立
地から発生する生ごみ由来の浸出水量の予測手法を提案することを目的とした。  
この成果によって，開発途上国で生ごみを多く含む廃棄物が処分される準好気
性埋立構造の埋立地から発生する浸出水量を予測することが可能となることで，
適切な浸出水処理システムの設計が可能となり，環境保全上に貢献できることか
ら，本研究の社会的意義も大きい。  
 
2.2 理論的研究課題 
 
生ごみを主体に埋め立てる埋立地の水収支について，微小時間⊿ t の間に，埋立
地内に出入りする水の収支は，  
水の蓄積速度＝水の流入速度－水の流出速度＋水の生成速度    (1.2.1) 
であるから次式が成立する 1)。  
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⊿Hh＋⊿Ht＝⊿ t{（Ww＋Wp＋Ws＋Wg＋Wr）－（We＋Q＋Wd＋Wo＋Wv）＋Wc} 
  (1.2.2) 
ただし， 
⊿Hh：覆土及び廃棄物層の保水量（層内不飽和水）の変化量（ m3） 
⊿Ht：底部貯水量（層内飽和水）の変化量（ m3） 
Ww：廃棄物とともに運び込まれる水量（ m3/d） 
Wp：埋立地の上部から直接降る雨（降水水）量（m3/d） 
Ws：埋立地外に降った雨が地表を流れて埋立地内に流入する水（表面流入水）量（m3/d） 
Wg：埋立地外に降った雨が地中を流れて埋立地内に流入する水（地下流入水）量（m3/d） 
Wr：埋立地内で火災や粉塵飛散防止のために散水される水（散水）量（m3/d） 
We：埋立地表面から蒸発する水（蒸発水）量（m3/d） 
Q：埋立地内で集水され排除される水（浸出水）量（m3/d） 
Wd：埋立地内から地下へ漏出する水（地下漏出水）量（m3/d） 
Wo：埋立地表面に降った雨が表面を流れて埋立地外へ流出する水（表面流出水）量
（m3/d） 
Wv：埋立地ガスの流出に随伴する水蒸気の流出，  
あるいは水蒸気の拡散による流出（水蒸気流出水）量（m3/d） 
Wc：埋立地内での水（廃棄物の分解に伴う水分）発生量（m3/d） 
 
近年国際協力の下，開発途上国で建設される最終処分場では，表面遮水工が採
用されるとともに，雨水排水施設が整備されていることを前提とすると，式
(1.2.2)で表現される埋立地における水収支は以下のように整理される。  
⊿Hh＋⊿Ht＝⊿ｔ {(Ww＋Wp＋Wr)－（We＋Q＋Wo＋Wv）＋Wc}      (1.2.3) 
さらに，Wv は，We に含めて考慮することとし，Wr は降水量に比較して著しく
少ないから無視できるとする。また準好気性埋立構造では，浸出水を速やかに排
除し，底部に貯めないことを原則としているので，⊿Ht は無視すると，式(1.2.3)
は，以下のように整理される。  
⊿Hh＝⊿ｔ {(Ww＋Wp)－（We＋Q＋Wo）＋Wc}               (1.2.4) 
ここで，浸出水 Q を埋立地上部から直接降る降水に由来する浸出水 Qp と，廃棄
物とともに運び込まれる水及び廃棄物分解に伴う生成水に起因する生ごみ由来の
浸出水 Qw に区分すると，次のように表せる。  
 Q＝Qp＋Qw                                            (1.2.5) 
これを，式(1.2.4)に代入してさらに整理すると，  
⊿Hh＝⊿ｔ {(Wp－We－Qp－Wo)＋（Ww＋Wc－Qw）}                  (1.2.6) 
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となる。ここで，水収支を降水に由来する保水量の変化⊿Hhp と，生ごみに由来す
る保水量の変化⊿Hhw に分解すると， 
⊿Hh＝⊿Hhp＋⊿Hhw                                   (1.2.7) 
と分解でき， 
⊿Hhp＝⊿ｔ（Wp－We－Qp－Wo)                                   (1.2.8) 
⊿Hhw＝⊿ｔ（Ww＋Wc－Qw）                                      (1.2.9) 
と表現できる。 
ここで，式（1.2.7）を式（1.2.8）及び式（1.2.9）に分解できるためには，両
式が独立していることが必要である。 
式(1.2.8)で表現される浸出水発生メカニズムについては，廃棄物とともに運び
込まれる水や，廃棄物分解に伴い生成する水分の影響が無視できる場合には，時
間遅れを考慮した水収支モデルによる方法，タンクモデルによる方法の適合性が
良いことが明らかとなっている 2）。 
 式(1.2.8)  の収支のみを考慮し，時間遅れを考慮した水収支モデルを用いて，
浸出水量の推定を行う場合には，これまで覆土及び廃棄物層の層内不飽和水量に
関しては，表層の保水能のみが考慮されている。よって，埋立層が覆土厚に比較
して十分な厚さを有する場合は，式 (1.2.8)  で表現される収支により発生する浸
出水量を時間遅れを考慮した水収支モデルに基づき推定する場合には，式(1.2.8)
で表現される収支と式(1.2.9)  で表現される収支は，独立していると考えられる。 
つまり，式 (1.2.8) 中の⊿Hhp は，埋立層の表層部のみの保水量であり，式
(1.2.9) 中の⊿Hhw は，埋立層の表層部を除いた大部分の保水量に当たると考え
られる。  
ここでの理論的な研究課題は，式(1.2.9)中の Wc，廃棄物の分解に伴う水分量
を推定する方法を開発すること及び埋立層における水分の流出（浸出水の発生）
メカニズムについて解明することである。  
なお，本研究では家庭系廃棄物を「ごみ」と呼び，特に生物分解性可能物の含
有量が 30％以上のものを「生ごみ」と呼ぶ。  
 
 
引用文献 
1) 田 中 信 壽 ； 環 境 安 全 な 廃 棄 物 埋 立 処 分 場 の 建 設 と 管 理 ， 技 報 堂 出 版 ，
pp.199,pp.202-205（2000） 
2) 中島重旗,吉田秀雄,吉田すみか,平畑肇；廃棄物最終処分場における浸出水量及
び調整設備容量計算に関する研究, 廃棄物学会論文誌,第 2巻,第 4号, pp.65-73 
(1991)  
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第３節 本研究に関する既往の知見 
 
3.1 海外における既往の知見 
 
3.1.1 海外での浸出水発生メカニズムに関する既往の知見 
 欧米の埋立地における水収支及び浸出水発生メカニズムに関する既往の知見に
ついて，以下にまとめる。  
 
(1)埋立地における水収支及び浸出水発生 1)2)3) 
 浸出水発生の可能性は，埋立地における水収支を計算することで評価すること
ができる。水収支は，埋立地に入ってくる水の量を足し合わせ，その量から化学
反応に用いられる水量と，蒸発で出ていく量を差し引くことで計算される。また，
埋立層に残留するの内，埋立物の水分保持能力を超えた水量が浸出水量となる。 
 
(a) 埋立地水収支計算  
 水収支を構成する項目を整理すると次式のようになる。  
⊿SS W=Ws w+WTS+WCM+WA(R)+WLG-WWV-WE-WB(L)                (1.3.1) 
ここで， 
⊿SS W＝埋立地中廃棄物に保持される水分量の変化 (lb/yd3) 
Ws w＝投入廃棄物中水分(lb/yd3) 
WTS＝投入廃水処理場汚泥中水分(lb/yd3) 
WCM＝覆土材中水分(lb/yd3) 
WA(R)＝上部からの流入水分（埋立地最上部層に対しては，降雨もしくは
雪による上方からの水分）(lb/yd3) 
WLG＝埋立地発生ガス生成反応による水分消失 (lb/yd3) 
WWV＝埋立地発生ガスとともに飽和水蒸気として消失する水分 (lb/yd3) 
WE＝表面蒸発による消失水分(lb/yd3) 
WB(L)＝セル要素底部から流出する水分（浸出水集水システムの直上に置か
れたセルに対しては，底部から流出する水分は浸出水に相当する）
(lb/yd3) 
 
埋立地の水収支は，与えられた時間間隔の間に埋立地の特定の層の単位面積に
入る水分量を，その前の時間間隔の終りにその層に存在した水量に加え，その時
間増加の間にその層から消失する水分量を引くことで計算する。結果は，埋立地
の特定の層における，その時間間隔における存在可能水分として表される。浸出
水が発生するかどうかを決定するために，埋立地の現場容水量が層内存在可能水
分量と比較され，もし現場容水量がその水分量と比べて小さい場合，浸出水が発
生する。一般的には，浸出水量は，埋立地に入ってくる外部水量の直接の関数で
ある。 
 
このように欧米では，埋立地は嫌気性状態であることが前提とされていること
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から，WLG（埋立地発生ガス生成反応による水分消失）は考慮されているものの，
好気性状態において起こる生ごみ生物分解による水分の生成は考慮されていない。 
また，準好気性埋立構造が，浸出水を速やかに排除することを前提とし，埋立
廃棄物層内が不飽和状態を維持していることが前提であり，嫌気性埋立構造にお
ける廃棄物の搬入で持ち込まれる水分の浸出水としての流出メカニズムとは異な
ることから，参考となる知見は認められない。  
 
3.1.2 埋立廃棄物の分解メカニズムに関する知見  
海外のこれまでの既往の研究成果に基づき，埋立廃棄物の分解メカニズムは，
以下のようにまとめられる。  
 
分解者たる微生物は，主に廃棄物や覆土（土壌）とともに埋立地に持ち込まれ
る。有機物は微生物の作用を受けることになるが，微生物による分解の難易によ
って表 1-3-1 に示すように易分解性有機物（3 ヶ月～5 年で分解するもの）と難分
解性有機物（5～50 年以上）に分類される。厨芥に含まれる炭水化物，脂肪，タン
パク質は易分解性有機物であり，木材の主要成分であるリグニン，セルロース，
ヘミセルロース，腐植中のフミン及びアルブミンなどは，難分解性有機物の一例
である。廃棄物中の有機物は廃棄物の保有水や流入した雨水に溶出，または微生
物の働きにより高分子量の固体有機物は低分子化され可溶化する。嫌気的環境下
での加水分解，酸発酵，メタン発酵，好気的環境下での酸化分解を主要な分解反
応として，有機物は炭酸ガス，メタンガス，水へと分解される。また，微量では
あるが有機物は，最終的に，アンモニア，硫化水素へも質変換される。埋立層内
は好気性及び嫌気性領域が存在することから，アンモニアは，硝化，脱窒反応に
より窒素ガスへと変換される。有機物の好気性分解と嫌気性分解の反応式は，次
のように表せる 4)。 
【好気性分解】：CaHbOcNdSe＋ (4a＋b－2c－3d+6e)/4O2→  
aCO2+(b－5d＋2e)/2H2O＋dNH3＋eSO42-＋ (d－2e)OH-   (1.3.2) 
【嫌気性分解】：CaHbOcNdSe→中間生成物＋悪臭ガス→  
(4a－b＋2c＋2e)/8CO2＋ (4a＋b－3d－2e)/8CH4 
＋ (－4a＋b＋2c－3d-2e)/4H2O+dNH3＋eH2S     (1.3.3) 
図 1-3-2 に，埋立地における廃棄物の分解過程を示す。埋立地のバイオマスで
ある微生物は廃棄物中の有機物の分解とともに増殖するが，いずれは死滅し，微
生物そのものも分解を受ける。埋立地から発生するガスは埋立ガスと呼ばれ，埋
立地の表面，埋立ガス処理施設，浸出水集排水施設を通して大気に放出され，発
生量によっては周辺環境へ悪い影響を及ぼす。焼却処理を行わずに有機物を多量
に含有する厨芥などを埋立処分すると，温室効果ガスである炭酸ガス，メタンガ
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ス，亜酸化窒素が発生し，地球温暖化の要因となる 4)。 
埋立地内の現象を考える場合，埋立地で生じる種々の現象や反応は時間とともに
変化し，また埋立地の深さによっても異なることに留意しなければならない。図
1-3-1 は埋立地におけるガス組成の時間的推移を示す。有機物の分解過程は，大き
く 5 つの段階に分けられる 4)5)15)。それぞれの期間について以下に説明する。  
 
表 1-3-1 都市ごみ中易分解性及び難分解性有機物成分 5) 
有機物系ごみ  易生物分解性  難生物分解性  
厨芥  ○   
新聞紙  ○   
事業所紙ごみ  ○   
段ボール  ○   
プラスチック a   
布きれ   ○  
ゴム   ○  
革   ○  
剪定廃棄物   ○ b  ○ c 
木   ○  
その他有機物   ○  
        ※a：プラスチックは一般的に非生物分解性とされている  
         b：落ち葉や刈り取られた芝。一般的に，庭ごみの 60％が易生物
分解性とされている。  
         c：庭ごみ中の木  
 
 
 
図 1-3-1 埋立地発生ガス生成における一般化した位相図 1)2)5) 
 
●第Ⅰ期－初期分解 
 第Ⅰ期は初期分解である。埋立地に投入された直後に，都市ごみ中の生物分解
※  
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性成分が微生物分解を受ける。第Ⅰ期では好気性状態で生物分解が行われる。こ
れは，廃棄物が埋め立てられる際に廃棄物と共に，ある一定の空気量が埋立層内
に取り込まれているからである。廃棄物分解の原因となる好気性・嫌気性微生物
の主な供給源は即日あるいは最終覆土に用いられる土壌である。多くの都市ごみ
埋立地に投入される廃水処理場の消化汚泥や循環浸出水は，微生物供給源となる。 
 
●第Ⅱ期－遷移期 
第Ⅱ期は，遷移期と呼ばれて，廃棄物と共に取り込まれた酸素が消費され，嫌
気状態が発現しはじめる分解過程である。埋立地が嫌気的になるにつれて，硝酸
塩と硫酸塩が，生物変換反応における電子受容体として働き，窒素ガスと硫化水
素ガスにしばしば還元される。嫌気状態の始まりは廃棄物の酸化還元電位を測定
することで把握することができる。硝酸塩と硫酸塩の還元をもたらすのに十分な
還元状態は，およそ－50 から－100mV である。メタンの生成は，酸化還元電位が
－150mV から－300mV の範囲になると起こる。酸化還元電位が減少しつづけると，
都市ごみ中の有機物をメタンと二酸化炭素に変換する微生物集団の３段階反応の
うちの第１段階が始まり，複雑な有機物を有機酸と他の中間生成物へ変換する。
これを，第Ⅲ期として表した。第Ⅱ期では，浸出水の pH は，有機酸の存在と，埋
立地内の高い二酸化炭素濃度によって，低下しはじめる。  
 
●第Ⅲ期－酸生成期 
 第Ⅲ期は酸生成期で，第Ⅱ期に始まった微生物活性が加速され，非常に多くの
有機酸と少量の水素ガスが生成する。3 段階反応の最初の段階は，高分子化合物（例
えば脂質，多糖類，タンパク質，及び核酸など）を微生物にとってエネルギー源
や細胞の炭素源として利用しやすい化合物へ変換する酸素反応（加水分解）であ
る。第 2 段階（酸生成）は，第 1 段階で生成した化合物をより低分子中間化合物，
一般的には酢酸（CH3COOH）や，低濃度のフルボ酸及び他の複雑な有機酸へ変換
するプロセスである。二酸化炭素（CO2）は第Ⅲ期の主要な発生ガスである。水素
ガス（H2）も少量であるが発生する。この変換に関係する微生物は，通性嫌気性
菌と偏性嫌気性菌から構成され，集合体として非メタン生成菌と称される。これ
らの微生物は，しばしば工学用語では酸生成菌あるいは酸発酵菌と呼ばれる。  
 浸出水の pH は，有機酸の存在と埋立地内の高二酸化炭素濃度によって，5 かそ
れ以下まで下がる。生物学的酸素要求量（BOD5;biochemical oxygen demand5），化
学的酸素要求量（COD;chemical oxygen demand），及び浸出水の電気伝導度は，第
Ⅲ期の期間中，浸出水中の有機酸の溶解によって，著しく増加する。また，浸出
水の pH の低下によって，多くの無機成分，主に重金属が第Ⅲ期に溶解する。もし
浸出水が循環されないならば，この期間にこの系から必須栄養素が失われる。浸
出水が形成されない場合でも，第Ⅲ期に生成した変換生成物は，埋立地内に吸着
成分として残るか，埋立地の保水容量によって決められる廃棄物中の水分に残っ
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たままになるということに注意することが必要である。  
 
●第Ⅳ期－メタン発酵期  
 第Ⅳ期はメタン発酵期であり，酸生成菌によって生成された酢酸や水素ガスが
メタンガスや二酸化炭素に変換される。この変換を担っている主な微生物は，偏
性嫌気性菌であり，メタン菌と呼ばれているものである。集合体として，それら
を専門用語では，メタン生成菌と呼んでいる。第Ⅳ期では，メタンと酸の生成が
同時に起こっているが，酸生成の速度は相当に遅い。  
 酸生成菌によって生成された酸と水素ガスが，第Ⅳ期でメタンガスと二酸化炭
素に変換されるので，埋立地内の pH は 6.8～8 の範囲の中性にまで上昇する。こ
のため，浸出水の pH も上昇する。そして，浸出水の BOD5 と COD の濃度や電気
伝導度は減少する。pH が高くなるのに従って，溶解状態にある無機成分の数が少
なくなり，浸出水中の重金属濃度も減少する。  
 
●第Ⅴ期－熟成期 
 第Ⅴ期は熟成期で，第Ⅳ期に分解されなかった生物分解性物質が部分的に変換
される。埋立地ガス発生の速度は，第Ⅴ期に著しく減少する。これは，利用可能
な栄養分のほとんどが，第Ⅳ期までの期間に浸出水とともに流れてしまい，かつ
埋立地内に残っている物質は難生物分解性だからである。第Ⅴ期に放出される主
な埋立地発生ガスは，メタンガスと二酸化炭素である。埋立地閉鎖手法によって
は，少量の窒素や酸素も埋立地発生ガスから検出される。熟成期間では，浸出水
に有機物の分解生成物から合成されるフミン酸やフルボ酸が含まれ，それらは生
物学的に分解することが難しい物質である。  
 
●各期の持続時間 
 埋立地発生ガスの生成に関して，個々の期間の長さは，埋立地内の有機成分の
分布，利用可能な栄養，廃棄物の含水率，埋立層中の水の流れ道，及び初期の転
圧の程度によって変化する。例えば，もし C/N 比が大きく，栄養のバランスに欠
ける木の枝が転圧されて埋められた場合や埋立地発生ガスの生成に十分な水分が
ない場合，嫌気性分解によるガス化は遅くなるであろう。埋立地に投棄された廃
棄物の密度が大きくなると，廃棄物のすべての部分に水分が届く可能性が小さく
なり，それによって，生物変換反応やガス生成の速度が減少する 5)。  
 ここで，上記の 5 段階の変化は，嫌気性埋立地内での現象を表現していること
に留意しておくことが必要である。これらの知見から，準好気性埋立地の嫌気性
ゾーンにおいても，長期的には，第Ⅰ期は好気的な状態であり，第Ⅱ期から酸素
の濃度が減少し，徐々に嫌気性となると考えられる。  
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3.1.3 埋立地発生ガスの組成と特性 
 埋立地発生ガスは，多量に存在する少数のガス（主成分ガス）と，非常に少量し
か存在しない多数のガス（微量ガス）とから成る。主成分ガスは，都市ごみ中の
有機分の分解によって生成する。微量ガスのいくつかは，非常に少量であるが，
毒性があり公衆衛生に対するリスクがある 5)。  
  
表 1-3-2 都市ごみ埋立地発生ガス中の典型的成分 5) 
成分  ％（乾燥体積ベース）  
メタン  
二酸化炭素  
窒素  
酸素  
硫化物，二硫化物，メルカプタンなど  
アンモニア  
水素  
一酸化炭素  
微量成分  
45～60 
40～60 
2～5 
0.1～1.0 
0～1.0 
0.1～1.0 
0～0.2 
0～0.2 
0.01～0.6 
※ただし，正確なパーセント割合は埋立地の年数によって変化する。  
 
埋立地で検出されるガスには，アンモニア（NH3），二酸化炭素（CO2），一酸化炭
素（CO），水素（H2），硫化水素（H2S），メタン（CH4），窒素（N2），及び酸素（O2）
がある。都市ごみ埋立地で検出されるガスの一般的な組成割合 5)を表 1-3-2に示す。
分子量と密度についてのデータを表 1-3-3 に示す。 
 
表 1-3-3 埋立地発生ガスの分子量及び密度 7)  
成分  分子量  密度  比重  
メタン CH4 16 0.717 0.555 
二酸化炭素 CO2 44 1.977 1.529 
窒素   N2  28 1.250 0.967 
酸素   O 2 32 1.429 1.105 
アンモニア NH3  17 0.771 0.597 
硫化水素 H2S 34 
 
1.539 1.190 
空気  －  1.293 1 
※本表は，種々の気体の標準状態（０℃ ,101325Pa）における密度及び同じ状態における空気  
に対する比重を示す。密度の単位は kg･m- 3=10 -3g･cm- 3  
 
これらのガスの水（浸出水）への溶解度を決めるときに用いるデータを表 1-3-4
に示した。メタンと二酸化炭素は，生物分解性有機成分の嫌気性分解によって生
成する主成分ガスである。大気中のメタン濃度が 5～15％になると，爆発性ガスと
なる。 
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ガス状物質 
（炭酸ガス，メタン，硫化水素など） 
※；1）：     埋立層内で安定，又は比較的安定な物質 
  2）：     全面的に起こる過程 
  3）：     部分的に起こる過程 
有機酸，アルコール，フミン酸，フルボ酸 
有機・無機系微細粒子，2 価の鉄・マンガン 
無機塩類その他 
地盤沈下 
ごみ 
覆土 
分解性ごみ 
その他のごみ 
微細粒子 
可溶性物質 
好気性分解 
嫌気性分解 
腐植 フミン酸・フルボ酸 
炭酸ガス 
無機塩類 
水 
無機塩類 
金属類，金属
イオン 
上記以外の 
廃棄物 
微細粒子 
腐植・イオン化 水溶化 硫化物 
好気性分解 
嫌気性分解 
硫酸イオン，硝酸イオン，他 
硫化水素，窒素，他 
2 価の鉄，マンガン 
中間生成物 
（有機酸，アルコール類） 
炭酸ガス，メタン， 
硫化水素，他 
無機塩類 
水 
浸出水 
＊4 
＊1(炭酸ガス) ＊3 
＊1(硫化水素) 
水 
 
＊2 ＊4 
＊1 
＊1 
＊2 
＊1 
＊3 
＊2 
＊1 
浸透水 
図 1-3-2 埋立廃棄物安定化のメカニズム 6） 
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表 1-3-4 埋立地発生ガスの水への溶解度 7) 
成分  
溶解度  
0℃  20℃  40℃  60℃  
メタン  CH4  0.056 0.033 0.024 0.020 
二酸化炭素  CO2  1.71 0.88 0.53 0.36 
窒素  N2  0.024 0.016 0.012 0.010 
酸素  O2  0.049 0.031 0.023 0.019 
アンモニア  NH3  1176 702 - - 
硫化水素   H2S  4.67 2.58 1.66 1.19 
※本表は，各温度において 1atm=101325Pa の気体が水 1cm3 中に溶解する時の容積を０℃，  
1atm の時の容積に改算した値である。ただし，単位は cm3 とする。  
 
3.2 我が国における既往の知見 
 
3.2.1 埋立廃棄物の分解メカニズム 
埋立廃棄物の分解メカニズムについては，松藤らによって研究され，以下のよ
うに考えられている 9)。  
埋立廃棄物の安定化は微生物的作用に起因するところが大きい。生物的作用を
受ける分解性廃棄物に注目すると，埋立廃棄物中の分解可能な物質として，厨芥，
焼却灰中の未燃分に代表される易分解性物質や紙，繊維，草木類，及び汚泥類等
の中程度から難分解性の物質に至るまで種々の性状のものがある。これらの廃棄
物を栄養源として増殖する微生物は廃棄物自体に付着したり，覆土中及び空気中
から埋立層内に持ち込まれることになる。埋立層内の微生物増殖活動は層内の条
件によって変化する。この分解過程は非常に複雑であるが，大筋としては炭水化
物，脂肪や蛋白質のような高分子化合物が次第に低分子化され，糖類や有機酸，
アルコール等の中間生成物を経て最終的には水やガス体（炭酸ガス化），無機塩類
となり，減容，安定化する過程と考えられる 9)。  
 廃棄物の分解過程における微生物の作用は，埋立廃棄物中の分解性物質を栄養
源として微生物が代謝を行ない，その代謝物が次の微生物の栄養源となるという
ように経時的に栄養源が変化し，それと伴に微生物相の構成が変わっていく。  
 以上のことから，埋立廃棄物の分解は主として微生物によって好気性や嫌気性
の条件下において分解され，その結果図 1-3-3 に示すような過程を経て安定化し
ていくものと考えられる。この分解過程は廃棄物の種類，組成成分，含有水分量
等のほか，環境条件，特に「酸素」の条件によって支配されている。  
最終処分場に埋め立てられた廃棄物は，降雨や気温等の外因や，埋立層内の土
壌微生物等の作用及び物理化学的作用を受け，長期間に亘って緩慢に分解を受け
る。まず厨芥類や焼却残渣等に含まれている易分解性物質や，紙・繊維・草木類
等に含まれる難分解性物質が浸透水中に可溶化し，一部は微生物分解を受け，次
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第に低分子化し，最終的にはガスや浸出水中に溶け込み系外へ流出するものと考
えられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-3-3 埋立廃棄物の分解パターン 13)  
 
 Gram は，分解性廃棄物を実験式 CHaObNc で表わし，微生物による好気性分解過程
と嫌気性分解過程を以下のように示している 8)。 
［好気性分解］ 
CHaObNc＋1/4（4＋a－2b－3c）O2→CO2＋1/2（a－3c）H2O＋ cNH3     (1.3.4) 
［嫌気性分解］ 
CHaObNc＋1/4（4－a－2b＋3c）H2O→ 
1/8（4－a＋2b＋3c）CO2＋1/8（4＋a－2b－3c）CH4＋ cNH3    (1.3.5) 
一般的に，好気性条件下で生息する微生物は嫌気性条件下で生息する微生物よ
りも有機物分解時に生成されるエネルギー量（ATP 量）が多いことから，分解効率
がはるかに大きく，好気性分解と嫌気性分解では分解速度に 20 倍の差があると言
われている。このため，廃棄物埋立地では，廃棄物層内を好気的な状態に保つこ
とにより，有機物の分解を促進することが可能である。しかし，実際の埋立地に
 
 
 
 
 
 
 
降雨，ごみ中の含有水，地下水  
易分解性物質  
（厨芥類など） 
難分解性物質  
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<可溶化期> 
 
ガス発生開始  
易分解性物質の分解  
溶存物の増加  
低分子量   高分子量  
物   質     物  質  
<無機化前期> 
 
<無機化後期> <安定化期> 
ガス発生活発  
難分解性物質の分解  
ガス発生減少  
難分解性物質の蓄積  
ガス発生停止  
溶存物の消失  
溶存物の減少 
低分子量   高分子量  
物   質    物  質  
 
溶存物の減少 
低分子量  高分子量  
物   質   物  質  
 
残存物の蓄積 
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おいては廃棄物層内全体を好気的な状態に保つことは事実上困難であり，部分的
には嫌気的になることは避けられないため，最終生成物として上式に示すような
メタンガス，二酸化炭素，アンモニアなどが発生する。このため我が国において
は，埋立廃棄物中の有機物を早く分解させ，埋立地を早期安定化させるために，
埋立地内部へ空気を取り込ませ好気性領域の拡大を目指した準好気性埋立が主流
となっている 10)。  
 
3.2.2 埋立地における汚濁成分の質変換機構  
廃棄物中の生物分解可能な有機物が分解されて安定化することによって，廃棄
物は容量を減じつつ，沈下しながら構造的にも安定して行く。このように廃棄物
埋立地の安定化は，生物的・物理的・化学的作用の結果による。埋立廃棄物層は，
廃棄物それ自体が持つ自浄作用によってそれ自体が無機化・安定化を進めること
から，一種の浄化槽と考えられる。  
廃棄物層内では，廃棄物の間隙（空隙）が土壌に比べて大きいために，降雨後
には浸透水は速やかに流下し排除される。土壌の場合，重力脱水状態つまり，圃
場容水量に達するのに 1～2 日と言われているが 5)，廃棄物の場合はもっと速くな
ることが予想される。また，粗団粒相互間の間隙の大きさが 30μm 以上，細団粒
では 6μm 以上の場合，重力水は抜けてしまう 4)5)。そのため粗団粒間の間隙には，
糸状菌や乾燥に強いグラム陽性細菌や細菌より大きい原生動物が増殖しやすい 10)。 
 微生物による廃棄物の分解作用は，関与する微生物によって好気性分解と嫌気
性分解に大別される。好気性分解は，好気性微生物が酸素の存在下において酵素
（Enzyme）を利用して廃棄物中の有機物を酸化分解してエネルギーを獲得（呼吸）
し，このエネルギーの一部を利用して新しい原形質を合成する反応である。化学
量論的に示すと次のようになる。  
CXHYOZ+(X+Y/4-Z/2)O2→XCO2+Y/2H2O－ΔH             (1.3.6) 
(CXHYOZ)N+nNH3+n(X+Y/4-Z/2-5)O2→(C5H7NO2)N+n(X-5)CO2+N/2(Y-4)H2O±ΔH 
(1.3.7) 
また，微生物は同時にその一部を自己酸化によって，次のように酸化分解する。  
(C5H7NO2)N＋5nO2→5nCO2+2nH2O+nNH3－ΔH              (1.3.8) 
ここに，ΔH は反応にて生じるエネルギーである。  
  
嫌気性分解は 2 段階よりなる。まず，複雑な高分子有機物は，第 1 段階の酸生
成過程で，酸生成細菌の作用により単糖類，アミノ酸などの分子量の小さい物質
を経て，酢酸，プロピオン酸，酪酸などの単純な組成の有機酸やアルコールに変
換される。次に第 2 段階のメタン生成過程で基質特異性の強いメタン生成細菌群
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によって，メタンや二酸化炭素になどに分解される。 
・有機物の還元分解 
CXHYOZ+ H2O→CH4＋CO2+－ΔH               (1.3.9) 
・細胞物質の合成 
CXHYOZ+NH3＋H2O→C5H7NO2＋CO2+ CH4－ΔH          (1.3.10) 
・細胞物質の分解（自己消化）  
C5H7NO2＋H2O→ CO2+ CH4＋NH3－ΔH                (1.3.11) 
 一般的に好気性微生物は，嫌気性微生物に比べて有機物分解効率が高く，増殖
速度も速い。このように好気性分解は，嫌気性分解に比べて短時間で終了し，最
終的に二酸化炭素，水，アンモニアなどの嫌気性分解に比べて環境へのリスクが
低い物質が生成される 10)。   
 
3.2.3 準好気性埋立構造の微生物環境  
 準好気性埋立構造の微生物環境については，松藤らの研究によると，以下のよう
に考えられている。 
 
準好気性埋立構造では，浸出水集排水管によって埋立層内へ空気の導入が図れ
好気性領域が拡大されるため，表層付近と底部の集水管付近では，好気性分解が
主体で，中間付近では嫌気性分解が主体でかつ好気性分解と嫌気性分解が混在す
るという微生物にとって極めて複雑な環境が作り出されている。  
埋立層内の微生物層は，表層部と，下層部では，好気性菌と通性嫌気性菌が主
体の菌相（A・B ゾーン）となり，中層部では，通性嫌気性菌と絶対嫌気性菌が主
体の菌相（B・C ゾーン）となると思われる。A・B ゾーンは，下層部では浸出水集
水管の通気能力，埋立層内の温度，及び空隙の程度などにより決まり，上層部で
は覆土の土質空隙の程度などにより決まる。一方，B・C ゾーンは，A・B ゾーンに
より，決定されることになるが，一般に埋立層は，厚くなるほど大きな割合を占
めるようになる 9)。 
なお，当然のことながら，これらの領域は，明瞭に区分されているわけではな
く，連続的な遷移をしており，経時的な変化もある。これらのゾーン内での微生
物作用は，B・C ゾーンで埋立廃棄物は通性嫌気性菌により有機酸やアルコール類
などに分解され，分解生成物は埋立廃棄物中に当初から含まれていた可溶性 BOD
成分と共に，一部は浸出水として外部に流出し，残りは絶対嫌気性菌によりメタ
ンや炭酸ガスに分解される。この場合，ガス化の割合は，通性嫌気性菌と絶対嫌
気性菌の共生状況によって異なる。  
例えば，水はけが悪く埋立層内が常時滞水しているような処分場では，通性嫌
気性菌の分解作用により生成した有機酸が過度に蓄積した結果，絶対嫌気性菌が
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生息できなくなり，可溶性 BOD 成分はガス化されることなく，長期間にわたって
浸出することになる。また，A・B ゾーンでは絶対嫌気性菌の代わりに好気性菌が，
直接埋立廃棄物を炭酸ガスに分解したり，通性嫌気性菌の分解作用により生じた
有機酸類や上層部より流下してくる可溶性 BOD 成分を炭酸ガスに分解することに
なる。好気性菌のガス化までの分解速度は，通性及び絶対嫌気性菌の分解速度よ
りも早いので，たとえ下層部の A・B ゾーンの領域が狭くても，埋立層内の自浄作
用に占める割合は大きい。また，埋立廃棄物が土壌微生物によりガス化，可溶化
された後の残渣及び微生物の代謝作用の結果生じた難分解性物質は分解中間生成
物の一部と共に，無機化学的な反応を受けて縮重合し，いわゆる腐植を形成する。
腐植は埋立層内にとどまり徐々に分解されることになるが，過度に蓄積されると，
一部はフミン酸・フルボ酸状物質として流出する。ただし，これらの物質は BOD
源とはならず，一部が COD 源や着色成分になる 9)。 
図 1-3-4 埋立槽内における好気性，嫌気性領域の範囲（準好気性埋立） 9) 
 
次に，埋立地の深さ方向の分解過程について述べる。図 1-3-5 は埋立地の構造
が異なる埋立地の浸透水水質の深さ方向分布を示したものである 4)。準好気性埋立
とは，底部に設けられた浸出水集水管の末端が開放されており，集水管を通して
空気が出入りする埋立地である。嫌気性埋立とは浸出水集水管が浸出水に没して
おり，底部集水管からの埋立地への空気の出入りが生じない埋立地である。どち
らの埋立地においても表層における有機物の溶出や可溶化は顕著であり類似して
いるが，中層から底層での濃度変化の傾向は大きく異なっている。嫌気性埋立に
比べて，準好気性埋立の底層，つまり浸出水集水管近傍での濃度低下は著しく，
集水管  
空気の流れ  
水の流れ  
空気・水の流れ  
温度差  
 埋立槽内＞外気  
    ↑  
   発酵熱  
ガスの流れ  
嫌気性領域  
（ 嫌 気 性 ＋ 通 性
嫌気性微生物）  
 
好気性領域  
（好気性＋通性
嫌気性微生物）  
 
好気性領域  
（好気性＋通性
嫌気性微生物  
注：A・好気性菌 B・通性嫌気性菌 C・絶対嫌気性菌  
A・B 
B・C 
A・B 
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有機物の分解が顕著に生じていることがわかる 4)。 
 
図 1-3-5 埋立地の構造が異なる埋立地の浸透水水質の深さ方向分布  
 
3.2.4 嫌気性分解の分解式 
 嫌気性環境におかれると，厨芥などに含まれる炭水化物，タンパク質，脂肪など
の易生物分解性有機物は速やかに，次の酸発酵過程で分解される（高分子有機物
の場合は加水分解反応により低分子化した後） 1)2)5)10)11)。  
 有機物の一般的な嫌気性変換は，以下の式によって示すことができる。  
有機物＋H2O＋栄養素→新細胞＋難生物分解性有機物＋CO2＋CH4＋NH3＋H2S＋熱
（1.3.12） 
実務上の目的のためには，廃棄物中の有機成分からのメタン，二酸化炭素及び
アンモニアへの総括的な変換は，以下の式によって示すことができる 17）。 
CaHbOcNd→nCwHxOyNz＋mCH4＋ｓCO2＋ｒH2O＋（d－nx）NH3          (1.3.13) 
ここで，ｓ＝ａ－nw－m， r＝ｃ－ny－2s  
CaHbOcNd 及び CwHxOyNz は，それぞれプロセスの開始時及び終了時に存在する有機
物の組成を表す。嫌気性埋立構造では，加水分解が生じ埋立槽内の水分は分解に
使用され脱水される。 
有機性廃棄物が完全に安定化されると仮定される場合には，以下の化学量論式
が成り立つ 4)。  
①  は有機物が二酸化炭素とメタンに変換されるとしたもの。  
②  はさらにアンモニアの生成を考慮したもの。  
③  はさらに硫化水素の生成を考慮したもの 12)。  
④  は菌体の生成，二酸化炭素の溶解を考慮したもの。  
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ここに，d＝4n＋a－2b－3c 









c
c
e
f
f
as


1
2.01
：ごみ中の COD 成分の内生かされる割合， f は細胞の分解速度  
θc は固形分の滞留時間（埋立経過時間），θ c を無限大としている例がある。  
ａ e：菌体収率（θc＝０のときａ e＝Smax）  
e＝1－s：COD 成分のうちメタン化する割合  
なお，菌体収率ａ e の数値例を表 1-3-5 に示す。  
 
表 1-3-5 菌体収率（ae）の値 4) 
基質  ae  基質  ae  
炭水化物  
タンパク質  
脂肪酸  
下水汚泥  
0.28 
0.08 
0.06 
0.11 
エタノール  
メタノール  
安息香酸  
0.11 
0.15 
0.11 
 
3.2.5 好気性分解の分解式 
好気性廃棄物（有機汚濁物）分解の基本反応式は，次のように表現される 5)。  
 
有機物＋酸素 微生物   増殖菌体＋腐植＋炭酸ガス↑＋水＋アンモニア↑＋熱        
                                                                   (1.3.18) 
  アンモニア＋酸素→亜硝酸・硝酸（嫌気性領域で窒素ガスに転換）     (1.3.19)  
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硫化物イオン＋酸素→硫酸イオン                      (1.3.20) 
好気性埋立構造では，有機物は分解されて主に二酸化炭素と水となるように分
解する。有機性廃棄物が完全に安定化されると仮定される場合には，以下の化学
量論式が成り立つ 5)10)。  
 
3222
2
3
4
324
dNHOH
db
aCOO
dcba
NOHC dcba 




 





 
             
 
3.2.6 生ごみ埋立層における浸出水の流出メカニズム  
(1)田中信壽の見解 15) 
田中信壽は，その著書で「廃棄物とともに運び込まれる水は，降雨量に対して
無視できない量であるが，廃棄物にはさらに保水する能力があるから降雨水の一
部を吸収して浸出水量を減少させる効果が逆にあると考えられる。」と述べている。
また,「埋立地内での水の発生量つまり廃棄物分解に伴う水分の正味発生速度は，
一般的に無視量である。」としており，さらに「ある時点までに投入された廃棄物
中の水分は重力脱水状態の含水率（現場容水量）になっていて，新たに投入され
た廃棄物中の含水率が変化する分だけ水収支に効いてくると考えられる。」として
いる。 
 
(2) 朴祥徹の見解 10) 
朴祥徹は，学位論文で，「廃棄物層は土壌のように多孔体であり，廃棄物自体が
溶解し質的に変換しえることから，土壌系より複雑な反応を示す。廃棄物層内で
は，廃棄物の間隙（空隙）が土壌に比べて大きいために，降雨後には浸透水は速
やかに流下し排除される。土壌の場合，重力脱水状態つまり圃場容水量に達する
のに 1～2 日と言われているが 16），廃棄物の場合はもっと早くなると予想される。
また，粗団粒相互間の間隙の大きさが 30μm 以上，細団粒では 6μm 以上の場合，
重力水はぬけてしまう 17）。」としている。  
 
3.2.7 廃棄物とともに運び込まれる水 Ww 
廃棄物とともに運び込まれる水について，田中や George Tchobanoglous らは，
以下のように考察している。  
①  廃棄物とともに運び込まれる水は，降雨量に対して無視できない量である。 
②  一方，廃棄物にはさらに保水する能力があるから降雨水の一部を吸収して
浸出水量を減少させる効果が逆にあると考えられる。  
③  また，ある時点までに投入された廃棄物中の水分は重力脱水状態の含水率    
（現場容水量）になっていて，新たに投入された廃棄物中の含水率が変化す  
る分だけ水収支に効いてくると考えられる。  
(1.3.21) 
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水収支には，蓄積速度⊿Hh/⊿ｔが関係してくる。ある時点までに投入された廃
棄物中の水分は重力脱水状態の含水率（現場容水量）になっていて，新たに投入
された廃棄物中の含水率が変化する分だけ水収支に効いてくると考えられるから，
⊿ｔの間に，廃棄物層及び覆土から，単位面積当りの保有水量の変化⊿Hh は，下
記のように表現できる。            
⊿Hh/⊿ｔ＝R・⊿ｗ /A                                     (1.3.22) 
ただし，⊿Hh：覆土及び廃棄物層の保水量（層内不飽和水）の変化量 (m3) 
R：投入廃棄物量(m3/ｄ) 
⊿ｗ：重力脱水状態含水率(現場容水量)－投入時の体積含水率［－］  
  
ここで，面積 A［ｍ 2］の埋立地に毎年，R［ｔ/年］の廃棄物を投入する。埋立
廃棄物の見かけ密度を ρs［t/ｍ 3］とし，廃棄物の体積含水率をｗとする（廃棄物
の重量含水率 W＝ｗ ρw/ρs，ここで ρw：水の密度）と，Ww＝R・ｗ /(365ρs)，雨量に
換算すれば，R・ｗ /（365・ρs・A）となる。したがって，埋立深さ増加速度 R/(ρs・
A)＝1ｍ /y，ｗ＝0.2 とすれば，Ww≒0.5mm/d となり，降雨量に対して無視できない
量である。しかし，廃棄物にはさらに保水する能力があるから降雨水の一部を吸
収して浸出水量を減少させる効果が逆にあると考えられる 15)。  
 
3.2.8 埋立層内の水分量－覆土及び廃棄物層の保水量 Hh(層内不飽和水) 
 覆土層・廃棄物層は固相，液相，気相の三相からなる。降雨による水分の浸入，
蒸発によってこれらの三相の存在容積は変化する。水分の存在形態は，①吸着水，
②毛管水，③重力水に分けられる。吸着水は，廃棄物の表面に固く結合して薄膜
を形成している水のことで，毛管力や重力によって移動しない。毛管水は毛管力
によって保持される水で，廃棄物間隙中に存在し排水良好な廃棄物層内でも重力
に抗して残存できる。これが地下水と直接連絡しない場合を不着水といい，不着
水は廃棄物間の凹部に存在する傾向にある。重力水は重力により廃棄物間を自由
に移動できる水のことで，降雨や給水で下降していく水や不透水層に達して停滞
または流動する水を含み，また通気性を害するため排水の対象となる。十分な降
水・給水後，層内不飽和水分の下降運動がほとんど停止したときの水分量が現場
容水量といわれる 15)18)19)。  
 田中は，Bagchi[1990]や Stone[1990］らによるごみ成分の吸収水量の研究や，
その後の多くの研究から初期含水率と現場容水量の関係を表 1-3-6 のようにまと
めている 15)。  
廃棄物層の現場容水量について日本での測定例を田中が整理したものを，表
1-3-7 に示す。池口は，非破壊都市ごみの現場容水量を整理して 20～35vol％と述
べている。Canziani ら[1989]は，イギリスのごみでは，現場容水量は 20～50vol％
にあると述べている。これらの事例は，全て嫌気性埋立層の場合であるが，現場
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容水量は，20 から 50vol%程度と考えられる。  
嫌気性埋立層では，嫌気性分解が生じていることから，吸着水，毛管水として
廃棄物層内に存在する水分が吸水される。準好気性埋立層では好気性分解が並行
して生じていることから，分解生成した水分は，吸着水及び毛管水として保留さ
れると考えられる。 
降雨の浸透は埋立層に均一に生じていないこと，また，欧米のデータは，降雨
量がモンスーン地域のデータよりも少ない埋立地で得られたものと考えられ，嫌
気性埋立層から得られたこれらのデータを準好気性埋立層にそのまま適用するこ
とはできないと考えられる。  
 
             表 1-3-6 廃棄物の現場容水量 15) 
湿かさ密度  
[t･m3] 
乾かさ密度  
[t･m3] 
初期含水率  
[vol%] 
現場容水量  
[vol%] 
出  典  
0.314 －  16.0 30.2 Rovers et al.（1973）  
0.479 0.312 16.7 31.8 Walsh et al. （1979）  
0.473 0.308 16.5 40.4 Walsh et al. （1981）  
0.390 0.303 8.3 36.7 Wigh（1979）  
0.334 0.282 5.2 34.2 Fungaroli（1979）  
 
            表 1-3-7 廃棄物の現場容水量（生ごみ分） 15) 
    廃棄物  現場容水量 [vol%]  出  典  
厨芥・不燃可燃雑芥  32 花嶋（1973）2 号プラント  
厨芥・不燃可燃雑芥  33～45 花嶋（1981）3 号プラント，３年後解体時  
厨芥・不燃可燃雑芥  42～52 長野（1979）5 号プラント，３年後解体時  
生ごみ*埋立地層  42 横浜市 (1983)埋立跡地 [大島，1983] 
※家庭ごみ 82％，事業系ごみ 1.7%，焼却灰 16.3％  
 
3.3 既往の生ごみ主体の埋立実験結果  
 
本研究で使用する新 6 号プラント埋立実験以前に実施された生ごみ主体の埋立
実験で得られた結果を，以下にまとめる。  
 
3.3.1 4 号プラントによる実験結果 13) 
(1)実験概要  
実物大の空気吹込みによる模型実験。図 1-3-6 に示すように福岡市の久山埋立
場の一隅に 20.0（縦）×32.0（横）×約 5.0（高さ）(m)，容積約 3,200m3，埋立容
量 2,500ｔ（埋立厚 4ｍ）の実験場 2 ヶ所を設け，一方を好気性埋立，他方を普通
埋立（後に準好気性埋立に分類した）構造とした。実験期間は昭和 48 年 4 月～昭
和 51 年 3 月，3 年間である。搬入ごみの搬入量と組成は表 1-3-8，表 1-3-9 に示
す。 
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図 1-3-6 4 号プラント平面図 24) 
(2) 実験結果 
1) 実験した普通埋立が，一般的な結果より好気性パターンをとったため，その原
因を検討した。ポンプピットと通気集水装置を組み合わせた構造が，処分場を
呼吸させる条件を作る役割を果たしていることに気付き，これを別の処分場に
おいて，その効果を実証した。そして，これを新しい埋立構造の一つとして，
準好気性埋立を提唱した。  
2) 処分場から浸出する水量を把握するために，浸出水量を測定した。その結果処
分場からの浸出水の浸出量は 2 つのパターンに大別できることがわかった。 1
つは埋立継続時から埋立初期のパターンで，降雨の影響とは別に埋立に伴う自
重，荷重によるゴミの水分の排出によって生じる浸出である。この時期の浸出
水量はゴミの質，種類，埋立方法，埋立高によって異なり，特に降雨量とは関
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係なく一時的に浸出するという点で注目すべきである。もう 1つのパターンは，
一般的にいわれている処分場からの浸出水の浸出であり，これは地下浸透，蒸
発によって変動するが，浸出水量は降雨量によって最も著しく左右される。そ
して埋立終了後，3 ヶ月程度は降雨と浸出の間に 1～3 日間の遅れを生じるが，
その後は降雨直後に浸出するようになる。  
 
表 1-3-8 搬入量 24) 
埋立構造  搬入量 (ｔ ) 
好気性埋立  2320.84 
普通埋立  2412.33 
 
表 1-3-9 搬入ゴミ組成比 24) (%) 
廃棄物種別  乾燥組成比  灰分組成比  可燃分組成比  
準可燃分 (厨芥 ) 25.7 32.0 23.3 
可燃分  54.8 19.3 66.9 
不燃分  19.5 48.7 9.8 
含水率 (％ ) 63.2 
 
3.3.2 ６号プラントによる実験結果 13)20) 
(1)実験概要 
 経時的な物質収支を取ること，長時間の分解過程を把握することが目的。  
 実験期間は昭和 51 年 12 月からで現在も継続中，屋内実験。実験槽形状等は，
0.485（直径）×5.0（高さ）(m)，容積 0.92m3，充填量 571～584kg。 
 
表 1-3-10 6 号プラント実験条件 
実験槽  
番号  
充填湿潤ご
み重量 (kg) 
湿潤密度  
(t /m3 )  
空気吹込量  
(L/(m3･分 ))  
ごみの  
性状  
埋立種類  
乾燥ごみ  
重量 (kg) 
含水率 (%) 
No.I 583.6 0.71 6.25 破砕  好気性  275.5 60.0 
No.II 570.9 0.69 遮断  破砕  嫌気性  266.0 60.0 
 
実験槽番号  水分  可燃分  不燃分  
No.I －  96.6 3.4 
No.II －  93.5 6.5 
 
(%) 厨芥  紙類  合成  草木  不燃  その他  
組成割合  60.3 22.4 9.2 3.2 4.9 0 
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図 1-3-7 6 号プラント実験装置 13) 
(2)実験結果 
6 号プラントでは，好気性槽は初期沈下が大きく，それに比べると嫌気性槽は 3
年～5 年にかけて大きな沈下がみられた。  
 また，廃棄物埋立地において沈下量を予測することは，跡地の有効利用や，今
後の新しい埋立地の計画上大切なことである。しかし，これまでの予測手法は，
Sowers らに代表されるように，主に物理的変化，すなわち間隙の変化量や脱水に
よる圧密沈下量を加えたもので，分解性廃棄物について考察したものはなかった。
一般に埋め立てられる生ごみには，分解可能物が最低 50～60％は含まれており，
総沈下量はごみの生物化学的分解によって起こる部分と物理的変化によって起こ
る部分との合計であると考えられる。そこで，大型秤量計で経過時間毎の分解量
を測定してきた 6 号プラントのデータから，分解消失による沈下量を式 (1.3.23)
によって求めた。 



n
n
n
n A
Vn
On
Ln
HnH
11
                    (1.3.23) 
H：分解性廃棄物消失による沈下量（ｍ）  
Hn：各測定間隔（3 ヶ月間）での分解消失による沈下量（ｍ）  
Vn：各測定間隔（3 ヶ月間）での平均体積（ｍ 3） 
On：各測定間隔（3 ヶ月間）での平均固形物量（kg） 
Ln：各測定間隔（3 ヶ月間）での消失有機物量（kg） 
A：断面積（ｍ 2） 
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その結果，好気性槽の分解消失による沈下量は表 1-3-11 のようになった。そこ
で，総沈下量とごみの生物化学的分解による沈下量（分解沈下量）から，物理的
変化量すなわち間隙の変化量（圧縮沈下量）を求め図 1-3-8 に示した。これらの
結果より，分解消失による沈下量は総沈下量の約 6 割を占めており，生ごみ埋立
地における沈下量の推定には分解消失を考慮することが重要であることがわかっ
た。なお，充填廃棄物中の厨芥に含まれる有機物量は，6 号は，新 6 号の約 2.8 倍
で，生物分解性有機物量においても 6 号は，新 6 号の 1.5 倍である。 
 
表 1-3-11 総沈下量と分解消失による沈下量の計算結果 13) 
埋
立  
経
過  
月
数  
沈下量  
(10-2m) 
平均体積  
Vn 
（ m3）  
平均  
固形物量  
On(kg) 
平均密度  
ρ =On/Vn 
(kg/m3) 
消失有
機物量  
Ln(kg) 
実験槽面積 A 
深さ１ m 当り  
廃棄物量 D 
(ρ×A，
kg/m) 
消失量に
対応する  
沈下量 Hn 
(Ln/D，m) 
沈下量  
合計  
H 
(m) 
1 
18 0.855+0.82 
(0.838) 
275.5+256.1 
(265.8) 
317.2 19.5 58.6 0.333 0.333 
4 114-18 
96 
0.821+0.644 
(0.733) 
256.1+229.3 
(242.7) 
 
( 
331.1 26.8 61.1 0.439 0.772 
7 
139-114 
25 
0.644+0.598 
(0.621) 
229.3+218.9 
(224.1) 
360.9 10.4 66.6 0.156 0.928 
10 
175-139 
36 
0.598+0.532 
(0.565) 
218.9+207.8 
(213.4) 
377.6 11.1 69.7 0.159 1.087 
13 
186-175 
11 
0.532+0.511 
(0.522) 
207.8+204.6 
(206.2) 
395.0 3.2 73.0 0.044 1.131 
16 
190-186 
4 
0.511+0.504 
(0.508) 
204.6+202.9 
(203.8) 
401.2 1.7 74.1 0.023 1.154 
19 
194-190 
4 
0.504+0.497 
(0.501) 
202.9+200.4 
(201.7) 
402.6 2.5 74.3 0.034 1.188 
22 
202-194 
8 
0.500+0.482 
(0.491) 
200.4+197.5 
(199.0) 
405.3 2.9 74.8 0.039 1.227 
25 
204-202 
2 
0.491+0.478 
(0.485) 
197.5+195.4 
(196.5) 
405.2 2.1 74.8 0.028 1.255 
28 
207-204 
3 
0.485+0.473 
(0.479) 
195.4+192.6 
(194.0) 
405.0 2.8 74.8 0.037 1.292 
31 
209-207 
2 
0.473+0.469 
(0.471) 
192.6+187.7 
(190.2) 
403.8 4.9 74.6 0.066 1.358 
34 
211-209 
2 
0.469+0.465 
(0.467) 
189.9+187.7 
(188.8) 
404.3 2.2 74.7 0.029 1.387 
37 
213-211 
2 
0.465+0.462 
(0.464) 
187.7+186.3 
(187.0) 
403.0 1.4 74.4 0.019 1.406 
40 
215-213 
2 
0.462+0.458 
(0.460) 
186.3+185.9 
(186.1) 
404.6 0.4 74.7 0.005 1.411 
43 
215-215 
0 
0.462+0.458 
(0.460) 
186.3+185.9 
(186.1) 
404.6 0.4 74.7 0.005 1.406 
49 
219-215 
4 
0.458+0.450 
(0.454) 
184.6+183.4 
(184.0) 
405.3 1.2 74.8 0.016 1.422 
55 
220-219 
1 
0.450+0.449 
(0.450) 
183.4+182.3 
(182.9) 
406.4 1.1 75.0 0.015 1.437 
61 
225-220 
5 
0.449+0.439 
(0.444) 
182.3+181.0 
(181.7) 
409.2 1.3 75.6 0.017 1.454 
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    図 1-3-8 6 号プラントにおける分解，圧縮による沈下量累計 
  
3.3.3 ７号プラントの実験結果 13) 
(1) 実験概要 
 自然通風の構造をもった埋立地の模型での分解性状の把握が目的。  
実験期間は，昭和 52 年 8 月～53 年 7 月の 1 年間。屋内実験。実験槽形状等は
0.3（直径）×1.0（高さ）(m)，容積 0.06～0.07m3，充填量 65.1～72.6kg。 
 
準好気性埋立における廃棄物の分解過程を調査するために 7 号プラント埋立模
型槽を作成し，実験を行った。埋立模型槽を図 1-3-9 に示す。また，充填廃棄物
の組成，充填条件を表 1-3-12 に示す。 
本実験に供したごみは表 1-3-16 からわかるように厨芥 25％，プラスチック 22％，
紙・木・布 30％，不燃物 8％，その他 15％からなる一般廃棄物でプラスチックと
紙・木・布の含有率の多いごみである。また，表 1-3-13 に示すように平均含水率
70.4%と高含水率で，夏場特有の特徴をもったものである。  
 ごみは破砕機で粉砕して，ビニール袋を破り，ごみ質を均一になるように混合
した後，重量を秤量して模型槽に充填した。  
充填条件などは表 1-3-12 に示したとおりであり，単位体積重量を 1.1t/m3 程度
とした，一般的には，生ごみ主体の廃棄物の埋立における単位体積重量は，埋立
初期においては 0.8ｔ/ｍ 3 程度であるが，経時的に分解が進み，沈下等が生じて単
位体積重量は，1.0ｔ/ｍ 3 近くになる。そこで，実験の性格上，最初から埋立後期
にみられる単位体積重量に近づけて，1.1ｔ/ｍ 3 の条件で充填した。模型槽は屋内
に設置し，週一回，実際に降った降雨量相当の水量を散水した。  
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図 1-3-9 ７号プラント実験装置 13) 
(2)実験結果 
(a) 埋め立て模型槽内の物質収支  
7 号プラントでは，準好気性，嫌気性埋め立て槽をそれぞれ 4 基作り，1 ヶ月目，
3 ヶ月目，6 ヶ月目，1 年目と順次槽を解体し，物質収支をとった。経時的な分解
過程の結果は表 1-3-15 に，また，解体時におけるごみ組成は表 1-3-16 に示す。
この実験結果から，含水率の経時変化をみると，徐々に低下していく傾向が見ら
れる。 
 
表 1-3-12  7 号プラント実験条件 13) 
実験槽  
番号  
埋立構造  ごみの性状  
充填量  
(kg) 
湿潤  
密度  
(ｔ /ｍ 3) 
ごみ組成 (%) 
備  考  
水分  可燃分  不燃分  
7-1 
№Ⅰ  準好気性  破砕生ごみ  68.4 1.15 
70.0 23.2 6.8 
1 ヶ月後に解体  
№Ⅱ  準好気性  破砕生ごみ  65.1 1.09 3 ヶ月後に解体  
№Ⅲ  準好気性  破砕生ごみ  71.5 1.08 6 ヶ月後に解体  
№Ⅳ  準好気性  破砕生ごみ  72.6 1.09 12 ヶ月後に解体  
7-2 
№Ⅰ  嫌気性  破砕生ごみ  68.7 1.15 
70.0 23.2 6.8 
１ヶ月後に解体  
№Ⅱ  嫌気性  破砕生ごみ  66.1 1.14 3 ヶ月後に解体  
№Ⅲ  嫌気性  破砕生ごみ  72.4 1.09 6 ヶ月後に解体  
№Ⅳ  嫌気性  破砕生ごみ  71.7 1.07 12 ヶ月後に解体  
7-3 準好気性  破砕生ごみ  45.3 0.75 62.4 34.8 3.2 
18 ヶ月後に解体  
7-4 嫌気性  破砕生ごみ  45.2 0.75 62.4 34.8 3.2 
7-8 嫌気性  破砕生ごみ  45.0 0.71 60.0 37.3 2.7 
7 ヶ月後に解体  
7-9 準好気性  破砕生ごみ  45.0 0.71 60.0 37.3 2.7 
7-11 嫌気性  破砕生ごみ  45.0 0.71 60.0 37.3 2.7 
18 ヶ月後に解体  
7-12 準好気性  破砕生ごみ  45.0 0.71 60.0 37.3 2.7 
※準好気性埋立槽は，集水管を常時開口し，屋内に設置した。  
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充填時ごみ量 (dry-kg)－解体時ごみ量 (dry-kg) 
  充填時ごみ量 (dry-kg) 
表 1-3-13 各槽における含水率(%)の変化 13) 
埋立期間 準好気性埋立槽 嫌気性埋立槽 
充填時 70.4 70.4 
１ヶ月 62.6 68.6 
３ヶ月 63.4 69.4 
６ヶ月 58.1 65.8 
12 ヶ月 60.8 65.4 
 
 以上，準好気性埋立構造で生ごみ埋立を行う場合の浸出水の発生には，廃棄物
とともに運び込まれる水分の影響を解明する必要がある。  
 
表 1-3-14 7 号プラント各槽における物質の変化 13) 
項  目  №3 準好気性  
充填時ごみ量 (kg) 20.6 
解体時ごみ量 (kg) 15.5 
消失量 (kg) 5.1 
消失率 (%) 24.8 
 
(b)埋立廃棄物の安定化傾向と内部変化  
 本実験の充填廃棄物の物質変化を見ると表 1-3-15 のようになる。 
 
表 1-3-15 充填廃棄物の物質変化 
埋立槽  
準好気性埋立槽（ 7-1）  嫌気性埋立槽（ 7-2）  
№Ⅰ  №Ⅱ  №Ⅲ  №Ⅳ  №Ⅰ  №Ⅱ  №Ⅲ  №Ⅳ  
埋立期間  1 月後  3 月後  6 月後  12 月後  1 月後  3 月後  6 月後  12 月後  
充填時ごみ量
(dry-kg )  
22.70 23.13 20.67 19.26 19.88 20.52 18.33 19.56 
解体時ごみ量
(dry-kg )  
21.75 21.37 18.35 16.75 19.62 19.80 17.58 18.51 
分解率 *(%) 4.2 7.6 10.8 13.0 1.3 3.4 4.1 5.4 
 
※分解率＝                        ×100 
 
 
この結果は埋立模型槽を充填 1 ヶ月，3 ヶ月，6 ヶ月，1 年後に解体して物質収
支と組成分析を行ったものである。準好気性埋立槽では充填 1 年後で 13％分解さ
れているのに対して嫌気性埋立槽では 5.4%であり，準好気性条件下での分解程度
は嫌気性埋立槽に比べて約 2 倍である。また，充填廃棄物の組成変化の例を示す
と表 1-3-16 のようになり，特に「厨芥」の減少が見られた。  
一方，分解の結果，組成の判別が難しい土壌有機物様物質の「その他」（表 1-3-16
の脚注参照）は充填 6 ヶ月目で若干増加する傾向が見られたが，1 年目では減少し
ている。この事から充填 6 ヶ月前後は最も生物分解を受け易い厨芥類が微生物分
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解を受けている時期であり，それ以降は厨芥から「その他」に移行した物質も微
生物分解を受けている時期と考えられる。  
 以上のように，準好気性埋立は従来の嫌気性埋立に比べ微生物の分解活性が高
まり，埋立廃棄物の分解が促進されることが明らかとなった。  
 
表 1-3-16 ７号プラント解体時におけるごみ組成（埋立期間別） 13)(%) 
埋立槽  
準好気性埋立槽（ 7-1）  嫌気性埋立槽（ 7-2）  充填ごみ  
№Ⅰ  №Ⅱ  №Ⅲ  №Ⅳ  №Ⅰ  №Ⅱ  №Ⅲ  №Ⅳ  平均  
組成項目  
１ヶ
月  
３ヶ
月  
６ヶ
月  
12 ヶ月
上  
12 ヶ月
下  
1 ヶ月  ３ヶ
月  
６ヶ
月  
12 ヶ月
上  
12 ヶ月
下  
Dry 
厨芥  22.3 20.9 19.5 7.3 11.9 26.5 23.1 20.5 11.5 16.7 25.36 
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ  22.8 26.6 24.3 27.2 27.1 22.0 26.1 20.3 28.1 31.3 21.79 
紙・木・布  36.9 37.7 37.0 42.5 41.3 37.1 37.0 39.3 50.0 36.0 30.36 
不燃性  13.2 8.8 11.0 15.6 15.9 12.1 8.1 10.6 7.3 9.3 7.84 
その他  4.8 6.0 8.2 7.4 3.8 2.3 5.7 9.3 3.1 6.7 14.65 
合計  100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
※上，下は槽の上層部，下層部を表す。  
※※その他：廃棄物中の厨芥・紙及び草木等が微生物によって分解された結果，形状が変化し，
組成毎に判別が難しくなった土壌有機物様の物質を「その他」として分類した。  
 
3.3.4 10 号プラント実験 13) 
(1)実験概要 
自然通風の構造での空気流入量とごみ積み増しによる効果を確認するのが目的。 
実験期間は昭和 53 年 6 月～56 年 12 月の 3 年 6 ヶ月。屋外実験。実験槽形状等は
1.4（縦）×1.8（横）×0.8，1.0（高さ）(m)，容積 2.52m3，4.54m3，充填量 1,638
～3,409kg。 
 
表 1-3-17 10 号プラント実験条件（すべて準好気性埋立構造） 
実験槽  
番号  
充填量  
(kg) 
湿潤密度  
(t/m3) 
ごみの性状  ごみ組成（％）  
№Ⅰ  1506.6 0.75 －   モミガラ 9％  
人工ごみ    下水汚泥 83％，砂 8％  
      熱灼減量 28％  
№Ⅱ  1506.6 0.74 －  
№Ⅲ  1506.6 0.77 －  
№Ⅳ  1234.6 0.65 破砕  生ごみ：可燃分 82.3%，不燃分 17.7％  
<積み増し後> 
実験槽  
番号  
充填量  
(kg) 
湿潤密度  
(t/m3) 
ごみの性状  ごみ組成（％）  
№Ⅰ  1902.6 0.84 －        モミガラ 9％  
人工ごみ   下水汚泥 83％，砂 8％  
      熱灼減量 31％  
№Ⅱ  1902.6 0.79 －  
№Ⅲ  1902.6 0.79 －  
№Ⅳ  1638.0 0.86 破砕  生ごみ：可燃分 96％，不燃分 4％  
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図 1-3-10 10 号プラント実験装置 13) 
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(2) 実験結果 
 浸出液の量の経時変化は表 1-3-18 に，浸出率経時変化は図 1-3-11 に示した。
なお，積み増し後の値も同時に示した。 
 
表 1-3-18 10 号プラント浸出液量の浸出率の経時変化 13) 
経過月数  
（ヶ月）  
散水量  
（L）  
№Ⅰ槽  №Ⅱ槽  №Ⅲ槽  №Ⅳ槽  
3 625.0 19.0 14.8 10.0 38.3 
4 262.5 48.7 52.9 47.8 65.1 
5 250.0 55.6 67.0 66.6 70.6 
6 162.5 55.2 67.2 62.6 69.1 
7 215.5 68.0 78.4 81.4 90.5 
8 125.0 64.4 68.1 70.6 80.6 
9 375.0 81.3 87.0 85.7 91.6 
10 125.0 74.3 76.2 72.8 89.6 
11 375.0 65.8 64.4 61.3 83.0 
平均   59.1 64.0 62.1 75.4 
ごみ積み増し  
12 75.0 0 0 0 0 
13 325.0 9.3 7.8 4.4 62.8 
14 287.5 12.6 13.8 9.3 61.8 
15 575.0 36.6 35.1 31.8 66.7 
16 475.0 62.6 65.9 57.3 76.9 
17 525.0 70.3 73.7 58.2 76.2 
18 525.0 72.0 73.3 65.1 76.2 
19 425.0 71.1 69.8 61.9 72.1 
平均   41.8 42.4 36.0 61.6 
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我が国ではじめて準好気性埋立構造を提案し，生ごみに関する実験を数多く行
った花嶋は，10 号プラントの実験結果から生ごみ層からの浸出水の流出に関して
以下のような見解を提示している 13)。  
①  埋立初期は散水量が多いにもかかわらず，浸出率が小さい。これは，充填ごみ
の含水率が低いために，散水された水が飽和含水量になるまで，廃棄物層内に
貯留されるためである。  
②  Ⅳ槽が他のⅠ～Ⅲ槽に比較して浸出率が高いのは，Ⅳ槽のごみは有機分が多く，
ごみとごみとの間隙が大きかったことが原因と思われる。  
③  有機分量が多いと，分解量やそれに伴って生ずる分解水も多くなる。  
④  間隙が大きいと水が内部に保留されずに流下しやすいことになる。  
 
3.4 既往の浸出水量予測手法 
 
我が国の実務で適用されている浸出水量予測手法は，「廃棄物最終処分場整備の
設計・計画要領（全国都市清掃会議監修） 14)」に示されている。  
建設段階で浸出水量を求めるとき，埋立面積及び埋立地建設予定地の近傍にあ
る気象観測台で近年からおよそ 20 年前までの降雨データから浸出水量を予測する。
現在，埋立地の設計段階で浸出水量を予測する手法は合理式及び時間遅れを考慮
した水収支モデル式を使用している 21)。 
 
3.4.1 既往の浸出水発生量の予測の考え方  
既往の浸出水発生量の予測に関する基本的な考え方を以下に述べる。  
埋立地おける水量収支を図 1-3-12 に示す。  
 
図 1-3-12 の I は降水量〔mm〕であり，埋立地集水面積 A〔m2〕を乗じることで
降水量 Wp〔m3〕となる(降水量 Wp〔m3〕=I・A/1000)。E は蒸発散量〔mm〕で，覆土
または廃棄物表層中の水分が日射や風，場合によっては植生により蒸発するもの
表面流入水(Si)
地下水流入水
または湧水(G)
浸出水(Q)
埋立地
降水(I) 蒸発散量(E)
表面流出量(So)
雨水排水溝
浸出水集排水管
埋立廃棄物および覆土中の水分(W)
図 1-3-12 埋立地内の水収
師支  
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である。Si は地表面を伝わり埋立地外から流入する水量〔 m3〕で，通常雨水集排
水施設により流入が阻止される。 So は埋立地への降水が埋立地層内へ浸入せず表
面流出水となって埋立地外へ流出する水量〔m3〕で通常埋立終了区画においては雨
水集排水施設により排水される。G は埋立地内へ流入する地下水または湧水の水量
〔m3〕で，表面遮水工が施されている場合には流入しない。Q は浸出水量〔 m3〕で，
埋立地内へ流入した水が浸出水集排水施設により集排水される量である。以上の
量は，いずれの一定の期間 Δt における量であり，Δt は水量収支をとろうとする
期間に応じて設定される。また，Ww は Δt の間に埋立地へ搬入された廃棄物や覆
土中の水分量〔m3〕である。  
したがって，埋立地における期間 Δt の流入，流出水量は， 
X=流入水量=I・A / 1000+S i+G+Ww                         (1.3.24) 
Y=流出水量=E・A / 1000+So+Q                            (1.3.25) 
となる。期間 Δt の前後における覆土中の水分変化量を ΔCw，廃棄物中の水分
変化量を ΔRw とすれば，埋立地における水量収支は，  
X－Y－ΔCw－ΔRw=0                                          (1.3.26) 
S i+G+Ww－ (So+Q)+(I－E)・A / 1000  =ΔCw +ΔRw                   (1.3.27) 
 
となる。この式(1.3.27)が埋立地における浸出水を計算する上で基礎となる式で
ある。式(1.3.27)を用いれば浸出水の発生量を厳密に求めることができるが，蒸
発散量や表面流出水量などの算出には不明確なパラメータが多く，必ずしも満足
のいく計算方法は確立されていない。浸出水の日発生量を求めるには近似的な水
収支モデルを用いる方法と実測に基づいて求める方法が一般的である。  
表面遮水工のある埋立地では G=0，表面流入水が雨水排水工などで排除されてい
れば Si=0 である。 
 
Ww－ (So+Q)+(I－E)・A/1000＝ΔCw +ΔRw                        (1.3.28) 
Q=Ww－So＋ (I－E)・A/1000－ΔCw－ΔRw                        (1.3.29) 
 
また，Ww が無視でき，Δt が長く設定されて ΔCw と ΔRw が無視できる時には，次
式が成立する。 
(I－E)・A / 1000－So= Q                                      (1.3.30) 
降水量，蒸発散量，表面流出量が日単位で把握できれば式 (1.3.30)より近似的
に浸出水の日発生量を求めることができる。水収支モデルによる方法には合理式
を用いる方法と，降水などの流入水の発現時から浸出水の発生にいたるまでの時
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間遅れを考慮する方法との 2 つの方法がある 4)21)。  
 以上のように，従来の浸出水発生量予測手法では，外部から持ち込まれる埋立廃
棄物及び覆土中の水分 Ww は考慮していない。さらには，廃棄物生物分解生成水 Wc
は考慮されていない。 
 
3.4.2 時間遅れを考慮した水収支モデル式  
上記の 2 つの方法の内，「時間遅れを考慮した水収支モデル式」は，埋立層内の
浸出水発生メカニズムを考慮できることから，高含水の生物分解性廃棄物から生
成する浸出水の予測に応用できると考えられる。  
埋立地に流入する水は降水のみを考え，その水量収支を図 1-3-13 のようにモデ
ル化する。ｊ日に降った降雨量 (Ij)のう
ち，地表面のもつ浸入能(ｋ s)を越えた部
分は，表面流出水量(Qsj)となり，埋立地
外へ流出する。 
表層内へ浸入した水
量が表層の保水能 (hs)を越えたときには，
その超過分が埋立層中への浸透
水量となる。一方，表層の保水能 (hs)か
ら，太陽熱や風などの気象条件によって
決まる可能蒸発量(E j:Blaney Criddle 法や
Penman 法を初めとして多くの計算法が
ある)に比例した蒸発水量〔Ev j=E j(h j -1/hs)〕
だけ蒸発するので，表面保水量 (h j)は降水停止後，徐々に  減少する。このように
して決まる浸透水量が埋立地底部に達する (底部に達する時間を考慮していない )。
埋立地底部でタンクモデルの考え方を用い，流出抵抗を R とおくと，浸出水量 Q j
は次式により求まる 4)。  
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           (1.3.31) 
したがって，日 降水量時系 列 〔mm/日〕(j=1～n，n は水収支計算対象
日数)を設定し，表層の保水量について水収支をとることで を 求 め ， 式
(1.3.31)に代入すると，日浸出水量時系列 Qj が求まる。本手法による浸出水算出
フローを図 1-3-14 に示す。 
ただし，特定の年の降水を対象として水収支計算対象日数を 365 日とする場合
には，計算初期値 Q0，h0 をゼロとして与えてもよいが，より正確には，設定した
降水量時系列を 1 月 1 日から 1 年間計算し，12 月 31 日の Q365，h365 を Q0，h0 とし
て再び同じ降水量時系列で計算を行うのがよい。また，埋立区画ごとに浸出水量
を求め，合計する必要がある。この計算を行うためには，浸入能 ks，保水能 hs，
流出抵抗 R を設定しなければならない 4)21)23)。  
図 1-3-13 埋立地内の水収支モデル  
)( sjjj QII 
)( 'jI
'
jI
'
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図 1-3-14 時間遅れを考慮した水収支モデルによる浸出水量算出フロー 21)を一部修正  
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3.4.3 既往の浸出水量予測手法の評価 
中島らは，しゃ水シートを敷設した処分場における浸出水量実測値に基づき，
浸出水量をタンクモデル法，合理式，時間遅れを考慮した水収支モデルにより浸
出水処理施設の計画流入水量を解析し，比較・検討を行いている 22)。その概要を
以下に示す。 
 
(1)調査対象処分場について  
 本研究で流出解析に適用するフィールドデータは，熊本市のＯ埋立処分場のデ
ータである。Ｏ埋立処分場は，焼却残渣及び不燃物を主体とした管理型のしゃ水
シートを敷設した一般廃棄物最終処分場であり，埋立構造は準好気性埋立構造を
採用している。 
 Ｏ埋立処分場は，1984 年 5 月より埋立開始しており，1989 年 5 月現在，第 3 区
画まで埋立が進行している。基本的には区画埋立を行なっているが，現段階では
埋立完了区画については表流水排除を行なっていないので，浸出水としてみると
すべて埋立中となり，埋立完了区画は存在しないことになる。  
 
(2)計算結果 
 浸出水量を計算した結果，平均浸出水量としては，ほぼタンクモデル法と合理
式が同程度，水収支モデルが多少小さくなっている。最大浸出水量としては，ほ
ぼ合理式が最大，次にタンクモデル法，水収支モデルの順になっている。また，
タンクモデル法，合理式，水収支モデルを比較した結果，タンクモデル法が，他
の２法より浸出水流出過程に適合していることがわかった。また，三法について
予測手法の立場に立った場合には，タンクモデル法の現段階での他の処分場への
適用は難しいが，他の 2 法の適用は予測の精度は別にして可能といえる。  
 
(3)比較・検討 
 実測水量と各手法モデルによる推定水量との検証比較の結果，実測値に最もよ
く適合しているのは，タンクモデル法であり，他の 2 法との差異を見ることがで
きる。 
 次に，実測水量と推定水量の相関は，タンクモデル法（相関係数 0.62～0.86），
水収支モデル（相関係数 0.58～0.83 程度）が最も良く，次いで合理式（相関係数
0.54～0.80 程度）となった。これは，相関係数の差の有無を危険率αを一般的な
5％として検定すれば，タンクモデル法と合理式ではかなりの STEP で差はあるも
のの，タンクモデル法と水収支モデルでは，ほとんどの STEP で差はないとなった
ことによる。 
 以上のことより，埋立区画における実測水量と推定水量を解析した結果，タン
クモデル法が，他の 2 法より浸出水流出過程に適合しているといえる。また，3 法
について予測手法の立場に立った場合，すなわち実測値による検証ではなく実測
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値がない処分場への適用を考えた場合には，タンクモデル法の現段階での適用は
難しいが，他の 2 法の適用は予測の精度は別にして可能といえる 22)。 
 
上記にように，タンクモデル法も時間遅れを考慮した水収支モデル法もこれま
での研究で，かなり良い精度で浸出水の発生について再現できることが，認めら
れている。 
しかしながら，現時点で予測段階での適用は，時間遅れを考慮した水収支モデ
ル法のみが可能である。また，廃棄物の埋立地から発生する浸出水の水量や，水
質を予測することは非常に重要ではあるが，埋立廃棄物の不均一性，自然要因な
どにおける不確定性，起こりうる諸現象の複雑さなどのために現時点ではこれら
の予測手法は確立されていない。  
以上が，我が国における準好気性埋立構造の埋立地から発生する浸出水量に関
する代表的な知見であるが，生ごみの特徴である有機物の分解に伴う水収支は考
慮されておらず，既往の手法だけでは，生ごみ埋め立て主体の最終処分場から発
生する生ごみ由来の浸出水量の定量的な予測は困難な状況にある。  
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４節 論文の構成 
 
4.1 論文の構成 
 本研究は，大型埋立実験槽を用いた既往の実験データを再検討し，生ごみ主体の
準好気性埋立槽から発生する浸出水量の特性について，分析，考察し，生ごみ由
来の浸出水量の予測手法について研究する。まず，生ごみ生物分解や脱水により
浸出水化する量の全体の浸出水量に対する割合等の影響を評価する。生ごみ由来
の浸出水量の影響が無視できないと考えられる場合には，計画・設計段階での生
ごみ由来の浸出水量予測手法が必要となることから，その手法について検討し，
提案する。 
 本検討は，花嶋正孝福岡大学名誉教授の指導の下実施された，新 6 号プラント
等での実験結果を用いて行った。  
 本論文は，研究結果を以下の構成で報告する。  
 
第１章 序論 
第 1 節 研究の背景 
第 2 節 研究の目的 
第 3 節 本研究に関する既往の知見 
第 4 節 論文の構成 
 
第２章 生ごみの生物分解過程から生成する水分量の推定法に関する研究  
第 1 節 大型埋立実験槽における生物分解過程から生成する水分量の推定・評価  
第 2 節 実埋立地における生ごみの生物分解過程からの生成水量の予測手法  
 
第３章 生ごみ由来浸出水の発生量予測手法に関する研究  
第 1 節 生ごみ由来の浸出水量の評価 
第 2 節 生ごみ由来の浸出水の発生メカニズムに関する考察  
第 3 節 準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸出水量予測手法に関する研究  
 
第４章 総括 
第 1 節 本研究の成果 
第 2 節 今後の課題と展望 
 
4.2 論文の内容 
本論文の構成を要約すると以下のとおりである。  
第２章では，生ごみ準好気性埋立地における生物分解過程から生成する水分量
の推定手法に関して研究するため，まず，第１節で新 6 号プラントを用いて行っ
た準好気性埋立槽での生ごみ埋立実験のデータを用いて，生ごみ生物分解由来の
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浸出水量について推定，評価した。生ごみの生物分解に関する既存の知見，埋立
地の諸現象に関する既存の知見，準好気性埋立構造に関する既存の研究成果など
を踏まえて，準好気性埋立の物質移動を考慮することで，新 6 号プラントの各物
質量を解析することができ，生ごみの生物分解過程から生成する水分量を算出し，
その影響を評価した。次に，第 2 節で，新 6 号プラントでの生ごみの生物分解過
程からの生成水量解析結果を踏まえ，生ごみ生物分解過程からの生成水量推定手
法について，IPCC ガイドラインに示されている CH4 発生量推定手法の適用性につ
いて検討した。 
第３章では，準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸出水発生量予測手法に
関して研究するため，まず第 2 節で，新 6 号プラントに関して第２章で検討した
結果を踏まえ，新 6 号プラントにおける生ごみ由来の浸出水発生現象について分
析し，さらに，既往の知見，研究成果を踏まえて，準好気性埋立構造における浸
出水発生メカニズムに関する検討を行った。次に，第 3 節ではこれまでの研究成
果を踏まえ，生ごみ由来の浸出水発生量予測手法について検討を行った。 
第４章では，本論文の総括を述べ，結論とした。  
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第２章 生ごみの生物分解過程から生成する水分量の推定法に関する研究  
 
第1節 大型埋立実験槽における生物分解過程から生成する水分量の推定評価 
 
1.1 はじめに 
廃棄物の最終処分場を適切に計画する上で，浸出水の水量予測は浸出水処理施
設計画にとって必須であるが，生ごみ埋立主体の準好気性埋立構造における浸出
水は，降水に由来する浸出水と，生ごみ由来の浸出水とに区分される。また，生
ごみ由来の浸出水は，生ごみとともに運び込まれる水分と生ごみの生物分解に伴
う生成水とから成る 1)。 
生ごみの直接埋立を行っている開発途上国においては，最終処分場は，高有機
物含有率，高含水率の廃棄物を受け入れていることから，準好気性埋立構造とし
た場合には，嫌気性埋立構造の場合と異なり，生ごみの好気性分解に伴う生成水
の影響等で，生ごみ由来の浸出水量は，降水に由来する浸出水量に比較して無視
できないと考えられる。しかし，これまでの国内外の知見では，準好気性埋立構
造における生ごみ由来の浸出水量に関する定量的な研究例はほとんど見られない。 
福岡大学水理衛生工学実験室ではこれまで，埋立地の現象を解明するため，大
型埋立実験槽（新 6 号プラント）を用いた実験を数多く行い，データの蓄積を行
ってきた。そこで本研究では，1992 年 10 月 23 日に開始した，生ごみを充填した
準好気性埋立構造の大型埋立実験槽での実験データを解析し，生ごみ由来の浸出
水量の定量的評価を試みるため，第一段階として，生ごみ主体の準好気性埋立構
造における生ごみ生物分解過程から生成する水分量の推定を生物分解反応の化学
量論式を用いて評価を行った。  
 
1.2 新 6 号プラントの実験概要 
 
1.2.1 実験方法 2-5) 
 実験装置は図 2-1-1 に示すように，直径 48.5 ㎝，高さ 500 ㎝の塩化ビニル製の
円筒である。充填廃棄物は，表 2-1-1 に示す一般家庭から排出された生ごみであ
る。実験槽は大型の重量計に載せられており，大型重量計は，最大積載重量が 2.0tf
で 0.1kgf 単位で連続的に計量できるものである。埋立構造は，実験槽底部にぐり
石（粒径約 50～80 ㎜）による浸出水集排水層（高さ 37 ㎝）を設けており，さら
に埋立廃棄物層表面には真砂土による覆土（厚さ 9 ㎝）を施した。充填時の廃棄
物層厚は 454 ㎝であった。実験槽の浸出水取水口は物質収支を求めるために，浸
出水量を測定する以外は常時閉じられている。このため，準好気性埋立槽の空気
流入機能を確保するため，実験槽の浸出水集排水管近傍側面部に直径 5 ㎝の通気
孔を設置した。 
実験槽は大型重量計の上に載せて連続的に計量できるため，重量計の変化から
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槽より発散する蒸散量（ガス発生量＋蒸発量）を求めることが可能な実験槽であ
る。また，埋立廃棄物層内部のガス濃度分布を測定するために，実験槽底部より
75cm の位置から 50cm 間隔でガス採取孔を 9 孔設けている。温度測定孔については，
埋立廃棄物層を高さ方向に上層，中層，下層の 3 箇所測定する目的で，槽底部か
らそれぞれ 425cm，325cm，125cm の位置に設置している。しかし，充填 50 日以降
においては，廃棄物の沈下により埋立廃棄物層厚が減少したため，上層部と中層
部の測定位置を，それぞれ 325cm，225cm に変更した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に，表 2-1-1 に埋立実験槽に充填した廃棄物量，含水率，及び充填廃棄物組
成を示す。 
 
（単位 :mm）  
準好気性槽 
5000 
栗石 
370 
 通気孔 
浸出水  
水位 
重量計  
485 
ガス採取孔  
重 量
計 
通気孔  
  
浸出水  
集排水層  
廃棄物  
栗石 
浸出水  
嫌気性槽 
φ 
図 2-1-1 大型埋立実験槽  
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表 2-1-1 充填条件 
準好気性埋立槽概要   充填廃棄物組成（ dry-base％）  
充填年月日  1992 年 10 月  厨芥類  27.8（81.8）  
 充填廃棄物湿潤重量 (kg) 582.0 紙類  44.8（87.5）  
充填廃棄物乾燥重量 (kg) 203.9 プラスチック類  14.1 
含水率 (％ ) 65.0 草木類  2.4（87.6）  
充填密度 (t/ｍ 3) 0.699 不燃物  4.8 
易分解性有機物量＊（kg） 46.3 その他  6.1 
有機物量＊＊（kg）  139.6  （）内は強熱減量  
＊易分解性有機物量は厨芥の強熱減量を用いて算出  
＊＊有機物量は厨芥，紙，草木，その他の強熱減量を用いて算出       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    
写真 2-1-1 新６号プラントの外観  
 
実験槽は屋内に設置してあるために，降雨を人工散水とし，水道水を原則とし
て福岡市の前年度における各月毎の降雨強度に基づいて算出し，ほぼ 1 週間に 1
回の割合で定期的に散水を行っていた。散水量は充填後約 6 ヶ月目までは約 10L
前後／回であった。しかし，これを降雨強度に換算すると非常に大きくなること
が分かり，7 ヶ月目以降は散水量を 3L 前後／回で行っていた。さらに，散水量の
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多い月では散水間隔が短くなることで，蒸発量やガス発生量の測定に大きな支障
を与えることから，11 ヶ月目以降においては，散水を 1 回／1 週間と定期的に行
うこととし，その量を，月別散水量を週の数で割った値としている。  
本実験では外気温の影響を直接受け，冬場においては生物の生育温度下限値で
ある 15℃を大きく下回り，微生物活性の低下が生じることが懸念された。実際の
埋立地においては，直接外気と接する地表面を除いて 15℃を下回ることはない。
このため外気温が 20℃以下にならないように，室内に温度コントロール装置（ﾋｰ
ﾀｰ）を稼動させて温度制御を行った。  
 
1.2.2 実験項目及び測定方法 
(1)浸出水の測定項目及び測定方法 
実験槽取水口から採取した浸出水について，水質分析を行った。採水については
ガス発生量の測定間隔に合わせ，2 週間に 1 度の頻度で行った。表 2-1-2 に測定項
目及び測定方法について示す。NH4+-N，NO3--N，NO2--N,ER（蒸発残留物），IL（強熱
減量），T-N については原液を 0.45μm メンブレンフィルターで吸引ろ過したろ過
液について分析を行った。  
 
(2)発生ガスの測定項目及び測定方法 
本埋立実験槽は準好気性埋立槽であるが，空気孔からの空気の侵入の効果を確
認するために，槽底部通気孔（φ5 ㎝）にコルクで栓をし，充填（1992.10.23.）
後 15 日間は嫌気性条件下とした。このため，水質及びガス濃度の分析は 15 日目
以降に開始した。 
実験槽は，準好気性埋立構造として上部及び下部を開放しているため，ガスの
測定ができない。そこで，発生ガスの測定時に開放部を閉じ，槽空間部の気体を
ポンプによってガス吸収部に吸引する方法（循環吸引法）で行った。  
本実験では，当初，槽底部通気孔が常時開放状態で，ここからの発生ガスの測
定を行っていなかった。しかし，その他の測定結果から，実験槽外から空気が浸
入すると同時に，埋立層からのガスの発散が埋立槽上部同様に，底部においても
生じていることが考えられた。そこで，230 日目以降槽底部通気孔からのガス発生
量を測定した結果，底部からの発生量は槽上部の約 4～5 倍の量であり，槽底部か
らの発生量が非常に大きいことが明らかになった。  
この槽底部からのガス発生量を考慮するために，230 日目以前の発生量について
は，常時槽上部からの発生量と底部からの発生量が一定傾向の比によって発生し
ていると仮定して，その比を用いて底部からの発生量を推計し，槽上部からのガ
ス発生量に加算した。230 日までの一定の比は，230 日目以降の測定データの時系
列的な傾向から外挿して推定を行った。 
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表 2-1-2 実験項目及び測定方法  
項  目  分析方法  
 
 
 
 
 
 
浸出水  
 
 
 
 
pH 
BOD 
CODMn  
CODCｒ  
TOC 
IC 
T-N 
NH4+-N 
NO2 --N 
NO3 --N 
ER 
IL 
SS 
浸出水量  
ガラス電極法  
ウィンクラー・アジ化ナトリウム法  
100℃酸性過マンガン酸カリウム法  
重クロム酸カリウム法  
燃焼 -赤外線分析法  
燃焼 -赤外線分析法  
接触熱分解 -化学発光法  
蒸留滴定法  
ジアゾ化法  
銅 -カドミ還元 -ジアゾ化法  
沸騰水浴上で蒸留乾固  
600℃，2 時間電気炉にて強熱・灰化  
孔径 0.45μm のろ紙にてろ過  
毎日測定  
槽 内 ガ ス
及び  
発生ガス  
O2 濃度  
N2 濃度  
CO2 濃度  
CH4 濃度  
蒸発量  
CO2 発生量  
CH4 発生量  
ガスクロマトグラフ（TCD 検出）  
ガスクロマトグラフ（TCD 検出）  
ガスクロマトグラフ（TCD 検出）  
ガスクロマトグラフ（TCD 検出）  
循環吸引法（図 2-1-2 参照）  
循環吸引法（図 2-1-2 参照）及びガスフラックス測定法  
CO2 量より濃度比換算にて求める  
 
 
廃棄物  
含水率  
ごみ組成  
IL 
C 含有量  
N 含有量  
80℃，4～5 日間乾燥  
厨芥，紙，プラスチック，草木，ガラス，金属，雑物の 6 成分  
600℃，2hr 電気炉にて強熱灰化  
燃焼－還元－TCD 法  
燃焼－還元－TCD 法  
その他  
槽内温度  
沈下量  
槽重量  
注水量  
1 週間に 1 回  
1 週間に 2 回  
毎日測定  
（1.2.1 参照）  
 
1.2.3 吸引循環法の概要 
吸引循環法は図 2-1-2 に示すように実験槽上部に蓋をかぶせ，沈下によって生
じた空間部の水蒸気（H2O）及び発生ガス中の二酸化炭素（CO2）を，それぞれ過塩
素酸マグネシウム及びアスカライトに吸収させてその吸収量を求める方法である
が，薬剤への吸収効率を良くするため，一過性の吸引ではなく，循環操作を組み
入れた吸引法の改変法（表 2-1-3 参照）である。ただしこの方法の場合，メタン
ガス（CH4）の直接測定ができないため，CH4 については槽上部空間部のガス組成を
調べることにより，その濃度比（体積比）によって間接的に求めることにした。
底部通気孔においてもゴム栓で密閉して，上部と同様の方法を用いて測定を行っ
た。 
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図 2-1-2 CO2 発生量及び水蒸気発生量測定装置  
 
写真 2-1-2 吸引循環法での測定状況  
 
本実験方法の問題点として，発生ガスや蒸発量は気圧の影響を受け易く，吸引
によってガス発生空間の気圧変化が生じた場合，ガス移動に大きな影響を及ぼす
ことが考えられる。また薬剤への吸収効率を良くするために循環操作を組み入れ
ていることから，最適な循環回数，すなわち吸引時間も考慮することが重要であ
る。さらに，廃棄物層の沈下によって測定空間内の容量が常に増加していること
から，空間容量の大きさに応じてポンプ容量や吸引時間を変える必要がある。  
以上のことを踏まえ，適正な測定について別途検討を行って，空間容量に見合
った吸引ポンプ容量と吸引時間の条件を設定した 4)。 
一方，経時的には，廃棄物層の沈下に伴い空間容量が増加した 300 日目を境に，
ポンプ容量を 10L／min から 13L／min に変更したところ，300 日目以降において
実験槽 
充填廃棄物 
ガス流量計 
水分吸収剤 CO2 吸収剤  
(過塩素酸マグネシウム)  (アスカライト) 
ポンプ  
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CO2 量及び水蒸気量とも高くなる傾向を示し，ポンプ容量を大きくしたことにより，
蒸散量が過大に評価された。そこで，このような誤差が生じた原因を明らかにす
るために，ポンプ容量を変えて吸引を行った場合における吸収薬剤への吸収量の
時間変化を調べたところ，水蒸気量は CO2 量と異なり，ポンプ容量に比例して吸収
量が大きくなることが認められた。また，ポンプ容量を 6.5L／min で 2 時間吸引
した場合と，ポンプ容量を 13L／min で１時間吸引した場合における蒸散量を比較
したが，重量計で求めた値との差が少ないのは 6.5L／min で 2 時間吸引した方で
あった。これらのことから判断して，CO2 量はポンプ容量が空間容量の 1／4 以下
であれば吸引による影響は軽減されるが，水蒸気量はポンプ容量の大きさに比例
して吸収量が増加し，過剰に吸引されることが考えられた。  
 
表 2-1-3 吸引循環法手順 
【吸引循環法】 
〈実験槽上部〉 
①  過塩素酸マグネシウム（2 本），アスカライト（1 本）を詰めた吸収管の重量をそれ
ぞれ計る。  
②  実験槽を蓋で密閉する。  
③  蓋と流量計の間に過塩素酸マグネシウムとアスカライトを直列につなぐ。  
（注）アスカライトは，CO2 だけでなく H2O も吸収するので，必ず H2O 吸収剤であ
る過塩素酸マグネシウムを前にしてつなぐ。  
④  ポンプのスイッチを入れ，流量計を 6.5L/min に合わせる。  
⑤  ２時間後，スイッチを止め過塩素酸マグネシウム，アスカライトの重量をそれぞれ
計る。  
〈準好気性埋立槽底部〉 
①  過塩素酸マグネシウム（2 本），アスカライト（1 本）を詰めた吸収管の重量をそれ
ぞれ計る。  
②   通気孔をゴム栓で密閉する。  
③  ゴム栓と流量計の間に過塩素酸マグネシウムとアスカライトを直列につなぐ。  
（注）アスカライトは，CO2 だけでなく H2O も吸収するので，必ず H2O 吸収剤であ
る過塩素酸マグネシウムを前にしてつなぐ。  
④  ポンプのスイッチを入れ，流量計を 1.5L/min に合わせる。  
⑤  1 時間後，スイッチを止め過塩素酸マグネシウム，アスカライトの重量をそれぞれ
計る。  
算出方法 
〈実験槽上部〉 
CO2 量 (g/day)＝（As 吸収後－As 吸収前）×12 
H2O 量 (g/day)＝（Mg 吸収後－Mg 吸収前）×12 
〈準好気性埋立槽底部〉 
CO2 量 (g/day)＝（As 吸収後－As 吸収前）×24 
H2O 量 (g/day)＝（Mg 吸収後－Mg 吸収前）×24 
 
以上の結果から，実験開始 300 日までは吸引時間を１時間とし，ポンプ容量を
空間容量の増加に応じて調整する方法により測定を行った。一方，300 日目以降は
吸引時間を 2 時間と長くした分，ポンプ容量を小さくして，吸引による水蒸気量
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の影響が軽減できる方法に変更して，測定を行った。  
浸出水量，ライシメーター内部のガス濃度，ライシメーター重量は定期的に計
測した。ライシメーターの水収支に関連する浸出水中の IC（Inorganic Carbon）
の量，TN，NH4＋，NO2－と NO3－は同様に測定された。  
 
1.2.4 測定日及び測定間隔について 
 吸引循環法の測定頻度は 2 週間に 1 回としているが，測定日によって測定値に大
きな誤差を生ずる可能性がある。これら測定値に影響を及ぼすものとしては，気
温と気圧といった気象条件が考えられるが，さらに本実験では人工散水を行って
いることから，散水による影響も無視できないことが予想される。そこで，気温
や気圧及び散水条件が，ガス発生量や水蒸気量に与える影響を調べるとともに，
これらの影響を最小限にする測定日及び測定間隔について検討を行った。  
 まず，気温による影響について検討を行う。気温は季節変動によって上下を繰
り返すため，ガス発生量や水蒸気量は季節変動を繰り返すことは周知のことであ
る。しかし，本実験ではこれまで 2 週間に 1 回と，比較的短い間隔で測定を行っ
ているため，このような季節変動による気温の影響は考慮に入れなくても良いと
考えられる。しかし，ガスの発生は 24 時間生じているため，日中と夜間という気
温変動によってもガスの発生量は変動することが予想される。そこで吸引循環法
による測定を行う上で，最適な測定時間を設定するために，24 時間におけるガス
発生量の変動をチャンバー法によって調べた。その結果，気温が低い午前 4 時～7
時にかけてガスの発生は少なく，気温が上昇する日中において比較的多くなって
いることが窺えた。このことから判断すると，午前 4～7 時の測定ではガスの発生
量を過少評価する恐れがあり，この時間帯における測定はできるだけ避けた方が
良いものと考えられる。本実験ではこれまで午後 1～5 時までの間に測定を行って
いるが，24 時間のガス発生量の変動を考慮しても，精度面で午後 1～5 時における
測定時間帯で，特に支障ないものと考えられた。  
 次に，気圧による影響について検討を行った。  
 細見らは，地上気圧の低下に伴いガス発生量は増加し，地上気圧が上昇すると
ガス発生量が減少するというパターンが実際の埋立地において生じることを明ら
かにしている。この現象は理論的にも成り立つことから，本実験においても気圧
変動とガス発生量との関係を調べる必要がある。そこで，吸引循環法による測定
を約 2 週間連続で行い，気圧変動との関係について検討した。その結果，気圧は 2
週間で 1,010～1,030hPa を上下し，ガス発生量も槽上部では 10～60g/day，槽底部
では，80～180g/day と大きく変動した。そこで気圧の変動とガス発生量の間には，
細見らの言う関係が認められか否かを調べるために，両者の相関を取った。しか
し，本実験結果では明瞭な相関は認められず，気圧の変動が比較的大きいと思わ
れる 8 日目～12 日目の間においては，気圧の低下に伴い CO2 量が増加するといっ
た現象も見られるが，同時に気温の上昇も見られており，ガス発生量が気圧変動
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のみに左右されたか否かを判定することは難しいと思われた。この結果から，ガ
ス発生量の変動は，各気象要因が単独ではなく，複合的に影響していることが考
えられた。 
 続いて，蒸散量の散水による影響の検討を行った。実験期間中では 2 回の散水
を行っており，ガス発生量や水蒸気量は散水による影響を受けていることも予想
される。定常状態における水蒸気量の経時変化を調べた結果，水蒸気量は散水直
後が最も多く，時間の経過に伴って徐々に減少し，散水後 3～4 日目頃から比較的
定常状態となる傾向を示している。この傾向はまた本実験結果においても見られ，
水蒸気量は散水直後が比較的多く，次第に減少していく傾向を示している。この
ことから，蒸散量は気温や気圧などの気象条件に加え，散水による影響も受けて
いることが考えられた。  
 以上のことより，本実験における蒸散量の測定においては，特に大きな気象変
動がない限り，2 週間に 1 回の頻度で行うことで精度の面からも大きな支障はない
ものと考えられる。また散水後 3～4 日目に測定を行うことが，蒸散量の測定のう
ち，特に水蒸気量を測定する場合において影響を軽減できることが考えられた。  
この吸引循環法がもつ諸問題を解明し，埋立実験槽からのガス発生量を精度高
く測定する方法について検討を行った。主な結果を以下に示す。  
①  廃棄物層内のガスを撹乱せずに，空間部内におけるガスを吸引するための吸引
ポンプ容量は空間容量の 1／4 以下にする必要がある。  
②  吸引時間は薬剤への吸引効率を考慮すると，空間容量と吸引ポンプ容量から求
められる理論吸引時間の 3～4 倍の時間が必要である。  
③ 本実験の特徴として，廃棄物層の沈下により常に測定空間の容量が増加するた
め，経時的には空間容量に見合った吸引ポンプ容量と吸引時間を設定する必要
がある。しかし，吸引ポンプ容量を大きくすると，それに比例して水蒸気量が
過剰に吸収されることから，吸引時間を一定にして吸引ポンプ容量のみを空間
容量の増加に応じて大きくする測定方法よりも，吸引時間を長くし，時間をか
けてゆっくり吸引する方が，測定に及ぼす影響が軽減できる。  
④ 本実験結果では，細見らの知見のように，ガス発生量が気圧変動によって左右
されるような現象は見受けられず，ガス発生量は種々の気象要因が単独ではな
く複合的に影響している。  
⑤ 蒸散量の測定は気温や気圧による気象条件に加え，散水による影響も大きい。 
⑥ 特に大きな気象変動が起こらない限りは，現在設定している条件の 2 週間に 1
回の頻度で測定を行うことで，精度の面からも大きな支障はないものと考えら
れる。また，散水後 3～4 日目に測定を行うことによって，水蒸気量の日変動の
影響を軽減できる。 
 
上述したように，ガス化量は，吸引循環法で測定しており，その計測法が十分
確立されていない不安定なものであるため，精度管理のための検討を行った。そ
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の結果，ガス化量については，一応，浸出水量の発生に関する考察にあたって量
的に支障のない精度の中にあると考えられる。  
 
 
 
図 2-1-3 高さ方向のガス濃度分布  
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また，準好気性埋立構造の場合，実験槽の底部側面に通気孔を有しており，外
気の自由な流入があるため，一般的には埋立層の物質収支を定量的に把握するこ
とは困難であるが，本実験の場合は，実験槽に立渠がないことから，底部通気孔
において解析対象期間には槽内から槽外へガスの流出が継続していたこと，また，
図 2-1-3 から分るように解析対象期間には槽内の CO2 濃度が大気中の CO2 濃度より
も高い状態が続いていたことから，本研究では，移流，拡散による槽内への CO2
の流入が無視できるとした。  
 
1.3 解析方法 
 
1.3.1 埋立層における有機性廃棄物の生物分解過程  
実験槽内は，固相，液相，気相の三相から成っている 6)。埋立当初には，固相は
充填廃棄物，液相は初期含水（保有水），気相は大気成分と同様の気体及び水蒸気
である。その後時間の経過とともに，固相の充填廃棄物の内，易分解性有機物が
分解を開始する。準好気性埋立構造の場合は，埋立廃棄物層内部で，嫌気性分解
と好気性分解が共存している 1)7)8)9)。 
生ごみ埋立地の嫌気性分解については，数多くの研究例があり，分解は時間を
経るにしたがって，分解メカニズムが変化することが知られているが， 1mol の分
解性有機廃棄物の化学式が CaHbOcNd と表現できる場合，α mol の分解性有機廃棄
物が嫌気性生物分解で完全に安定化されると仮定すると，相当する式は以下のよ
うに表わせる 10)。  
αCaHbOcNd  +αm1H2O→αm2CH4+αm3CO2+αm4NH3                 (2.1.1) 
ここで,式(2.1.1)において, 
4
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8
324
3
dcba
m

 , dm 4  
同様に，もし βmol の分解性有機廃棄物の完全な転換が好気性生物分解期間に
完全に達成されるとすると，相当する式は以下のように表わせる 10)。 
βCaHbOcNd  +βn1O2→βn2CO2+βn3H2O+βn4NH3                    (2.1.2)    
ここで，式(2.1.2)において,  
4
324
1
dcba
n

 , an 2 , 
2
3
3
db
n

 , dn 4  
ただし，分解性有機廃棄物中の硫黄 S の量は，表 2-1-4 から炭素 C，水素 H，酸
素 O 及び窒素 N に比べ著しく少ないこと，また，水分量に寄与すると考えられる
 - 62 - 
水素 H に比較して最大 1/16 と著しく少ないことから，本研究の検討においては無
視して考える。なお，化学量論式は化学反応の量的関係を示したもので，反応に
関与した量は比例関係が成立する。よって，式 (2.1.1)及び(2.1.2)はモル単位の
化学量論式であると同時に当該反応に係る質量関係を示している。ただし，ここ
での有機物質の化学式は，有機物質を総括的に表現しており，具体的な物質を表
現していないことから，この論文では化学量論式の質量の関係性を用いて論を展
開している。  
 
さらに好気性条件下では多くの場合，アンモニウム性窒素（NH4＋-N）は，溶存酸
素が存在すれば，直ちに NO3－-N に酸化される。この過程を硝化過程と呼び，次の
独立した 2 つの反応がある 11)。 
 
  HOHNOONH 25.1 2224                   (2.1.3) 
  322 5.0 NOONO                       (2.1.4) 
一方，無酸素条件下で，NO3－-N や NO2－-N から N2O やＮ 2 への還元が起こる。 
これらの反応は，一括して脱窒と呼ばれる。  
 
OHOHNHNO 222 2262 

                (2.1.5) 
OHOHNHNO 223 42102 
                 (2.1.6) 
式(2.1.1)，式(2.1.2)に示すような分解で埋立廃棄物層内で生成した NH3 は，式
(2.1.3)～(2.1.6)で示す過程を経て，N2，NH3 の一部がガスとして大気中へ放出さ
れる外は，NH4＋，NO2－，NO3－として浸出水中に溶解して系外へ放出される。  
ここで，準好気性埋立構造の埋立廃棄物層における NH3 の硝化，脱窒現象の発生
状況について検討する。準好気性埋立構造では，一般的には，図 2-1-4 に示すよ
うに，埋立層の表層部と浸出水集排水管の周囲の底部が好気的な領域となり，そ
れらに挟まれる中間層が嫌気的な領域となる。しかし，埋立層厚が浅い場合や，
埋立廃棄物の通気性が良い場合には，明確な嫌気性領域は存在しない場合も有り
える。一方，それと反対に，埋立層厚が深い場合や，埋立廃棄物の通気性が悪い
場合は，嫌気性領域は，広がることになる。  
しかし，式(2.1.3),(2.1.4)で発生する NO2－や NO3－は浸出水中に溶けて流出する
が，浸出水中の T-N の構成は，埋立地の構造，廃棄物の質，埋立時の締め固めの
程度などにより，埋立地ごとに異なっており， NH4＋-N の形態でも流出するのが一
般的であり，埋立層内では，式 (2.1.3)～(2.1.6)で示すような NH3 の硝化及び脱窒
反応は，完全には生じていない。  
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式(2.1.3)～(2.1.6)の過程からも水 H2O が発生するが，NH3 は直接気体として大
気に飛散したり，浸出水に伴って流出すること，また，炭素の酸化に伴い発生す
る水 H2O の量に比較すると少ないことから，無視できると考えられる 9)。  
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                  浸出水 N（NH4+，NO2－，NO3－）  
図 2-1-4 準好気性埋立地内での窒素の動態概念図 
 
 
1.3.2 分解性有機物質の化学量論式の検討  
(1)廃棄物の元素組成  
  生物分解性廃棄物（有機性廃棄物）の化学式を化学量論的に表現する（化学量
論的化学式）ためには，廃棄物の元素組成が必要である。また，生ごみから発生
する浸出水量の予測を考慮するとき，日単位で全体の浸出水量への割合を評価す
ることが必要である。一般的には，有機性廃棄物の分類として，易分解性廃棄物
（厨芥類，紙類，剪定廃棄物類）と難分解性廃棄物とに分類されるが 10)，これま
での知見から，難分解性廃棄物は長期間に徐々に分解することから，分解に伴う
浸出水量への寄与は無視できると考えられる。  
易分解性廃棄物の元素組成に関しては，表 2-1-4 に示すようなデータがある。  
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表 2-1-4 生ごみ中の易分解性有機物の元素組成データ例   
データ例  ごみ成分  
重量比（乾燥重量ベース）  
炭素 C 水素 H 酸素 O 窒素 N 硫黄 S 灰分等  
Ⅰ  
厨芥類  48.0 6.4 37.6 2.6 0.4 5.0 
紙類 43.5 6.0 44.0 0.3 0.2 6.0 
草木類  47.8 6.0 38.0 3.4 0.3 4.5 
Ⅱ  
厨芥類  43.95 6.07 32.42 2.62 0.05 14.89 
紙類 43.12 6.20 41.54 0.34 0.04 8.76 
草木類  48.08 6.14 41.59 0.53 0.02 3.64 
※Ⅰ： Integrated Solid Waste Management Engineer ing Principles and Management Issues,  
McGraw-Hill,  Inc.(1993)10)の p.81，Table 4-4 
Ⅱ：1977 年度から 1986 年度の間の横浜市混合ごみの平均値 12) 
 
(2)易分解性廃棄物組成ごとの化学量論式  
表 2-1-4 の元素組成データを用いて以下のように計算すると，易分解性廃棄物
組成区分ごとの化学量論式は表 2-1-5 のようになる。ただし，有機性廃棄物の化
学量論式は硫黄 S を 1 として計算し，かつ，分解式については硫黄 S を無視する。  
 
(a)好気性分解：McGRAW-HILL10)の場合 
 
①厨芥類：C320H512O188N14 .86+324.86O2→320CO2＋233.71H2O＋14.86NH3  (2.1.7) 
 
②紙類：C580H960O440N3.43+597.43O2→580CO2＋474.86H2O＋3.43NH3 (2.1.8)  
                                                            
③  剪定廃棄物：C424.89H640O253.33N25 .90+438.8O2→424.89CO2＋281.15H2O＋25.90NH3                             
(2.1.9) 
(b)嫌気性分解：McGRAW-HILL10)の場合 
 
①  厨芥類：C320H512O188N14.86+109.15H2O→171.43CH4+148.57CO2+14.86NH3 (2.1.10) 
 
②  紙類：C580H960O440N3.43+122.57H2O→298.71CH4+281.29CO2+3.43NH3   (2.1.11) 
 
③  剪定廃棄物：C424.89H640O253.33N25 .90+157.65H2O→  
219.4CH4+205.49CO2+25.90NH3   (2.1.12) 
 
(c)好気性分解：横浜市混合ごみの場合 12) 
 
①  厨芥類：C2344H3885O1297N120+2577O2→2344CO2+1763H2O+120NH3      (2.1.13) 
 
②  紙類：C2875H4960O2077N1 9+3062O2→2875CO2+2451H2O+19NH3           (2.1.14) 
 
③  剪定廃棄物：C6411H9824O4 159N6 1+6742O2→6411CO2+4821H2O+61NH3      (2.1.15) 
 
(d)嫌気性分解：横浜市混合ごみの場合 12) 
 
①  厨芥類：C2344H3885O1297N120+814H2O→1288CH4+1056CO2+120NH3       (2.1.16) 
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②  紙類：C2875H4960O2077N1 9+611H2O→1531CH4+1344CO2+19NH3           (2.1.17) 
 
③  剪定廃棄物：C6411H9824O4159N61+1921H2O→3371CH4+3040CO2+61NH3    (2.1.18) 
 
表 2-1-5 易分解性廃棄物物理組成別化学量論式  
物理組成区分  化学成分根拠  
化学量論式Ｃ aＨ bＯ cＮ d 
a b c d 
厨芥類  
McGRAW-HILL 320 512 188 14.86 
横浜市混合ごみ  2344 3885 1297 120 
紙類  
McGRAW-HILL 580 960 440 3.43 
横浜市混合ごみ  2874.67 4960 2077 19.43 
剪定廃棄物類  
McGRAW-HILL 424.89 640 253.33 25.90 
横浜市混合ごみ  6410.67 9824 4159 60.57 
 
以上の検討から，易分解性廃棄物（厨芥類，紙類，剪定廃棄物）の化学量論式
は C,H,O の割合がほぼ類似したものであると言えること，また，7 号プラントにお
ける充填廃棄物の組成別の経時的分解特性を調査した結果，埋立初期には厨芥類
が最も生物分解を受け易いことが判明している７ )。さらに，紙類，剪定廃棄物類は，
セルロース，リグニンが主成分であり，厨芥類に比較して分解が遅いと考えられ
ることから，厨芥類を主な易分解性廃棄物と考え，生物分解生成水量を推定した。        
実験には充填廃棄物として福岡市の生ごみを用いたが，その元素組成は当時分
析できなかったため，同等のごみ質と考えられる，横浜市で 1977 年度から 1986
年度の間に厨芥類を分析し得られた値（表 2-1-4）の平均値を，充填した有機性廃
棄物の元素組成として用いた。ただし，充填した有機性廃棄物の化学量論式とし
て適用した厨芥類の化学量論式の計算に当たっては，窒素の分解による影響をよ
り詳細に検討できるよう，硫黄元素 S の量を 1 として計算を行った。  
 
表 2-1-6 厨芥類の化学量論式  
化学成分根拠  
化学量論式 CaHbOcNd  
a b c d 
横浜市混合ごみ  2344 3885 1297 120 
 
したがって，横浜市混合ごみのデータを用いた以下に示す厨芥類の化学量論式
を，易分解性廃棄物の化学量論式として，実験結果の考察に用いた。式 (2.1.1)，
式(2.1.2)で整理すると，埋立地内での易分解性廃棄物の分解は，以下のように表
現できる。 
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[嫌気性分解 ] 
C2344H3885O1297N120+814H2O→1288CH4+1056CO2＋120NH3         (2.1.19) 
[好気性分解 ] 
C2344H3885O1297N120+2577O2→2344CO2＋1763H2O+120NH3          (2.1.20) 
1.3.3 準好気性埋立における物質収支  
(1) 実験槽の物質収支  
準好気性埋立構造の実験槽における埋立廃棄物層の三相（固相，液相，気相）
中の固形分及び水分の移動は，図 2-1-5 に示すように考えることができる 9)。 
さらに，図 2-1-5 より，固体及び水分のそれぞれの物質収支は以下のように考
えることができる。 
(2) 固体の物質収支  
埋立廃棄物層中の固体の量の変化は，有機性廃棄物の分解と固形分が浸出水と
ともに流出することで生じると考えられる。αCaHbOcNd 及び βCaHbOcNd をそれぞれ，
有機性廃棄物の嫌気性分解量及び好気性分解量とし，固形分の流出量は浸出水の
SS量で把握できることから，埋立廃棄物層中の固形分の物質収支は図 2-1-5から，
下記のように表現できる。  
Sd T−Sd O=(αm1−βn3)H2O+βn1O2−αm2CH4−(αm3+βn2)CO2  
−(αm4+βn4)NH3−C f ,T   (2.1.21)                    
Sd T−Sd O＝αCaHbOcNd+βCaHbOcNd                               (2.1.22) 
ただし，Sd T：T 時間後のごみ乾燥重量，Sd O：初期のごみ乾燥重量，C f ,T：T 時間後
の流出 SS 累計量  
 
また，以上のことから αｍ 2CH4 が実測されるとき，各量は以下のように計算される。 
αm1H2O の推定量=αm2CH4 の実測量×(αm1×18)/( αm2×16)       (2.1.23) 
αm3CO2 の推定量=αm2CH4 の実測量×(αm3×44)/( αm2×16)       (2.1.24) 
αm4NH3 の推定量=αm2CH4 の実測量×(αm4×17)/( αm2×16)       (2.1.25) 
さらに，CO2 の総発生量が，実測されていれば， βｎ 2CO2 は，   
βｎ 2CO2 の推定量＝CO2 の総発生量－ αｍ 3CO2 の推定量－底部流入 CO2 の推定量 
(2.1.26) 
で求まることから，  
 - 67 - 
βn1O2 の推定量=βn2CO2 の推定量×(βn1×32)/(βn2×44)          (2.1.27) 
βn3 H2O の推定量=βn2CO2 の推定量×(βn3×18)/( βn2×44)       (2.1.28) 
βn4 NH3 の推定量=βn2CO2 の推定量×(βn4×17)/( βn2×44)        (2.1.29) 
 
以上のように，固体の経時変化は，推定が可能となる。  
 
図 2-1-5 生ごみ生物分解に注目した準好気性埋立実験槽の物質移動概念図  
 
(3) 液相の物質収支  
水分の物質収支は，図 2-1-5 より，以下の式で表現できる。  
WmT−WmO=Wi ,T+(βn3−αm1) H2O−Wf ,T−We,T                      (2.1.30) 
ここで，WmT：T 時間後の槽内水分量，WmO：初期の槽内水分量，W i ,T：T 時間後の
降水量の累計，W f ,T：T 時間後の浸出水量の累計，We,T：T 時間後の蒸発量の累計  
 
ただし，槽内の水分中に溶解して移動する NH3，CO2 は他に比べてきわめて少な
いと考えられるので無視する。  
T 時間後の埋立廃棄物総重量 ST（=Sd T＋WmT）が実測されれば，式 (2.1.21)から，
(浸出水取水口 ) 
 
凡例  
  :物質移動  
方向 
(通気孔 ) 
CH4 ,CO2,H2O,NH3 ,N2,O2  H2O(降水 )：W i ,T  
液相  気相  固相  
嫌気性  
生物分解域  
 biodegradation 
好気性  
生物分解域  
N2,O2,CO2,
H2O 
     H2O(蒸発 )：We,T  
 
CaHbOcNd 
(生物分解性廃棄物）
＋その他の廃棄物  
 
H2O 
(保有水 ) 
H2O 
NH3･CO2  
H2O 
CO2  
NH3  
CO2・NH3 
  O2  
CH4  
CO2  
NH3  
(実験槽上部 ) 
(実験槽底部 ) 
 
CO2 ,NH3(溶存 ) 
H2O(浸出水 )：W f ,T  
SS：Cf ,T 
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Sd T は推定可能であることから，WmT は推定可能である。  
よって，式 (2.1.30)から，蒸発量（We,t）が，推定可能となる。つまり，水分の経
時変化は推定可能となる。  
(4) 物質間の化学量論的関係  
本実験槽中の易分解性有機物質を厨芥類と仮定した場合，式 (2.1.19)の化学量論
式及び式 (2.1.23)， (2.1.24)， (2.1.25)から，αｍ 2CH4 が実測されるとき，各量は以
下のように計算される。  
αｍ 1H2O の推定量＝αｍ 2CH4 の実測量×（αｍ 1×18） / (αｍ 2×16) 
         ＝αｍ 2CH4 の実測量×（814×18） / (1288×16) 
         ＝αｍ 2CH4 の実測量×0.711           (2.1.31) 
αｍ 3CO2 の推定量＝αｍ 2CH4 の実測量×（αｍ 3×44） / (αｍ 2×16) 
                ＝αｍ 2CH4 の実測量×（1056×44） / (1288×16) 
         ＝αｍ 2CH4 の実測量×2.255           (2.1.32) 
αｍ 4ＮＨ 3 の推定量＝αｍ 2CH4 の実測量×（αｍ 4×17） / (αｍ 2×16) 
＝αｍ 2CH4 の実測量×（120×17） / (1288×16) 
                 ＝αｍ 2CH4 の実測量×0.099           (2.1.33) 
さらに，CO2 の総発生量が，実測されていれば， βｎ 2CO2 は，  
βｎ 2CO2 の推定量＝CO2 の総発生量－αｍ 3CO2 の推定量－底部流入 CO2 の推定量  
      (2.1.34) 
で求まることから，式 (2.1.20)及び式 (2.1.27)， (2.1.28)， (2.1.29)から，  
βｎ 1O2 の推定量＝βｎ 2CO2 の推定量×（βｎ 1×32） / (βｎ 2×44)  
＝βｎ 2CO2 の推定量×（2577×32） / (2344×44)  
＝βｎ 2CO2 の推定量×0.800            (2.1.35) 
βｎ 3 H2O の推定量＝βｎ 2CO2 の推定量×（βｎ 3×18） / (βｎ 2×44) 
＝βｎ 2CO2 の推定量×（1763×18） / (2344×44) 
＝βｎ 2CO2 の推定量×0.308          (2.1.36) 
βｎ 4  NH3 の推定量＝βｎ 2CO2 の推定量×（βｎ 4×17） / (βｎ 2×44) 
＝βｎ 2CO2 の推定量×（120×17） / (2344×44) 
＝βｎ 2CO2 の推定量×0.020           (2.1.37) 
槽重量変化を⊿ST とすると，式 (2.1.21)及び式 (2.1.30)の関係から埋め立てられた廃
棄物重量の変化⊿ST は，以下のように計算される。  
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⊿ST=(Sd T−Sd O)＋ (WmT−WmO )                                       (2.1.38) 
⊿ST＝ (αｍ 1－βｎ 3)H2O＋βｎ 1O2－αｍ 2CH4－ (αｍ 3＋βｎ 2)CO2－ (αｍ 4＋  
βｎ 4)NH3－Ｃ f ,T＋W i ,T+(βｎ 3－αm1) H2O－Wf ,T－We ,T           (2.1.39) 
⊿ST=W i ,T−Wf ,T−We,T−C f ,T−αm2CH4−αm3CO2  
−αm4NH3−βn2CO2＋βn1O2−βn4NH3    (2.1.40) 
式 (2.1.32)，式 (2.1.33)，式 (2.1.35)，式 (2.1.37)から，  
⊿ST＝W i , T－Wf ,T－We ,T－C f ,T－αｍ 2CH4×（１＋2.255＋0.099）－βｎ 2CO2× 
（１－0.800+0.020）(2.1.41) 
よって，  
βn2CO2=( Wi ,T−W f ,T−We,T−C f ,T−αm2CH4×3.354−⊿ST) / 0.22           (2.1.42) 
となり，それぞれに実測値を代入すると好気 CO2 累計が求まる。この求まった好
気 CO2 累計値が式（2.1.34）で求まる値と等しければ固体の経時変化が推定できた
と考えられ，固体の経時変化は推定が可能となる。  
逆に βn2CO2 量が求められれば，蒸発量 We ,T は，式 (2.1.42)から推定される。  
We,T=Wi ,T−W f ,T−C f ,T−αm2CH4×3.354−⊿ST−βn2CO2×0.22          (2.1.43)  
本研究では，蒸発量 We,T は，実測値を用いず，式（2.1.26）で求まるｎ 2CO2 の推
定量を用いて，式（2.1.43）で求めた。このとき，埋立地底部から流入する CO2
量は，無視して考える。  
 
1.4 解析結果及び考察 
 
(1)生ごみ生物分解生成水量  
実験は，1992 年 10 月 23 日に開始した。本研究は，埋立初期での易分解性廃棄
物の分解に伴う生成水の発生現象及び生ごみ中の水分の脱水現象を把握すること
が目的であることから，1997 年 10 月 15 日までのほぼ 5 年間のデータについて，
解析し検討を行った。検討を踏まえ，解析を行って得られた年単位の計算結果を
以下の表 2-1-7，表 2-1-8 に，月単位の経時変化を図 2-1-6 に示す。この結果から，
本実験の注水量を年間降水量に換算すると 1,470～1,926mm となるが， 1 年目の生
ごみ生物分解生成水量は年間 111mm で，年間降水量に対して約 6～8％の水量負荷
であり，2 年目以降は，生ごみ生物分解生成水量の負荷は著しく減少することがわ
かった。 
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          表 2-1-7 生ごみ生物分解生成水年間発生量  
 
期間  
(年目 )  
 
浸出水量  
(L) 
 
注水量  
(L) 
生ごみ生物  
生物分解生成
水量  
(kg) 
注水量の  
降雨換算値
(mm) 
生物 分解 生成 水量
の降雨換算値  
(mm) 
1 311.20 324.60 20.57 1757 111 
2 352.30 355.90 2.27 1926 12 
3 353.80 341.10 1.31 1846 7 
4 276.10 271.60 0.30 1470 2 
5 331.20 352.70 1.50 1909 8 
 
表 2-1-8 各物質の累積量の経時変化  
時間  
経過  
 
(日 )  
注水  
累積量  
 
(L)  
Wi , T  
浸出水  
累積量  
 
(L)  
W f , T  
嫌気性  
分解 CH4  
累積量  
(㎏ )  
αm 2CH 4  
嫌気性  
分解 CO 2  
累積量  
(㎏ )  
αm 3CO 2  
好気性  
分解 CO 2  
推定累積量  
(㎏ )  
β n 2CO 2  
好気性  
分解 H2O 
推定累積量   
(㎏ )  
β n 3H 2O 
嫌気性  
分解 H2O 
推定累積量   
(㎏ )  
αm 1H 2O 
生ごみ生物  
分解生成水  
推定累積量   
(㎏ )*  
 
363 324.60 311.20  0.62 1.40 68.22 21.01 0.44 20.57 
727 680.50 663.50  6.67 15.04 89.54 27.58 4.74 22.84 
1091 1,021.60  1,017.30  14.15 31.90 111.09 34.21 10.06 24.15 
1464 1,293.20  1,293.40  20.60 46.45 126.96 39.10 14.65 24.45 
1818 1,645.90  1,624.60  22.38 50.46 135.91 41.86 15.91 25.95 
※ただし，生ごみ生物分解生成水推定累積量 = 好気性分解 H2O 推定累積量－嫌気性分解 H2O 推定累積量  
 
 
図 2-1-6 生ごみ生物分解生成水累積量の経時変化  
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(2)高さ方向のガス濃度分布  
準好気性埋立槽における高さ方向のガス濃度分布を図 2-1-3 に示した。ガス濃
度分布は，充填後数ヶ月間は 66 日目の分布に示すように，中層部から下層部にか
けて CO2 濃度が約 90％と高濃度で分布した。これは，充填されたごみの間隙に混
入していた酸素によって好気性分解が生じたためと考えられる。酸素が消費され
た後は，準好気性埋立槽では O2 濃度は嫌気性埋立槽同様に数％前後と低いものの，
N2 濃度は 50～70％と大気に近い濃度を示していることから，槽底部通気孔から空
気が侵入しているものと予想される。この結果として，準好気性埋立槽は嫌気性
埋立槽よりも，見掛け上 CO2 濃度が低い値で推移したものと考えられる。また，CH4
濃度について見てみると，準好気性埋立槽では，220 日目前後から中層部にかけて
検出されるようになった。準好気性埋立槽ではその後徐々に増加し，965 日目まで
に 60％近くまで上昇した。これは，埋立廃棄物層内の充填物がメタン発酵期に入
ったためであると考えられる。その後，1800 日目では 50％前後はあるが，濃度の
高い部分が中層部から下層部へ変化している。また，上層部は大気中の空気が入
りやすいため，大気とほぼ同じ濃度となっている。これは充填物の沈下に伴うも
のである。 
 
(3)アンモニア NH3 の硝化・脱窒過程から発生する水分量の影響  
浸出水中における窒素化合物は有機性窒素（ Org-N）と無機性窒素[アンモニア
性窒素（NH4+-N），亜硝酸性窒素（NO2--N），硝酸性窒素（NO3--N）]に大別できる。
また，一般に窒素化合物の分解過程は以下のように表される 11)。  
 
 
 
 
つまり，まず有機性窒素（Org-N）が分解を受けアンモニア性窒素となり，その
後溶存酸素や化合物中の酸素といった好気的雰囲気の中で硝化反応を起こし亜硝
酸性窒素，硝酸性窒素を生成し，その後絶対嫌気的条件下において脱窒菌による
脱窒を受け，窒素ガス (N2)，亜酸化窒素ガス (N2O)となって大気中に放出される。
このように，各種形態の窒素化合物を測定することは，窒素成分の分解過程と埋
立廃棄物層内の状態を知る上で，重要な指標となる。  
これまでの窒素化合物の形態変化を見ると，準好気性埋立槽は経過日数 200 日
目以降において全窒素のほとんどがアンモニア性窒素となっており，有機体窒素
のアンモニア化が進行している。600 日目以降は T-N 濃度が徐々に減少する傾向を
示し，同時にアンモニア性窒素も減少し，また 1,000 日目以降，硝酸が 1.0mg/L
発生してきており，600 日～1,000 日目において，有機性窒素の洗い出し及び分解
と同時にアンモニア性窒素の硝化及び脱窒が生じているものと推察される。しか
し，1,000 日目以降は，脱窒に必要な有機物が不足しているために，脱窒は抑制さ
 
Org-N→NH4
＋ -N→NO2
－ -N・NO3－ -N→N2，N2O                     (2.1.44) 
硝化  脱窒  
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れ硝化のみが進行しているものと予測される。  
準好気性埋立においては，式 (2.1.1)及び(2.1.2)で示された過程から生ずるア
ンモニア NH3 は埋立層の好気性域で NO2-若しくは NO3-に硝化されるであろう。さら
に，埋立層の嫌気性域で NO2-及び NO3-は N2 ガスに脱窒されると考えられる。この
生物学的変換において，水分 H2O は式(2.1.3)，(2.1.5)及び(2.1.6)に示されたよ
うに生成される。以下にこの水分量について詳細に検討する。  
 式(2.1.1)及び(2.1.2)で示されている埋め立てられた埋立廃棄物層内部の分解
で生成される NH3 は，浸出水中の溶存 NH3，NO2－及び NO3－として埋立地から排出さ
れる。一部は，式(2.1.3)-(2.1.6)で示される過程を通してガス態の N2 及び NH3 と
して大気へ放出される。また，これまでの知見から，実際の準好気性埋立構造の
ごみ埋立層内では，たとえば，嫌気性ゾーンの有機物の分解は，よく知られてい
るようにほぼ 5 つの連続した期間に分けて考えられていることなど，上記仮定条
件と異なる状況となると考えられる。さらに，埋立地の発生ガスの生成に関して，
個々の期間の長さは，埋立地内の有機成分の分布，利用可能な栄養，廃棄物の含
水率，埋立層中の水の流れ道，及び初期の転圧の程度によって変化する。 
図 2-1-7 に示す NH3 分解過程は窒素成分の反応の中で最も水分を発生する過程と
考えられる。図 2-1-7 に示す過程に基づき，NH3 の分解過程から発生する水分の推
定最大量は，表 2-1-11 に示されるように推定される。  
式 (2.1.3)，(2.1.5)及び(2.1.6)で示される NH3 の分解から最大の水分量がこの
実験で生じたと仮定した場合，NH3 の分解から生じる水分の最大量は，最初の 4 年
間にはその値の幅は，1.779kg から 3.411kg と，推定される。  
以上の検討から，埋立層での有機物の分解により生成される NH3 の硝化・脱窒現
象を無視して考えても，生ごみ生物分解生成水量の影響を十分に評価できると考
えられる。 
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図 2-1-7 最大水分を発生する NH3 の分解過程  
 
表 2-1-11 NH3 の分解過程から発生する水分量  
期間 
(年) 
発生 
NH3 
(qa)a 
(kg) 
流出 
NH3 
(qb)b 
(kg) 
残存 
NH3 
(qa-qb) 
(kg) 
発生  
H2O 
(q1)c 
(kg) 
発生  
NO2- 
(qc) d 
(kg) 
流出  
NO2- 
(qd)b 
(kg) 
残存  
NO2- 
(qc-qd) 
(kg) 
発生  
NO3- 
(qe)e 
(kg) 
流出  
NO3- 
(qf)b 
(kg) 
残存  
NO3- 
(qe-qf) 
(kg) 
発生  
H2O 
(q2)f 
(kg) 
発生水分量  
H2O 
(q1+q2) 
(kg) 
降水量  
換算値   
(q1+q2)  
(mm) 
１  1.41 0.607 0.803 0.850 2.173 0.001 2.172 2.927 0.000 2.927 1.700 2.550 14 
２  0.99 0.430 0.560 0.593 1.515 0.000 1.515 2.042 0.000 2.042 1.186 1.779 10 
３  1.12 0.046 1.074 1.137 2.906 0.000 2.906 3.917 0.000 3.917 2.274 3.411 18 
４  0.96 0.001 0.959 1.015 2.595 0.001 2.594 3.496 0.055 3.441 1.998 3.013 16 
a 発生 NH3(qa) は式(2.1.33),(2.1.37)から推定される。  
b 浸出水に溶けて流出する NH3(qb),NO2-(qd)及び NO3-(qf) は水質分析結果から推定される。  
c 発生 H2O(q1)は式(2.1.3) から q1=(qa-qb)×18/17 で推定される。 . 
d 発生 NO2(qc)は式 ,qc=(qa－qb)×46/17 で推定される。  
e 発生 NO3(qe)は式 qe=(qc－qd)×62/46 で推定される。  
f 発生 H2O(q2)は式(2.1.6) から q2=(qe-qf)×(18×2)/62 で推定される。
発生  
NH3 (qa) 
 
残存  
NH3 (qa－qb) 
浸出水流出  
(qb) 
発生  
NO2- (qc) 
発生  
H2O (q1) 
浸出水流出  
 (qd) 
 
残存  
NO2-
 (qc－qd) 
 
発生  
NO3-
 (qe) 
浸出水流出  
(qf) 
 
+O2 +O2 
残存  
NO3- (qe－qf) 
 
N2 
+H+ 
発生  
H2O (q2) 
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(4)浸出水に溶存した CO2 の流出の影響 
IC（無機体炭素）は水中の溶解性炭酸 (CO32－)及び重炭酸(HCO3－)を表すもので，
有機物の分解に伴って発生する CO2 量が増加すると水中での溶解量も増すことか
ら，IC 濃度変化は CO2 濃度と相関があり，分解活性状況を知る上で重要な指標と
なる。 
浸出水中の IC の濃度変化は CO2 発生量と相関があると考えられるが，浸出水中
に溶存して流出する CO2 量だけガスとして測定した CO2 量を過少評価するため，そ
の影響を検討する必要がある。  
実測された IC は，表 2-1-10 に示すように 1 年目が 0.161kg で，2 年目が最大で
0.319kg であり，それ以降減少した。CO2 の水に対する溶解度は表 2-1-9 に示すよ
うに小さいが，全ての IC が CO2 からのものと仮定して試算すると，最初の 4 年間
の IC から推定される CO2 の年間量の幅は，1 年間当たり 0.10kg から 1.17kg であ
る。並行して，排出されるガスとして発生する CO2 の年間量の幅は，1 年当たり
30.43kg から 69.01kg である。したがって，準好気性埋立における浸出水に溶解し
て流出する CO2 の量の影響は，ごく少ないものと考えられる。  
 
表 2-1-9 気体の水に対する溶解度 14 ) 
物質  化学式  20℃  40℃  60℃  
アンモニア  NH3  702 －  －  
酸素  O2  0.031 0.023 0.019 
二酸化炭素  CO2  0.88 0.53 0.36 
窒素  N2  0.016 0.012 0.010 
メタン  CH4  0.033 0.024 0.020 
※表は各温度において 1atm＝101325Pa の気体が水の 1cm3 中に溶解する時の容積  
０℃，1atm の時の容積に改算した値である。ただし，単位は cm3 とする。  
 
表 2-1-10 最大 CO2 量 
期間  
実測 IC 
(kg) 
ガスとして排出された  
CO 2 実測量 (kg)  
全ての IC が CO 2 からのものと  
仮定した場合の CO 2 推定量 (kg)  
１年目  0.161 69.01 0.59 
２年目  0.319 33.17 1.17 
３年目  0.093 38.40 0.34 
４年目  0.027 30.43 0.10 
 
(5) 覆土層におけるメタン酸化の影響 
表面覆土層においては，微生物によってメタン CH4 が酸化される。しかしながら，
現時点で酸化される CH4 量を推定することは，水分や温度，酸素濃度や空隙度など
の多くの複雑な要素のために不可能である。  
メタン酸化は，CH4 と O2 が同時に存在するような生物圏で発生する微生物過程で
あるが，下記の全体的な反応に従って進むと考えられる 13)。  
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CH4＋2O2→CO2＋2H2O＋heat           (2.1.45) 
式(2.1.45)から，埋立廃棄物層から発生した CH4 が覆土層で酸化される場合には，
その過程で CO2 や H2O が発生することから，実験での測定値や解析時の推定値に影
響を与える。ここで，その影響を１ mol の CH4 が覆土層で酸化されたと仮定して検
討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1-8 1 モルの CH4 が覆土層で酸化された場合の影響  
 
図 2-1-8 に示すように 1mol の CH4 が覆土層で酸化された場合，式(2.1.45)から，
2mol の H2O が発生し（①），1mol の CO2 が発生（②）する。また，CH4 が 1mol 少な
く測定されることから，式(2.1.19)から嫌気性分解で生ずる CO2 は（1056/1288）
mol 少なく推定（④）され，嫌気性分解で吸収される H2O が（814/1288）mol 少な
く推定（③）される。さらに②より，CO2 全体量が 1mol 多く測定されること及び
④から，式(2.1.34)の関係に基づき，好気性分解で発生する CO2 が（1＋1056/1288）
mol 多く推定される。その結果，式 (2.1.20)から好気性生物分解生成水量 H2O が
{（1+1056/1288）×(1763/2344)}mol 多く推定（⑤）される。 
このため，1mol の CH4 が覆土層で酸化された場合，生ごみ生物分解生成水量の
推定値は①，③，⑤から，{2－814/1288－(1+1056/1288)×(1763/2344)}（=－0.001）
mol 異なって推定されていると言えるが，これはつまり，1000mol の CH4 が覆土層
 
H2O: 2mol 発生①  
CO2: 1mol 発生②  
CH4: 1mol が覆土層で酸化された場合  CH4: 1mol 少なく測定  
式(17)から  式(11)から  
嫌気性分解 H2O: (814/1288)mol 少なく推定③  
嫌気性分解 CO2: (1056/1288)mol 少なく推定④  
CO2 全体量: 1mol 多く測定  
好気性分解 CO2:（1＋1056/1288）mol 多く推定 
式(5)から  
式(12)から  
好気性分解生成水 H2O: {(1+1056/1288)×(1763/2344)}mol 多く推定⑤  
 
CH4 1mol が覆土層で酸化された場合の埋立層内で発生した水分量（ mol） 
＝生ごみ生物分解生成水推定値＋①－③－⑤  
＝ 生 ご み 生 物 分 解 生 成 水 推 定 値 ＋ 2－ (814/1288)－ {(1+1056/1288)×
(1763/2344)} 
＝生ごみ生物分解生成水推定値－0.001 
式(5)から 
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で酸化されたとき H2O が 1mol 多く推定されることである。  
よって，実験の 195 日目までライシメーター内に CH4 がほとんど観測されなかっ
たこと，さらに表 2-1-8 から 1 年目の CH4 の測定量が約 39mol(≒620/16)であるこ
とから，この実験において表面覆土層におけるメタン酸化の影響は，一年目にお
いては無視できると考えられる。  
(6)底部孔を通した CO2 の流入の影響 
埋立中の埋立地の場合，埋立地内部の圧力は，通常，大気圧より大きく，埋立
地発生ガスは，（圧力による）移流流れと拡散によって放出されると考えられる。
埋立地発生ガスの移動に影響を与える他の因子には，液体や固体成分中へのガス
の収着と，化学反応や微生物活動によるガスの発生や消費がある 9)。  
二酸化炭素 CO2 はその密度のため埋立地の中で特有の挙動を呈する。表 2-1-12
に示すように，二酸化炭素 CO2 は，空気の 1.5 倍，メタンの 2.8 倍の密度を持つ。
このため，埋立地の底の方へ移動しがちである。その結果，埋立地底部の二酸化
炭素 CO2 の濃度は，長期間高い状態となると考えられる。  
 
表 2-1-12 埋立地から発生するガスの物質特性 10 )  
 ガス  化学式  分子量  密度 (g/L) 比重  
空気  －  28.97 1.293 1 
アンモニア  NH3  17.03 0.771 0.597 
二酸化炭素  CO2  44.00 1.977 1.529 
一酸化炭素  CO 28.00 1.250 0.967 
水素  H2  2.016 0.0899 0.0695 
硫化水素  H2S 34.08 1.539 1.190 
メタン  CH4  16.03 0.717 0.555 
窒素  N2  28.02 1.250 0.967 
酸素  O2  32.00 1.429 1.105 
※衛生埋立地におけるガスの標準状態（０℃，１atm）での分子量，密度 a 
  
表 2-1-13 地球大気化学組成 14)  
 窒素 N2 酸素 O2 水 H2O アルゴン Ar 二酸化炭素 CO2 
体積百分率（％）  78 21 1～2.8 9.3×10 -1 3.2×10 -2 
 
大気中の CO2 の濃度は，表 2-1-13 に示すように約 0.032％である。実験期間中
に通気孔からは，ガスが流出しており CO2 の移流は，流出する方向にあると言える。
拡散に関しては，測定期間にライシメーター内の CO2 濃度が大気中の CO2 の濃度で
ある 0.032%よりも高かったことから，CO2 の流入は濃度勾配によって起こらなかっ
たと言うことができる。  
さらに，循環吸引法では自然ガス発散は強制吸引なしに計測されるため，循環
吸引法の吸引による反対の開放側からの CO2 の流入は起こっていないと考えられ
る。 
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(7)生ごみ組成の影響  
IPCC(The Intergovernmental Panel on Climate Change)でまとめられた，開発途上国
が存在する各地域の都市ごみの組成データ及び各組成中の乾燥物質割合 15)を用い
て，各地域の生ごみを本実験槽に充填した場合の厨芥類の量（乾燥重量ベース）
を推計すると表 2-1-14 に示す結果となった。  
 
表 2-1-14 世界各地の都市固形ごみで実験槽を充填した場合の厨芥類推定量  
世界の地域  
MSW*中の厨芥類
比率  (%) 
(湿潤重量ベース ) 
(A) 
厨芥類推定量  
(湿潤重量ベース ) 
(kg) 
(582.0**×A＝B) 
厨芥類推定量  
(乾燥重量ベース)  
(kg) 
(B×0.4***) 
アジア  
南中央アジア  40.3 234.5 93.8 
東南アジア  43.5 253.2 101.3 
西アジア及び中近東  41.1 239.2 95.7 
アフリカ  
東アフリカ  53.9 313.7 125.5 
中央アフリカ  43.4 252.6 101.0 
北アフリカ  51.1 297.4 119.0 
西アフリカ  40.4 235.1 94.0 
アメリカ  
中央アメリカ  43.8 254.9 102.0 
南アメリカ  44.9 261.3 104.5 
カリブ地方  46.9 273.0 109.2 
実験値  
27.8 
(乾燥重量ベース )  
全体量 203.9 
(乾燥重量ベース )  
56.7 
(乾燥重量ベース)  
*： Table 2.3 MSW composit ion data by percent -regional defaults in 2006 IPCC 
Guidelines for Nat ional Greenhouse Gas Inventor ies 15 )参照 
**：表 2-1-1 参照 
***：Table 2.4 Default dry matter content, DOC content, total carbon content 
and  fossil carbon fract ion of different  MSW components,  Dry matter 
content in % of wet weight of food waste  in 2006 IPCC Guidelines for Nat iona l 
Greenhouse Gas Inventories15)参照 
 
表 2-1-14 の最下段に示した本実験で用いた生ごみ中の厨芥類の量（乾燥重量ベ
ース）は，開発途上国の生ごみに比べて，概ね 2 分の 1 程度であり，開発途上国
の生ごみで実験を行った場合には，生ごみの生物分解過程からの生成水量は，増
加すると考えられる。 
 
1.5 まとめ 
 
 大型実験槽における生物分解過程から生成する水分量の推定法の研究より，以
下の結論が得られた。  
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(1) 嫌気性分解で発生する CH4 は，徐々に増加しており，埋立地における嫌気性領
域は，埋立後徐々に形成，拡大していくと考えられる。嫌気性分解の現象は，
5 段階に区分されることが知られているが，埋立当初は，好気性分解が主体で
ある。 
(2) 準好気性埋立構造では，埋立当初は嫌気性領域が形成されていないため，生
ごみの分解過程において，NH3 が硝化して発生した NO2，NO3 の脱窒作用による
生成水量は，生ごみ生物分解生成水量の全体的な評価に影響しない。  
(3) 注水量を降水量に換算すると，年間降水量 1470～1926 ㎜であるが，1 年目の
生物分解生成水量は，年間 111 ㎜であり，約 6～8％の負荷であった。2 年目
以降は，生物分解生成水量の負荷は，著しく減少する。  
(4) 生物分解生成水の負荷は，年間降水量が 1000 ㎜以下の地域においては，年間
降水量の 10％を超えることとなり，無視できない量である。  
(5) 生物分解生成水の降水量に対する比率は，新 6 号プラントでの実験の場合に
比較して，埋立層の厚さが深くなるほど高くなり，易分解性廃棄物の割合が
大きいほど高くなる。開発途上国の最終処分場の実態を考慮すると，生物分
解生成水の水量負荷は，浸出水量を予測する際には，無視できない。  
 
以上のように，生物分解生成水の発生量は，埋立条件によっては埋立地の水収
支において無視できないことを，定量的に明らかにできた。   
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第２節 実埋立地における生ごみの生物分解過程からの生成水量の予測手法  
 
2.1 はじめに 
 
開発途上国に対する準好気性埋立構造に関する国際技術協力において，近年，
浸出水処理設備についても併せて整備する案件が増加してきていることから，生
ごみ由来の浸出水量を計画段階で予測できる手法の開発が必要となっている。  
第 1 節では，生ごみを充填した準好気性埋立構造の大型埋立実験槽（新 6 号プ
ラント，以下，｢実験槽｣と略す。）での実験データを解析し，生ごみ主体の準好気
性埋立構造における生ごみ生物分解過程から生成する水分量は，特に降水量の少
ない地域では，埋立初期には無視できないことを明らかにした。そこで本節では，
廃棄物最終処分場の有機物分解量を定量的に推計する手法として既に提案されて
いる 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories 1) で示されている
廃棄物処分場からの CH4 発生量推定手法（以下，｢IPCC ガイドライン手法｣と略す。）
を準好気性埋立構造における生ごみ生物分解生成水量の計画段階での予測手法と
して応用することについて，実験槽で得られた実験データに基づき検討し，その
応用可能性と各パラメーターの設定方法等について考察を行った。  
 
2.2 生物分解生成水量の推定法に関する検討  
  
2.2.1 IPCC ガイドラインの CH4 発生量推定手法の適用方法 
準好気性埋立における，ある期間の生ごみ生物分解生成水量を推定するために
は，ある期間に生物分解した有機性廃棄物の化学式，分解総量，嫌気性分解量と
好気性分解量の割合が推定できることが必要であるが， IPCC ガイドラインには，
これらの必要な要素を算出できる手順が示されている。 IPCC ガイドラインに基づ
くと嫌気性埋立に関しては，埋め立てられた生物分解性有機物の時間経過に伴う
分解量は，下記の一次分解方程式（FIRST ORDER DECAY EQUATION，以下｢FOD｣
と略す。） (2.2.1)で表現できる 1)2)。  
 
DDOCm = DDOCm0‧e -kt                              (2.2.1) 
ここで，  
DDOCm：ある時刻ｔにおいて処分場内で嫌気性条件の下に存在する生物分解性  
有機炭素量  
DDOCm0：分解反応がスタートする 0 時における処分場内に存在する生物分解性
有機炭素量  
k ：年単位の分解の一次反応定数（廃棄物組成毎に設定）  
t ：年単位の時間  
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さらに，IPCC ガイドラインに示されているように，嫌気性埋立構造の場合，(t-1)
と t の間の期間 T に分解される生物分解性有機炭素量 DDOCm から発生する CH4
の量は，以下のように表現できる。  
 
CH4 generatedT =DDOCm decompT・F(CH4)・16/12                   (2.2.2) 
 
DDOCm decompT = DDOCm0・ [e -k(t-1 )-e-k t]                          (2.2.3) 
 
DDOCm0= W・DOC・DOC f・MCF                                 (2.2.4) 
 
ここで，  
CH4  generatedT：T 年に分解できる物質から発生する CH4 量  
DDOCm decompT：ある年（T 年）に分解する DDOCm, Gg  
F(CH4)：生成した埋立地ガスの CH4 体積比  
16/12：分子量比 CH4/C (ratio) 
DDOCm0：当初埋め立てられた分解できる DOC の量 , Gg 
W：埋め立てられた廃棄物量 , Gg 
DOC：埋め立てられた年の廃棄物の生物分解性炭素含有率（割合）,Gg C/Gg waste 
表 2-2-5 参照  
DOCf：分解可能な DOC の割合（ガス化率）,リグニンなど嫌気条件下では分解せず
に埋立地内に残留する有機性炭素を割り引くことを意図したパラメーター  
MCF：好気性分解補正係数 ,埋立地内部で嫌気条件下での分解が生ずる割合 ,埋め
立てられた年における好気性分解に対する CH4 の補正係数 , 表 2-2-6 参照   
 
ところで，一般的に埋め立てられた廃棄物は，多種の物質から構成されている
ことから，DOC は，下記の式 (2.2.5)で求めることができる。  
 
  
i
ii WDOCDOC                       （2.2.5） 
ここで，  
DOC：複合（混合）ごみにおける生物分解性有機炭素の割合 ,Gg C/Gg waste.  
DOCi： i タイプの廃棄物中の生物分解性有機炭素の割合 , 表 2-2-5 参照  
Wi：廃棄物分類による i タイプの廃棄物の割合  
 
以上のように IPCC ガイドラインでは，埋立地における CH4 の発生量を推定する
ことが目的であることから，嫌気性分解による生物分解性炭素量の減衰について
FOD を適用している。本研究では，生ごみ生物分解過程から生成する水分量を推定
することが目的であることから，嫌気性分解のみでなく好気性分解も合わせた全
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体の生物分解性炭素量の減衰に対して FOD を適用して，実験槽で得られた生ごみ
生物分解生成水量と比較評価して，生ごみ生物分解生成水量を推定する手法につ
いて検討する。 
 
2.2.2 IPCC ガイドライン手法を適用した場合の生物分解生成水量推定手法
の検討 
式 (2.1.1)， (2.1.2)， (2.1.24)， (2.1.26)から，準好気性埋立構造の埋立地で有機物
の分解によって発生した代表的なガス，特にメタンガス CH4 及び二酸化炭素 CO2
の発生量が与えられれば，下記式 (2.2.6)及び式 (2.2.7)から，嫌気性分解した α mol
の有機物量及び好気性分解した β mol の有機物量が推定計算でき，下記式 (2.2.8)で
DDOCm decompT が推定できる。  
 
αCaHbOcNd 推定質量=αm2CH4 実測質量×（α×CaHbOcNd の分子量 /αm2×16）(2.2.6) 
 
βCaHbOcNd 推定質量=βn2CO2 推定質量×（β×CaHbOcNd の分子量 /βn2×44） (2.2.7) 
 
DDOCm decompT=(αCaHbOcNd 推定質量 +βCaHbOcNd 推定質量 )×(a×12/CaHbOcNd 分子量 )       
(2.2.8) 
式 (2.2.2)に準じて，好気性分解及び嫌気性分解で発生する CO2 の発生量は下記
の式で表現することができる。  
 
Aerobic CO2  generatedT=DDOCm decompT・F(Aerobic CO2)・44/12        (2.2.9) 
 
AnaerobicCO2  generatedT=DDOCm decompT・F(Anaerobic CO2)・44/12     (2.2.10) 
ここで，  
Aerobic CO2  generatedT：T 年における生物分解性物質の好気性分解から発生する
CO2 量  
Anaerobic CO2  generatedT：T 年における生物分解性物質の嫌気性分解から発生す
る CO2 の量  
F(Aerobic CO2)：発生埋立ガスにおける好気性分解から生ずる CO2 の体積割合  
F(Anaerobic CO2)：発生埋立ガスにおける嫌気性分解から生ずる CO2 の体積割合  
 
さらに，嫌気性分解で発生するメタンガス CH4 と分解において吸水される H2O
の量的な関係は，式 (2.1.23)から，次式のように表現できる。  
 
Anaerobic H2O absorbedT=CH4  generatedT×(αm1H2O/αm2CH4)           (2.2.11) 
ここで，  
Anaerobic H2O absorbedT：T 年に生物分解性物質の嫌気性分解で吸収される H2O 量  
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同様に，好気性分解で発生する二酸化炭素 CO2 と水分 H2O の量的な関係は，式
(2.1.28)及び (2.2.9)から，次式のように表現できる。  
 
Aerobic H2O generatedT=Aerobic CO2 generatedT×(βn3H2O/βn2CO2)＝  
DDOCm decompT・F(Aerobic CO2)・44/12・(βn3H2O/βn2CO2)       (2.2.12) 
ここで，  
Aerobic H2OgeneratedT：T 年に生物分解性物質の好気性分解から発生する H2O 量  
 
したがって，準好気性埋立構造の埋立地で生成される水分量は，好気性分解で
発生する水分量から嫌気性分解において吸水される水分量を差し引いて求めるこ
とができ，下記のように表現することができる。  
 
Semi-aerobic H2O generatedT＝Aerobic H2O generatedT－Anaerobic H2O absorbedT ＝  
Aerobic CO2  generatedT×(βn3H2O/βn2CO2)－CH4 generatedT×(αm1H2O/αm2CH4)  
                                                          (2.2.13) 
ここで，  
Semi-aerobic H2O generatedT：T 年目の準好気性埋立層内での生成水量  
 
準好気性埋立構造の埋立地から発生する発生ガスは，嫌気性埋立構造の埋立地
から発生する発生ガスと同様に，一部の微量なガスを除き，ほとんどが CH4 及び
CO2 で構成されている 4)。 
したがって，準好気性埋立構造では，F(CH4)，F(CO2)，F(Aerobic CO2)，F(Anaerobic 
CO2)について下記式 (2.2.14)及び (2.2.15)のような関係式が概ね成り立つと考えられ
る。 
 
F(CH4)＋F(CO2)≒１                                             (2.2.14) 
 
F(CH4)+F(Aerobic CO2)+F(Anaerobic CO2)≒1                       (2.2.15) 
 
F(Aerobic CO2)≒1－F(CH4)－F(Anaerobic CO2)                    (2.2.16) 
 
式 (2.1.1)から  
 
F(CH4)：F(Anaerobic CO2)＝αm2：αm3                            (2.2.17) 
 
F(Anaerobic CO2)＝F(CH4)・ (αm3/αm2)= F(CH4)・ (m3/m2)           (2.2.18) 
 
F(CO2)：F(CH4)＝ x:y                         (2.2.19) 
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とすると，式 (2.2.14)，式 (2.2.16)から  
 
F(CO2) =F(CH4)×x/y                                             (2.2.20) 
 
F(CH4)＋F(CH4)×x/y≒1                                         (2.2.21) 
    
F(CH4)≒ y/(x+y)                                                 (2.2.22) 
 
F(Aerobic CO2)≒1－F(CH4)－F(Anaerobic CO2)=1－y/(y+x)－ {y/(y+x)}(m3/m2)  
(2.2.23) 
準好気性埋立構造の埋立地から発生する CO2 と CH4 の割合が与えられると，式
(2.2.14),(2.2.18)及び (2.2.23)を用いて 1 年ごとの F(CH4),F(Anaerobic CO2)及び
F(Aerobic CO2)を計算することができる。また，式 (2.2.11),(2.2.12)及び (2.2.13)から
埋め立てられた生物分解性廃棄物の化学量論的化学式 CaHbOcNd，DDOCm decompT
及び F(CH4)が分かれば，準好気性埋立構造での生物分解生成水量が計算できる。  
これまで導いた式に，第 1 節の実験結果の解析で用いた易分解性有機物の化学
量論式（2.1.19）を適用すると以下のようになる。  
 
F(Anaerobic CO2)＝F(CH4)・ (αm3/αm2)= F(CH4)・ (m3/m2)= y/(x+y)・ (1056 /1288)                                                                  
                                                             (2.2.24) 
式 (2.2.22),式 (2.2.23)及び (2.2.24)を用いて本実験における F(CH4),F(Anaerobic 
CO2)及び F(Aerobic CO2)を以下に計算する。第 1 節の実験で実測された CO2 と CH4
の割合を，表 2-2-1 に示す。  
また，準好気性埋立構造を有する埋立地からの発生ガス中の，CO2 及び CH4 の濃
度は，既往の実験結果から一般的な値として，表 2-2-2 に示されるように設定でき
る (Matsufuji, Y., 1980 )。  
 
表 2-2-1 実験での実測 CO2(x)・CH4(y)の割合 
期間  CO2 (%) CH4 (%) 
１年目  98 2 
２年目  68 32 
３年目  65 35 
４年目  63 37 
５年目  73 27 
 
表 2-2-2 準好気性埋立構造を有する埋立地から発生する CO2 と CH4 の割合 3) 
埋立地種別  CO2 (%) CH4 (%) 
準好気性埋立  75 25 
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準好気性埋立構造を有する埋立模型槽での実験及び既往の文献値から得られた
1 年ごとの F(CH4)，F(Anaerobic CO2)，F(Aerobic CO2)は表 2-2-3 のようになる。  
 
表 2-2-3 CH4,AnaerobicCO2, AerobicCO2 の発生割合 
実験結果  
期 間  F(CH4)  F(AnaerobicCO 2)  F(AerobicCO 2)  
1 年目  0.02 0.02 0.96 
2 年目  0.32 0.27 0.41 
3 年目  0.35 0.29 0.36 
4 年目  0.37 0.30 0.33 
5 年目  0.27 0.23 0.50 
文献値  CH4 :CO2=25:75 0.25 0.205 0.545 
 
2.3 応用可能性評価のための試算 
 
2.3.1 IPCC ガイドラインで示されたパラメーターを適用した試算  
第 1 段階として， IPCC ガイドラインで示されたパラメーターを適用して前述の
推定法で生物分解生成水量を試算する。なお，F(CH4)，F(CO2)及び k 値について以
下の 5 つのケースを設定し，試算する。  
 
CaseⅠ：実測値を用いて， k 値は表 2-2-7 の値を適用して試算した場合  
CaseⅡ：文献値を用いて， k 値は表 2-2-7 の値を適用して試算した場合  
CaseⅢ：1 年目の F(CH4)=0,F(AerobicCO2)=1 とし，2 年目以降を文献値を用いた場
合  
CaseⅣ：実測値を用いて， k 値を k=0.4 として試算した場合  
CaseⅤ：1 年目の F(CH4)=0,F(AerobicCO2)=1 とし，2 年目以降を文献値を用いて，
k 値を k=0.4 とした場合  
 
IPCC ガイドライン手法の各パラメーター等を以下のように設定した。  
 
①  W：実験槽充填廃棄物量を用いる。  
②  DOC：嫌気性埋立と好気性埋立で異なる値でなく， IPCC ガイドラインに示さ
れた数値を用いて式（2.2.5）で求める。  
③  DOC f： IPCC ガイドラインでは，嫌気性条件下を前提としており，DOC f=0.5 を
勧めているが，準好気性埋立構造の場合は，具体的な記述がない。準好気性埋
立構造の場合の DOC f 初期値は 0.5 より大きくなると考えられるが，ここでは
第一段階として DOC f=0.5 を初期値として用いる。 
④   MCF： IPCC ガイドラインでは，埋め立てられた年において好気性分解して消
失し，以後嫌気性分解に寄与しない生物分解性炭素量を割引くための補正係数
であり，準好気性埋立構造の場合の初期値を 0.5 としている。しかし，本研究
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では，生物分解性炭素量が好気性及び嫌気性のいずれの分解形態であっても，
生物分解する炭素全体量の減衰について FOD の適用を試みるものであること
から，ここでは第一段階として MCF=1.0 を初期値とする。  
⑤   DDOCm0：式 (2.2.4)から DOC f と MCF の積は 0.5 として求める。  
⑥   k：IPCC ガイドラインに廃棄物組成毎に示されている値を用いて下記の 2 つの
ケースで試算を行う。  
⑦   F(CH4), F(CO2)：表 2-2-3 に示す実験槽での実測値を用いる。  
 
なお，試算は実験値と比較するため，本実験が室内で行われ室温を 20℃以上に
保っていたこと，本実験の注水量が年降水量に換算すると 1,470-1,926mm で
1,000mm 以上であることから，Tropical (MAT>20℃ ), Moist and Wet (MAP ≥1000mm)
である気象条件で行う。ここで，MAT は Mean annual temperature で年平均気温，
MAP は Mean annual precipitation で平均年降雨量である 1)。  
以上の試算におけるパラメーターをまとめると表 2-2-4 のようになる。またこれ
らの条件で計算すると，DDOCm0 は，表 2-2-8 に示すような結果となった。  
 
表 2-2-4 試算に用いたパラメーター 
パラメーター  値  根  拠  
W 582.0kg 実験値，表 2-1-1 参照  
DOC 表 2-2-5 IPCC ガイドライン Table2.4 
DOC f  0.5 別途検討  
MCF 1.0，表 2-2-6 IPCC ガイドライン Table3.1 
 
表 2-2-5 異なる MSW 組成の初期値乾燥物成分，DOC 成分及び全炭素成分割合 
都市固形廃棄物種別  
乾燥物成分割合  
(湿重量%) 
DOC 成分割合  
(湿重量%) 
DOC 成分割合  
(乾重量%) 
全炭素成分割合  
(乾重量%) 
初期値  初期値  範囲  初期値
Default  
範囲  初期値  範囲  
紙類 /段ボール類  90 40 36-45 44 40-50 46 42-50 
繊維類  80 24 20-40 30 25-50 50 25-50 
厨芥類  40 15 8-20 38 20-50 38 20-50 
廃木類  85 43 39-46 50 46-54 50 46-54 
剪定廃棄物  40 20 18-22 49 45-55 49 45-55 
※TABLE2.4 in Volume 5, Chapter 2 of IPCC ガイドライン 1) 
表 2-2-6 固形廃棄物処分場区分及びメタン補正係数 
埋立地種別  メタン補正係数  (MCF) 初期値  
管理型嫌気性埋立  1.0 
管理型準好気性埋立  0.5 
※TABLE3.1 in Volume 5, Chapter 3 of IPCC ガイドライン 1) 
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表 2-2-7 段階 1 で推奨するメタン発生係数 (k) の初期値  
廃棄物種別  
気候帯  
熱帯  (年平均気温>20℃ ) 
乾燥  (年平均降水量
<1000mm) 
湿潤 (年平均降水量  
≥1000mm) 
初期値  範囲  初期値  範囲  
難分解性廃棄物  
紙類 / 繊維類  0.045 0.04-0.06 0.07 0.06-0.085 
廃木類 / 藁類  0.025 0.02-0.04 0.035 0.03-0.05 
中位分解廃棄物  
その他 (厨芥以外 ) 有機
性腐敗物  / 剪定廃棄物  
0.065 0.05-0.08 0.17 0.15-0.2 
易分解廃棄物  厨芥類 / 下水汚泥  0.085 0.07-0.1 0.4 0.17-0.7 
※TABLE3.3 in Volume 5, Chapter 3 of IPCC ガイドライン 1) 
 
表 2-2-8 DDOCm（DOCf×MCF=0.5 及び k=0.07~0.4 の場合）の計算  
生ごみ組成 
W 
 
 
DOC (%) 
(DOC f×MCF)  
DDOCm0 
(kg) 
k 
乾燥重量  (kg)  
 
割合 (%)  初期設定  幅  
厨芥類   56.7 27.8 38 20-50 0.5 10.77 0.4 
紙類 / 段ボール類  
cardboard 
91.3 44.8 44 40-50 0.5 20.09 0.07 
剪定廃棄物  4.9 2.4 49 45-55 0.5 1.20 0.17 
その他 (有機性 ) 
Organic)  
12.4 6.1 49 －  0.5 3.04 0.17 
その他 (不燃性 ) 38.6 18.9 －  －  －  
－  
－  －  
合計  203.9 100 －  －  
－  
35.10 －  
※DOC: TABLE2.4 in Chapter 2, Volume 5 of IPCC2006 1)参照 
※MCF: TABLE3.1 in Chapter 3, Volume 5 of IPCC2006 1)参照 
※k：TABLE3.3 in Chapter 3 Volume 5 of IPCC2006 1)参照  
 
表 2-2-8 の DOC f と MCF の積を 0.5 と仮定して求めた DDOCm を用いて IPCC ガ
イドライン手法を適用して算出した各年の生物分解生成水量を表 2-2-9 に示す。そ
の結果，本計算値は実験値より小さな値となったが， k 値については，厨芥類の k
値（ k=0.4）を用いた場合が， 1 年目の生ごみ生物分解生成水量が実験値により近
い値が与えられた。  
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表 2-2-9 IPCC ガイドラインのパラメーターを用いた場合の生成水量試算結果  
期  間  1 年目  2 年目  3 年目  4 年目  5 年目  
実験値  20.57 2.27 1.31 0.30 1.50 
CaseⅠ  
(DOC f×MCF)=0.5  
DDOCm=35.10 
k=0.4～ 0.07 
5.88 0.68 0.26 0.06 0.64 
CaseⅡ  
(DOC f×MCF)=0.5  
DDOCm=35.10 
k=0.4～ 0.07 
2.11 1.59 1.23 0.97 0.79 
CaseⅢ  
(DOC f×MCF)=0.5  
DDOCm=35.10 
k=0.4～ 0.07 
6.29 1.59 1.23 0.97 0.79 
CaseIV 
(DOC f×MCF)=0.5  
DDOCm=35.10 
k=0.4 
12.22 1.25 0.42 0.08 0.71 
CaseV 
(DOC f×MCF)=0.5  
DDOCm=35.10 
k=0.4 
13.06 2.93 1.96 1.32 0.88 
 
 
2.3.2 IPCC ガイドラインパラメーターを変化させた試算  
第 1 段階では (DOC f×MCF)=0.5 と想定し，試算を行ったが，実験値との差が大き
かったことから，第 2 段階として，(DOC f×MCF)を 0.6～1.0 まで変化させて試算を
行った。その結果（DOC f×MCF）=0.8,0.9,1.0 に設定した場合に実験値と近似し
た。なお，準好気性埋立構造での k（= decay rate constant in y -1）値については，IPCC
ガイドライン中では示されていない。k 値については下記の 3 ケースの値を用いて
試算した。   
 
i)IPCC ガイドラインの Table3.3 の各ごみ組成毎の k 値（0.07~0.4）を適用したケース  
ii)厨芥ごみが主であることから表 2-2-7 に示す IPCC ガイドラインの Table3.3 に示
された厨芥ごみの k=0.4 値を適用したケース  
iii)実験結果の近似式の k 値（ k=0.284）を適用したケース  
  
(DOC f×MCF)=0.8，0.9 及び 1.0 の場合の DDOCm0 を表 2-2-10，2-2-11，2-2-12 に
示す。また，これらの結果を用いて試算した生物分解生成水量を表 2-2-13 に示す。
また，計算結果をグラフで図 2-2-1 に示す。これらの結果から以下のことが言える。 
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表 2-2-10 (DOCf×MCF)=0.8 の場合の DDOCm の計算 
廃棄物種別  W  (kg) DOC  (%) (DOC f×MCF)  DDOCm  (kg) 
厨芥類   56.7  27.8  38 20-50 0.8  17.24 
紙類 /  段ボール類  91.3  44.8  44 40-50 0.8  32.14 
剪定廃棄物   4.9  2.4  49 45-55 0.8  1.92 
その他 (有機性 )  12.4  6.1  49 －  0.8  4.86 
その他 (不燃性 )  38.6  18.9  －  －  －  －  
合  計  203.9  100 －  －  －  56.16 
 
表 2-2-11 (DOCf×MCF)=0.9 の場合の DDOCm の計算 
廃棄物種別  W  (kg) DOC  (%) (DOC f×MCF)  DDOCm  (kg) 
厨芥類   56.7  27.8  38 20-50 0.9  19.39 
紙類 /  段ボール類  91.3  44.8  44 40-50 0.9  36.15 
剪定廃棄物   4.9  2.4  49 45-55 0.9  2.16 
その他 (有機性 )  12.4  6.1  49 －  0.9  5.47 
その他 (不燃性 )  38.6  18.9  －  －  －  －  
合  計  203.9  100 －  －  －  63.17 
 
表 2-2-12 (DOCf×MCF)=1.0 の場合の DDOCm の計算 
廃棄物種別  W  (kg) DOC  (%) (DOC f×MCF)  DDOCm  (kg) 
厨芥類   56.7  27.8 38 20-50 1.0  21.55 
紙類 /  段ボール類  91.3  44.8  44 40-50 1.0  40.17 
剪定廃棄物   4.9  2.4  49 45-55 1.0  2.40 
その他 (有機性 )  12.4  6.1  49 －  1.0  6.08 
その他 (不燃性 )  38.6  18.9  －  －  －  －  
合  計  203.9  100 －  －  －  70.20 
 
①  IPCC ガイドライン手法を準用して，気象条件が Tropical (MAT>20℃ ) , Moist and 
Wet (MAP ≥1000mm)である場合について，準好気性埋立構造の埋立槽内で生じる
生物分解生成水量の推定を行う場合には，DOC f と MCF の積を 0.8～1.0 とする
と，浸出水量に影響を与える可能性がある 1 年目の浸出水量において試算値と実
験値は近似した。本検討では，嫌気性分解と好気性分解を合わせて計算すること
から，理論的には MCF＝1 と考えられ，DOC f 値が 0.8～1.0 において計算値と実
験値に近似が見られたものと考えられる。特に，DOC f 値が 0.8 の場合，最も実
験値に近い値が得られたことは，好気性領域でリグニンなどが分解されることな
どで説明できると考えられる。また，k 値の設定は廃棄物の種別ごとに IPCC ガ
イドラインで示された値を用いるより，埋立初期に分解の主体となる厨芥ごみの
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値 k=0.4 を用いる場合の方が，浸出水量に影響を与える可能性がある 1 年目の浸
出水量の試算値は，実験値と近い値となった。以上の結果からパラメーターの設
定方法が確立できれば， IPCC ガイドラインの応用が可能になると考えられる。 
 
表 2-2-13 (DOC f×MCF)及び k を変化させた場合の生ごみ生物分解生成水量試算結果  
(DOC f×MCF), 
DDOCm(kg)  
k 
生ごみ生物分解生成水量試算値  (kg) 
1 年目  2 年目  3 年目  4 年目  5 年目  
(DOCf×MCF)=0.8 
DDOCm0=56.16(kg)  
0.07-0.4 9.41 1.08 0.42 0.10 1.02 
0.4 19.55 1.99 0.67 0.13 1.14 
0.284 14.66 1.68 0.64 0.14 1.36 
(DOCf×MCF)=0.9 
DDOCm0=63.17(kg)  
0.07-0.4 10.59 1.22 0.47 0.11 1.14 
0.4 21.99 2.24 0.76 0.15 1.28 
0.284 16.49 1.89 0.72 0.16 1.53 
(DOCf×MCF)=1.0 
DDOCm0=70.20(kg)  
0.07-0.4 11.77 1.35 0.53 0.12 1.27 
0.4 24.44 2.49 0.84 0.16 1.43 
0.284 18.32 2.10 0.80 0.17 1.70 
推定値(kg) 20.57 2.27 1.31 0.30 1.50 
 
 
図 2-2-1 年間生ごみ生物分解生成水量の試算結果比較  
 
②  準好気性埋立構造の場合の DOC f の設定方法については，今後の検討課題であ
るが，DOC f は埋立廃棄物層内の好気性領域の割合に影響されると考えられる。
また，準好気性埋立構造における埋立廃棄物層内の好気性領域は，経時的に変
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化することから，DOC f も経時的に変化すると考えられる。しかし，埋立廃棄物
層内の好気性領域を定量的に推定できる手法は確立されていないため，設定方
法を理論的に確立することは現時点では困難であると考えられる。今後は，実
埋立場でのガス発生量等の実測値や，大型実験槽を用いた実験結果を解析して，
DOC f を推定する必要があると考えられる。  
 
2.4 考 察 
 
IPCC ガイドラインに示された最終処分場からの CH4 発生量推定手法を生ごみの
生物分解過程からの生成水量の予測手法として応用できるか，適用性を検討する
とともに，新６号プラントの実験結果を用いてパラメーターについて検討を行っ
た。検討の結果から以下のことが言える。  
 
2.4.1 有機炭素分解量の FOD 試算値と実験値の近似性 
準好気性埋立構造における生物分解性有機炭素の分解量についてその経時変化
を第 1 節の実験結果を用いて検討する 5)。  
式 (2.1.19),(2.1.20)から，準好気性埋立構造の埋立地で有機物の分解によって発
生した代表的なガス，メタンガス (αm2CH4)及び二酸化炭素 (αm3CO2+βn2CO2)の測定
量から，嫌気性分解した αmol の有機物量及び好気性分解した βmol の有機物量が
推定計算でき，下記式で DDOCｍdecompT が推定できる。  
 
DDOCm decompT=(α+β) CaHbOcNd×(2344×12/54445)= (α+β) CaHbOcNd×0.517 
  (2.2.25) 
本実験で実測された CH4 及び CO2 の発生量から，実験開始から 5 年間の 1 年間
ごとに槽内で嫌気性分解及び好気性分解した有機物分解量及び DDOCm decompT は，
表 2-2-14 に示すように推定される。  
 
表 2-2-14 DDOCm decompT 推定値  
期間 
(年)  
嫌気性分解  (kg)  好気性分解 (kg)  (α+β)CaHbOcNd  
(kg) 
DDOCm decompT  
(kg) αm2CH4  
実測量  
(kg) 
αCaHbOcNd   βn2CO2  βCaHbOcNd  
1 0.62 1.638 68.22 36.013 37.651 19.45 
2 6.05 15.984 21.32 11.255 26.238 14.07 
3 7.48 19.762 21.55 11.376 31.138 16.09 
4 6.45 17.040 15.87 8.378 25.418 13.13 
5 1.78 4.703 8.95 4.725 9.427 4.87 
※DDOCm decomp T：式 (2.2.8)参照   
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DDOCm decompT の推定結果及び指数関数で近似した結果を図 2-2-2 に示す。  
図 2-2-2 から準好気性埋立構造においては，嫌気性分解及び好気性分解でガス化
する生物分解性有機炭素量の年間総量の経時変化は，FOD に近似していないとい
える。  
発生ガスの各年ごとの CO2－CH4 発生量のモル比の割合は，表 2-2-3 に示すよう
に 1 年目は，CO2 が大部分であり，好気性分解が主体であると考えられる。2 年目
以降は嫌気性分解が活発化して，CH4 が増加し，モル比が 27～36％の範囲で，年
ごとに変動している。  
 
図 2-2-2 DDOCmdecompT の経年変化 
 
これは，当初埋立層内に存在した酸素が微生物分解で消費されて，その後酸素
が供給されない領域において嫌気性分解が進行していることを示している。準好
気性埋立構造は，好気性分解領域と嫌気性分解領域が共存していることが特徴で
あるが，この CO2－CH4 発生量のモル比はそれを典型的に示している。  
 準好気性埋立構造では，埋立直後は埋立廃棄物層全体が好気性領域で，好気性
分解が速やかに開始されるが，埋立廃棄物層内の好気性分解で消費される酸素量
と埋立廃棄物層内に供給される酸素量の収支によって，嫌気性領域が生成，拡大
し，嫌気性分解が開始する。つまり，準好気性埋立層内では，異なる分解過程が
時間差で，その領域を変化させながら進行することから，有機炭素の分解速度を，
単純な一次反応式で近似できないのは，当然の結果であると考えられる。  
 第 1 節の研究では，年間生ごみ生物分解生成水量は，1 年目が全体の浸出水量に
対して無視できない量であり，2 年目以降は 1 年目に対して著しく少なくなり全体
の浸出水量に対して無視できる。よって，有機炭素分解量を一次反応式で必ずし
も高い相関で近似できなくとも，1 年目及び 2 年目の生物分解性有機炭素分解量が
有効な精度で推定できれば IPCC ガイドラインの応用は可能であると考えられる。 
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2.4.2 パラメーターの設定方法について  
 IPCC ガイドラインを生ごみの生物分解過程からの生成水量の予測手法として応
用する場合のパラメーターの設定方法とその課題は，以下のように考えられる。  
 
①W は浸出水量の予測段階で把握可能な数値である。  
②DOC は嫌気性埋立と好気性埋立で異なる値でなく，IPCC ガイドライン手法に示
された値を用いても妥当であると考えられる。  
③  DOC f は IPCC ガイドライン手法では嫌気性条件下を前提としており，嫌気性条
件下ではリグニンなどの分解性有機炭素は分解しないか，若しくは非常に分解
が遅いことを踏まえて DOC f=0.5 を勧めているが，準好気性埋立構造の場合に
は，好気性領域でリグニンなどが分解することを考慮すると，DOC f 値は，0.5
以上になると考えられるが，設定について具体的な記述はないため，準好気性
埋立構造の場合の数値設定について検討が必要である。  
④  MCF は IPCC ガイドライン手法では，埋め立てた年において好気性分解し，以
後嫌気性分解しない生物分解性炭素量を割り引くための補正係数であるが，本
研究の場合，廃棄物の生物分解性炭素量の嫌気性及び好気性分解で生物分解す
る全体量の減衰を FOD で仮定して，推定法として応用することを検討している
ことから，理論的には MCF=1.0 とすることは妥当であると考えられる。  
⑤  DDOCm0 は式 (2.2.4)から DOC f 及び MCF が適切に設定できなければ求めること
ができない。  
⑥  k は IPCC ガイドライン手法に廃棄物組成毎に示されているが，準好気性埋立構
造で生ごみ生物分解生成水量を推定する場合に適用可能であるか検討する必要
がある。第 1 節の研究では，年間生ごみ生物分解生成水量は，1 年目が全体の
浸出水量に対して無視できない量であり， 2 年目以降は 1 年目に対して著しく
少なくなるため，全体の浸出水量に対して無視できる。よって， 1 年目の生物
分解性有機炭素分解量が有効な精度で推定できるように k を設定できればよい
と考えられる。試算結果で，厨芥類の k 値（ k=0.4）を用いた場合の方が，1 年
目の生ごみ生物分解生成水量が実験値により近い値が与えられたことは，厨芥
類が埋立廃棄物層内で最も速く分解することに整合していると言える。  
⑦  F(CH4)は，浸出水量予測段階での準好気性埋立構造の場合の F(CH4)の決定方法
は検討課題である。  
 
2.4.3 開発途上国における準好気性埋立構造での生成水量の試算  
開発途上国において準好気性埋立構造を採用した場合の生物分解生成水量の影
響を検討するため，IPCC ガイドライン 1)に示されている，開発途上国が存在する
各地域のデータを用いて，第１節の新 6 号プラントでの実験に開発途上地域の廃
棄物を用いた場合に，生物分解性廃棄物から生成される水分量を試算し，第 1 節
の実験値と比較する。ただし，第 1 節の実験が室内で行われ室温を 20℃以上に保
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っていたこと，注水量が年降水量に換算すると 1,470－1,926mm で 1,000mm 以上
であることから，Tropical (MAT>20℃ ) , Moist and Wet (MAP ≥1000mm)である気象条
件の開発途上国の地域について，試算を行った。ただし，k 値及び (DOC f×MCF)値
は，2.3.2 の試算で近似性が高い k=0.4， (DOC f×MCF)=0.8 とした。  
表 2-2-15 及び表 2-2-16 に各地域のデータを表 2-2-17 に試算結果を示す。  
 
表 2-2-15 都市固形廃棄物組成データ地域初期値パーセント  
地   域  
厨芥
類  
紙類 /段
ボール類  
廃木
類  
繊維類  
ゴム類 /  
皮革類  
プラスチ
ック類  
金属
類  
ガラス
類  
その
他  
アジア  
中央南アジア  40.3  11.3  7.9  2.5  0.8  6.4  3.8  3.5  21.9  
東南アジア  43.5  12.9  9.9  2.7  0.9  7.2  3.3  4.0  16.3  
アフリカ  東アフリカ  53.9  7.7  7.0  1.7  1.1  5.5  1.8  2.3  11.6  
アメリカ  
中央アメリカ  43.8  13.7  13.5  2.6  1.8  6.7  2.6  3.7  12.3  
南アメリカ  44.9  17.1  4.7  2.6  0.7  10.8  2.9  3.3  13.0  
カリブ地方  46.9  17.0  2.4  5.1  1.9  9.9  5.0  5.7  3.5  
Note 1:  Data  are based on weight of wet  waste of MSW without  industria l was te a t  generat ion around year 2000.  
Note 2:  The region -specific values  are ca lculated from national,  partl y inco mplete composit ion data .  The percentages  given  
ma y therefore not  add up to 100%. Some regions ma y not  have data for some was te t ypes -blanks in  the table represent  
missing data .  
※TABLE2.3 MSW composition data by percent -regional defaults, Volume 5, Chapter  21)   
 
表 2-2-16 開発途上地域の DDOCm の計算 
地  域  
廃棄物種別  組成  
(wet-%) 
W 
(wet-kg) 
DOC 
(%) 
DOCf  MCF DDOCm ∑DDOCm  
中央南アジア  
厨芥類  40.3 234.55 15 1.0  0.8  28.15 
65.02 紙類 /段ボール類  11.3 65.77 40 1.0  0.8  21.05 
廃木類  7.9 45.98 43 1.0  0.8  15.82 
東南アジア  
厨芥類  43.5 253.17 15 1.0  0.8  30.38 
74.23 紙類 /段ボール類  12.9 75.08 40 1.0  0.8  24.03 
廃木類  9.9 57.62 43 1.0  0.8  19.82 
東アフリカ  
厨芥類  53.9 313.70 15 1.0  0.8  37.64 
65.99 紙類 /段ボール類  7.7 44.81 40 1.0  0.8  14.34 
廃木類  7.0 40.74 43 1.0  0.8  14.01 
中央アメリカ  
厨芥類  43.8 254.92 15 1.0  0.8  30.59 
83.13 紙類 /段ボール類  13.7 79.73 40 1.0  0.8  25.51 
廃木類  13.5 78.57 43 1.0  0.8  27.03 
南アメリカ  
厨芥類  44.9 261.32 15 1.0  0.8  31.36 
72.62 紙類 /段ボール類  17.1 99.52 40 1.0  0.8  31.85 
廃木類  4.7 27.35 43 1.0  0.8  9.41 
カリブ地方  
厨芥類  46.9 272.96 15 1.0  0.8  32.76 
69.23 紙類 /段ボール類  17.0 98.94 40 1.0  0.8  31.66 
廃木類  2.4 13.97 43 1.0  0.8  4.81 
※ただし，全充填廃棄物湿潤重量：582.0kg 
 
表 2-2-17 開発途上地域生物分解生成水量の試算結果    単位:kg 
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区分  DDOCm0  1 年目  2 年目  3 年目  4 年目  5 年目  
実験値  56.16  20.57 2.27 1.31 0.30 1.50 
中央南アジア  65.02  24.18 7.58 5.08 3.40 2.28 
東南アジア  74.23  27.61 8.65 5.80 3.89 2.61 
東アフリカ   65.99  24.54 7.69 5.16 3.46 2.32 
中央アメリカ  83.13  30.92 9.69 6.49 4.35 2.92 
南アメリカ  72.62  27.01 8.46 5.67 3.80 2.55 
カリブ地方  69.23  25.75 8.07 5.41 3.63 2.43 
※ k=0.4, DOC f×MCF=0.8 
 
これらの結果から以下のことが言える。 
１年目の生物分解生成水量は第１節の実験値では，20.57kg であったのに対して,
第１節の実験と同一条件で，開発途上国の平均的な都市固体廃棄物を用いて行っ
た場合の試算値では，24.18～30.92kg となり，実験値に比べて生物分解生成水量
は多かった。このことから，準好気性埋立構造を開発途上国に適用する場合にお
いて浸出水量を推定する際に，生物分解生成水量を無視することはできず，その
量の推定法の確立が必要であると考えられる。  
 
2.5 まとめ 
 
本研究の成果として以下のことが明らかになった。  
(1)IPCC ガイドラインに示された廃棄物処分場からの CH4 発生量推定手法は，準
好気性埋立構造における生ごみ生物分解過程から生成する水分量の予測に応用
できる可能性がある。ただし，各パラメーター，DOC f，k 等の適切な設定方法に
ついて確立していく必要がある。  
(2)現時点では，精度を評価することはできないが，IPCC ガイドラインに示された
ごみの組成などの基本的なデータを用いて，開発途上国で準好気性埋立構造を
適用する場合における，生物分解生成水量の推定が可能である。 
(3)開発途上国で準好気性埋立構造を採用する際の生物分解生成水量推定の精度
を高めるためには，最終処分場が立地する地域のごみ組成，気象条件等の下で，
大型実験槽を用いた実験を行って，より現地の状況に合った各パラメーター値
を設定することが必要である。 
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第３章 生ごみ由来浸出水の発生量予測手法に関する研究 
 
第1節 生ごみ由来の浸出水量の評価  
 
1.1 はじめに 
 
開発途上国の最終処分場の改善のため，準好気性埋立構造に関する国際技術協
力を実施する場合，近年，浸出水処理設備についても併せて整備する案件が増加
してきていることから，生ごみ由来の浸出水量を計画段階で予測できる手法の開
発が必要となっている。  
筆者らはこれまで，1992 年 10 月 23 日に開始した，生ごみを充填した準好気性
埋立構造の大型埋立実験槽（新 6 号プラント，以下，｢実験槽｣と略す。）での実験
データを解析し，第 1 段階として第 2 章の第１節で生ごみ主体の準好気性埋立構
造における生ごみ生物分解過程から生成する水分量（生ごみ生物分解生成水量）
は，埋立条件によっては，埋立初期には水収支において無視できないことを明ら
かにし，第 2 章第 2 節では，生ごみ生物分解生成水分量の予測手法として， IPCC
ガイドラインに示された廃棄物処分場からの CH4 発生量推定手法が応用できる可
能性があることを明らかにした。 
本章では，第 2 段階として，生ごみ生物分解生成水を含む生ごみ由来の水分量
が，生ごみ主体の準好気性埋立構造から発生する浸出水量に与える影響について
実験槽のデータを解析し推定評価を行った。さらに，第 3 段階として，これまで
の研究成果と既存の知見に基づいて，準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸
出水の発生メカニズムについて分析し，生ごみ主体の準好気性埋立構造における
生ごみ由来の浸出水量予測手法の開発に向けた考察を行った。  
  
1.2 新 6 号プラントのデータの解析 
 
1.2.1 解析手法 
新 6 号プラントの実験データを第 2 章第 1 節 1.3 解析方法によって，さらに再
解析して，準好気性埋立槽から生ずる生ごみ由来の浸出水量を評価する。 
本節では，埋立層における水収支に基づいて，降水由来の浸出水量及び生ごみ
由来の浸出水量をそれぞれ式 (3.1.1)及び (3.1.2)のように設定し，新 6 号プラントの
データの解析を行った。  
 
降水由来の浸出水量 Q i ,T＝注水量 Wi ,T－蒸発量 We,T          (3.1.1) 
 
生ごみ由来の浸出水量 Qw,T＝全浸出水量 W f ,T－降水由来の浸出水量 Q i ,T (3.1.2) 
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また，生ごみ由来の浸出水量の全浸出水量に対する割合を生ごみ由来浸出水量
負荷率と呼び，式 (3.1.3)で求める。  
 
生ごみ由来浸出水量負荷率＝生ごみ由来の浸出水量 Qw,T／全浸出水量 Wf ,T   (3.1.3) 
 
解析に当って，式 (2.1.21)及び式 (2.1.22)中の C f ,T（流出 SS 累計量）については，
SS 量に比較して，浸出水に溶解して流出する物質量（蒸発残留物量）が，無視で
きない（5 年間の流出 SS 累計量 1.3kg，蒸発残留物累計量 16.0kg）ことから，浸
出水の蒸発残留物累計量を加算して計算を行った。  
 
1.2.2 解析結果 
実験データを解析して得られた年単位の計算結果を表 3-1-1 及び表 3-1-2 に，ま
た，槽内水分（保有水）量等の月単位の計算結果を表 3-1-3 に示す。なお，本実験
において，47 ヶ月目以降の沈下量測定が定期的に行われなかったことから，解析
において沈下量が必要な経時変化は 47 ヶ月目までを示す。 
 
表 3-1-1 年間の生ごみ由来の浸出水量及び負荷率 
期間  
(年目 ) 
浸出水量
W f (L) 
注水量  
W i  (L)  
蒸発量  
We  (kg) 
生物分解生成
水量＊ (kg) 
生ごみ由来浸出
水量 Qw (kg) 
生ごみ由来浸出水量
負荷率 (%) 
1 311.20 324.60 60.12 20.57 46.72 15.0 
2 352.30 355.90 40.49 2.27 36.89 10.5 
3 353.80 341.10 26.99 1.31 39.69 11.2 
4 276.10 271.60 15.46 0.30 19.96 7.2 
5 331.20 352.70 27.83 1.50 6.33 1.9 
*：第 2 章第 1 節表 2-1-7 を参照  
 
表 3-1-2 年間浸出水量の経時変化 
経過  
年数  
注水量  
(kg) 
浸出水量  
(kg) 
生ごみ由来浸
出水量 (kg) 
廃棄物層由来  
浸出水量  (kg) 
廃棄物層由来
比率 (%) 
生物分解生成水
由来比率 (%) 
１年目  324.60 311.20 46.72 26.15 56.0 44.0 
２年目  355.90 352.30 36.89 34.62 93.8 6.2 
３年目  341.10 353.80 39.69 38.38 96.7 3.3 
４年目  271.60 276.10 19.96 19.66 98.5 1.5 
５年目  352.70 331.20 6.33 4.83 76.3 23.7 
 
解析の結果，生ごみ由来の浸出水量負荷率は，１年目が最大で 15.0％で，かつ
４年目までは 7.2％以上であり無視できないと考えられる。５年目は急激に減少し
て無視できる状況である。  
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検討の結果，以下のことが言える。  
①  生ごみ由来の浸出水量は，全浸出水量に対して埋立初期の 4 年間において   
約 10％程度で，その後減少する。  
②  槽内の水分量は，徐々に減少して行き，ほぼ 4 年間で安定傾向になる。  
③  高含水率の埋立廃棄物が持ち込んだ水分や生物分解生成水からなる生ごみ
由来の浸出水は 4 年間流出することから生ごみ由来の浸出水量が無視でき
ないと考えられる。  
④  表 3-1-1 及び表 3-1-4 から生ごみ由来浸出水量は，1 年目は生物分解生成 
水由来比率が 44.0%で，廃棄物層由来が 56.0%で，１年目においても，沈
下量が大きいことによる埋立廃棄物層内から流出する浸出水が多かった。
２年目から４年目までは，生物分解生成水由来の比率が 10%未満となり，1
年目の生ごみ由来量の寄与が大きいが，2 年目以降は，ほとんど廃棄物層の
沈下由来の浸出水となっている。  
 
表 3-1-3 槽内水分(保有水)量・容積含水率の経時変化 
経過
日数  
付加水量 (kg)・a 排出水量 (kg)・b 
保有水量 **  
(kg) 
埋立層  
体積  
(m 3)  
容積  
含水率  
(vol%)  
注水量  
W i ,T   
生物分解
生成水量  
合計  
浸出水量  
W f ,T  
蒸発量
We,T 
-流出 SS
量 C f ,T 
合計  Ww＋ a－ b  
0 0 0 0  0 0 0 0 378.1＊  0.838 45.12 
363 324.60  20.57 345.17  311.20 60.12 11.96 359.36 363.91  0.624 58.32 
727 680.50  22.84 703.34  663.50 100.61 14.46 749.65 331.79  0.565 58.72 
1091 1021.60  24.15 1045.75  1017.30 127.60 15.19 1129.71 294.14  0.516 57.00 
1464 1293.20  24.45 1317.65  1293.40 143.06 16.18 1420.28 275.47  0.473 58.24 
1818 1645.90  25.95 1671.85  1624.60 170.89 17.14 1778.35 271.60  0.453 59.96 
＊生ごみとともに運び込まれた水分量（充填時保有水量）＝充填重量－乾燥重量＝ 582.0－ 203.9＝ 378.1(kg)  
＊ ＊槽内水分（保有水）量＝充填時保有水量＋注水量＋生物分解生成水量－浸出水量－蒸発量＋流出 SS 量  
 
 
1.3 開発途上国の廃棄物を用いた場合の影響 
 
1.3.1 検討方法 
IPCC(The Intergovernmental Panel on Climate Change )でまとめられた，開発途上国
が存在する各地域の都市ごみの組成データ及び各組成中の乾燥物質割合 2)を用い
て，各地域の生ごみを本実験槽に充填した場合の厨芥類の量（乾燥重量ベース）
を推計することによって，生ごみ由来の浸出水量への影響を評価した。  
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1.3.2 検討結果 
表 3-1-4 の最下段に示した本実験で用いた生ごみ中の厨芥類の量（乾燥重量ベー
ス）は，開発途上国の生ごみに比べて，概ね 2 分の 1 程度であり，開発途上国の
生ごみで実験を行った場合には，生ごみの生物分解過程からの生成水量は増加し，
生ごみ由来の浸出水量の負荷率が高まると考えられる。  
また，本実験における注水量は年間降水量に換算すると 1470～1926mm であるが，
開発途上国には年間降水量が 1000mm 以下になる場合があり，その場合は本実験値
より生ごみ由来の浸出水量の全浸出水量に対する割合は大きくなることになり，
生ごみ由来の浸出水量はさらに無視できないと考えられる。  
 
表 3-1-4 世界各地の都市固形ごみで実験槽を充填した場合の厨芥類推定量 
世界の地域  
MSW*中の厨芥類
比率  (%) 
(湿潤重量ベース ) 
(A) 
厨芥類推定量  
(湿潤重量ベース ) 
(kg) 
(582.0**×A＝B) 
厨芥類推定量  
(乾燥重量ベース)  
(kg) 
(B×0.4***) 
アジア  
南中央アジア  40.3 234.5 93.8 
東南アジア  43.5 253.2 101.3 
西アジア及び中近東  41.1 239.2 95.7 
アフリカ  
東アフリカ  53.9 313.7 125.5 
中央アフリカ  43.4 252.6 101.0 
北アフリカ  51.1 297.4 119.0 
西アフリカ  40.4 235.1 94.0 
アメリカ  
中央アメリカ  43.8 254.9 102.0 
南アメリカ  44.9 261.3 104.5 
カリブ地方  46.9 273.0 109.2 
実験値  
27.8 
(乾燥重量ベース )  
全体量 203.9 
(乾燥重量ベース )  
56.7 
(乾燥重量ベース)  
* ： Table 2.3 MSW composit ion data by percent -regional defaults in 2006 IPCC 
Guidelines for Nat ional Greenhouse Gas Inventor ies 2 )参照 
**：表 2-1-1 参照 
***：Table 2.4 Default dry matter content, DOC content, total carbon content 
and  fossil carbon fract ion of different  MSW components,  Dry matter 
content in % of wet weight of food waste  in 2006 IPCC Guidelines for Nat iona l 
Greenhouse Gas Inventories2)参照 
 
 
1.4 まとめ 
 
本研究によって，以下の結論を得ることができた。  
生ごみを充填して行った準好気性埋立構造の大型埋立実験槽（新 6 号プラント）
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の物質収支データを用いて，埋立廃棄物層内部の主要な物質変換である有機物生
物分解過程に関する既往の知見に基づき，化学量論的に関連する物質量の推定法
を考案し，この推定法に基づいて実験データを解析した。その結果，本実験にお
いては，生ごみ由来の浸出水量は，埋立当初 1 年間は降水由来の浸出水量に対し
て約 15％，2～4 年目は 7.2～11.2％で，5 年目は著しく減少することがわかった。
また，生ごみ由来の浸出水量の降水由来の浸出水量に対する比率は，本実験の場
合に比較して，易分解性廃棄物の割合が大きいほど，埋立ごみの含水量が多いほ
ど高くなること，さらに，生ごみ由来の浸出水量の負荷は，年間降水量が 1000 ㎜
以下の地域においては年間の降水由来の浸出水量が減少することから，生ごみ由
来の浸出水量の負荷は埋立条件によっては，浸出水量を予測する際には無視でき
ないと言える。  
以上の研究により，開発途上国において準好気性埋立構造の生ごみ主体の最終
処分場を計画する場合，生ごみ由来の浸出水量は，埋立条件によっては浸出水量
の予測にあたって無視できないことを定量的に明らかにできた。   
 
 
 
 
 
 
引用文献 
1) 田中信壽：環境安全な廃棄物埋立処分場の建設と管理 , 技報堂出版 , p.199 (2000) 
2) IPCC (2006)：2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories , Volume 5, 
Chapter 2, p.2.12,p.2.14 (2006)  
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第 2 節 生ごみ由来の浸出水の発生メカニズムに関する考察  
 
2.1 はじめに 
 
筆者らはこれまで， 1992 年 10 月 23 日に開始した，生ごみを充填した準好気性
埋立構造の大型埋立実験槽（新 6 号プラント，以下，｢実験槽｣と略す。）での実験
データを解析し，第 1 節で，生ごみ由来の浸出水量の影響は，埋立条件によって
は，埋立初期には無視できないことを明らかにした。  
本研究では，これまでの研究成果と既存の知見に基づいて，生ごみ由来の浸出
水の浸出現象について考察し，生ごみ主体の準好気性埋立構造における生ごみ由
来の浸出水を考慮した浸出水量予測手法の開発に向けた検討を行った。  
 
2.2 生ごみ由来の浸出水発生メカニズムに関する研究課題  
 
George Tchobanoglous らは，埋立地から発生する浸出水発生メカニズムについて
以下のように考察している 4)。  
 
埋立地に入る水の内，生物分解過程で消費されず，かつ蒸気として存在するも
の以外は，埋立地内に保持されているか，浸出水として現れるかである。廃棄物
と覆土材は両方とも，重力に抵抗して水を保持する能力を持っている。重力に抵
抗して保持することのできる水分量を，現場容水量という。埋立層内水分量が埋
立層現場容水量を超えたとき，その超えた分が浸出水量となる 4)。  
 
George Tchobanoglous らの考察は，欧米で主流である嫌気性埋立を前提としてい
ることから，埋立層内の水分は，生物分解過程で消費されるとしている。一方，
準好気性埋立では，これまでの研究の結果から生物分解過程で水分が発生し，浸
出水化していることが明らかになっている。このため浸出水量予測手法を検討す
るには，この浸出水化現象を明らかにする必要がある。  
廃棄物層内の水分の存在形態としては，吸着水，毛管水，重力水に区分できる。
このうち重力水のみが，重力により埋立廃棄物層内を自由に移動できる水のこと
で，降雨や給水で下降していく水であり，浸出水となる水と考えられる 5)。  
また，田中らの実験 6)によると，浸出水の流出は，不飽和浸透流として生じると
考えられることから，余剰となった浸出水は，埋立層から速やかに排除されると
考えられる。すなわち，埋立廃棄物の含水率，埋立廃棄物層の現場容水量及び層
内不飽和水の脱水メカニズムが明らかになれば，脱水による浸出水量の予測が可
能となる。  
実際の埋立地では，埋立廃棄物が搬入され埋め立てられる過程で，敷き均し締
め固められ，含有水分が脱水し，既に埋め立てられている廃棄物層に浸透してい
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く。また，埋め立て中においても，即日覆土がなされることを前提とすると，表
面からの排水や蒸発は無視できると考えられる。  
よって，埋立直後の現場容水量を超えた埋立廃棄物中の水分は，雨水と同様に
廃棄物層に侵入し，重力水となって流下し，浸出水化すると考える方が実務上安
全側になる。 
以上の実埋立場の現状を踏まえた考察に基づき，準好気性埋立構造の埋立地に
おける生ごみ由来の浸出水発生メカニズムについて推定すると，図 3-2-1 のよう
になると考えられる。図 3-2-1 中の浸出水は，廃棄物とともに運び込まれる水（Ww）
に，廃棄物分解に伴う生成する水（Wc）が加わり埋立層に蓄積される水分が現場
容水量と比較して，有意に大きな場合に発生することを表現している。このよう
に埋立層内水分量（Ww＋Wc）が埋立廃棄物層の現場容水量を超えたとき，その超
えた量が浸出水量（Qw）となると考えられる。  
 
 
 
《埋立廃棄物層》  
      
NO 
 
 
                             
YES 
                
 
図 3-2-1 生ごみ由来の浸出水発生メカニズム推定図 
 
一般に，廃棄物は水分を吸着する能力を有しており，また，廃棄物粒子間には
毛管間隙も存在することから保水力を有している。このため，図 3-2-1 に示した含
水率が現場容水量より小さい場合は，含水率が現場容水量に達するまで，降水の
一部を吸収して浸出水量を減少させる効果が逆にあると考えられている 2)。しかし，
花嶋らが行った実験では，表 3-2-3 に示すように，準好気性埋立構造の生ごみ埋立
地の場合，廃棄物の埋立直後 3 ヶ月間において，浸出率はやや小さくなっている
が，その後は一定した浸出率となっている。このことから，生ごみ埋立の場合，
一概に廃棄物層の保水力による浸出水流出緩衝力は期待できないと考えられる。
つまり，生ごみ埋立でも，充填ごみの含水率が低い場合は，埋立初期の段階では
浸出率は小さいが，この浸出水流出緩衝力は，計画，設計上はわずかな余裕とし
て無視できると考えられる。  
以上のことから，準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸出水量について，
廃棄物とともに運び込まれる水 Ww 
廃棄物分解に伴う  
分解生成水 Wc  
（降雨に伴う浸透水） 
浸出水 Qw 
埋立廃棄物
層内保持  
容積含水率＞現場容水量  
保有可能水量＝層体積×現場容水量  
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そのメカニズムを検討する場合，次の点を明らかにする必要がある。  
(a)廃棄物の含水量と保水能力，現場容水量との関係  
(b)廃棄物有機分の分解量と生物分解生成水量の関係  
(c)廃棄物層の沈下と保水量の関係  
(d)降水由来の浸出水発生メカニズムと生ごみ由来浸出水発生メカニズム間の  
独立性 
(e)積み増しによる影響  
 
(b)については，第２章第 1 節で生物分解性廃棄物の分解により生成する水分量は，
埋立条件によっては無視できないことを明らかにした。また第２章第 2 節で，既
存のデータを用いて年単位の生物分解性廃棄物の分解により生成する水分量の予
測手法を提案している。これらの成果に基づき，生ごみ生物分解由来の水分量の
推定は可能である。  
 図 3-2-1 で表現されるメカニズムは，降水による水分に影響されない埋立層部分
の現象を表現していると言える。この部分には，生ごみ生物分解生成水が吸着水，
毛管水として留まり，時間を掛けて容積含水率を現場容水量まで高めていると考
えられる。  
 生ごみ由来の浸出水発生メカニズムに関する残った課題を解明するため，新 6
号プラント及びその他の既存データを用いて解析を行った。 
 
2.3 既往実験データを用いた課題の解明 
  
実処分場での浸出水の制御に当たっては，浸出水の日単位の時系列での発生量
を予測しておく必要がある。生ごみ生物分解から生ずる浸出水の時系列的な予測
方法について検討するため，第 2 章で物質収支が解明できた新 6 号プラントの実
験で得られたデータを主体とする既往の実験結果を再検討して，生ごみ由来浸出
水の発生メカニズムの現象を確認する。  
 
2.3.1 廃棄物の保有水量と保水能力及び現場容水量との関係  
(1) 槽内水分（保有水）量（WmT）の変化 
実験槽内の水分 (保有水 )量の経時変化は，図 3-2-2 に示すようになった。  
図 3-2-2 から槽内水分（保有水）量は，当初の 6 ヶ月間を除き基本的に時間の経
過に伴い減少傾向が継続しており，保有水が浸出水とし槽外へ流出する現象が生
じている。  
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図 3-2-2 槽内水分（保有水）量の経時変化  
 
(2) 埋立廃棄物層の容積含水率の変化  
図 3-2-2 に示した推定された槽内水分（保有水）量と実測した沈下量に基づい
て，埋立廃棄物層の容積含水率を計算すると，図 3-2-4 のような経時変化となった。 
          
図 3-2-4 埋立層の容積含水率の経時変化 
 
図 3-2-4 から容積含水率は，実験開始から 12 ヶ月目まで増加しているが，12 ヶ
月目以降は 33 ヶ月目までは約 58～59vol％でほぼ一定であった。その後 33 ヶ月目
40 
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60 
65 
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以降はやや減少し，56～58vol％程度で推移していた。  
 
(3)現場容水量に関する考察  
覆土層・廃棄物層は固体・水分・ガスの 3 相からなる。降水による水分の浸入，
蒸発によってこれらの 3 相の存在容積は変化する。水分の存在形態には，①吸着
水：廃棄物の表面に固く結合して薄膜を形成している水のことで毛管力や重力に
よって移動しない。②毛管水：毛管力によって保持される水で廃棄物間隙中に存
在し排水良好な廃棄物層内でも重力に抗して残存できる。これが地下水と直接連
絡しない場合を不着水といい，不着水は廃棄物間の凹部に存在する傾向にある。
③重力水：重力により廃棄物間を自由に移動できる水のことで降水や給水で下降
していく水，不透水層に達して停滞または流動する水を含み，また通気性を害す
るため排水の対象となる。十分な降水・給水後，層内不飽和水分の下降運動がほ
とんど停止したときの水分量が現場容水量といわれる 1)。図 3-2-4 から，埋立廃棄
物層の容積含水率は，埋立初期から 12 ヶ月経過時点までの増加期，12 ヶ月経過時
点以降の安定期に区分される。安定期の容積含水率が現場容水量と考えられる。
その値は約 58%である。  
Stone[1990］はごみ成分の吸収水量を詳細に研究していて，その後の多くの研究
者の初期含水率と現場容水量の関係を表 3-2-1 のようにまとめている 1)。これらの
事例は，全て嫌気性埋立層の場合であるが，現場容水量は， 20 から 50vol%程度と
考えられる。実験結果は，これらの事例よりも大きな値となった。  
 
表 3-2-1 廃棄物の現場容水量例 1) 
湿かさ密度  
[t･m3] 
乾かさ密度  
[t･m3] 
初期含水率  
[vol%] 
現場容水量  
[vol%] 
出  典  
0.314 －  16.0 30.2 Rovers et al.（1973）  
0.479 0.312 16.7 31.8 Walsh et al. （1979）  
0.473 0.308 16.5 40.4 Walsh et al. （1981）  
0.390 0.303 8.3 36.7 Wigh（1979）  
0.334 0.282 5.2 34.2 Fungaroli（1979）  
 
嫌気性埋立ごみ層では，層内に存在する吸着水と毛管水が生物分解性有機物の
嫌気性分解で消費される。他方，好気性埋立ごみ層では，生物分解性有機物の好
気性分解で水分が発生することから，ごみに吸着した水分，毛管水として残った
水分は，容積含水率を増加させる効果がある。以上のことから，準好気性埋立構
造での本実験の埋立廃棄物層の現場容水量は，これまで嫌気性埋立層で調査され
た現場容水量より大きな値となったと考えられる。  
生ごみ主体の埋立層は，空隙が多いため，容積含水率は降水で速やかに増加し
一定値に達しそうであるが，容積含水率が一定の値で安定するまでに，約 12 ヶ月
かかっている。これは，降水が埋立層に均等に浸透していないことを示している。
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埋立層全体が一定の容積含水率に達するためには，降水だけでなく，生物分解生
成水の発生に伴い，埋立層内の吸着水，毛管水が増加することが必要であると考
えられる。このことから，既存の処分場の埋立層で現場容水量を調査する場合は，
埋立後 1 年以上経過し，4 年までの埋立層で試料を採取することが必要であると考
えられる。  
 
(4)容積含水率と浸出水量の関係  
新 6 号プラントの充填時容積含水率を計算すると以下のようになる。  
 
100
4/)9.837500(14.35.48
1000203.9-581.95
100
(vol)
(vol)
2




）（
＝
充填容積
含水量
充填時容積含水率＝ ＝45.1＜57(vol%) 
(3.2.1) 
図 3-2-4 から実験槽の充填時容積含水率は 45.1vol%で，現場容水量と考えられ
る約 58vol%より小さいことから，埋立当初には脱水現象は生じていないと考えら
れる。また，容積含水率が 45.1vol％から現場容水量の 58vol％程度に達するまで，
埋立廃棄物層が降水由来の浸透水の一部を吸収して保有水を増加させ，浸出水量
を減少させる効果があると考えられ，この期間の実際の浸出水量は，容積含水率
を考慮しない従来の手法で予測される浸出水量より少なくなると考えられる。ま
た，12 ヶ月目までは埋立廃棄物層の容積含水率が増加するため降水由来の浸出水
量が抑制されることで，相対的に生ごみ由来の浸出水量の割合が高くなったと考
えられる。 
  
2.3.2 廃棄物層の沈下と保水量の関係 
(1) 沈下量の推移  
実験槽での沈下量の月単位の経時変化は，図 3-2-3 に示すようになった。 
図 3-2-3 から沈下量は埋立直後１月間に 72.6cm 沈下した後，12 ヶ月目までは急
速に沈下が進み，その後やや緩やかになったものの沈下は継続した。  
 
(2)沈下量と保有水量の関係  
図 3-2-2 及び図 3-2-3 から，槽内水分（保有水）量は，6 ヶ月目までは沈下によ
って埋立層体積が縮小しているにも関わらず，槽内水分（保有水）量は減少して
いない。これは，埋立層体積の縮小に対応して容積含水率が増加していることに
よると考えられる。6 ヶ月目～12 ヶ月目までは沈下量が一定の割合で増加してい
るが，容積含水率の増加がやや緩やかになったことから，保有水の減少が生じた
と考えられる。  
図 3-2-3 及び図 3-2-4 から埋立当初の急激な沈下と同時に，容積含水率は上昇す
るが，ほぼ 12 ヶ月目以降，容積含水率は約 58％付近でほぼ一定であると言える。
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容積含水率が一定であることから埋立廃棄物層の沈下に伴う容積減少による保有
水の浸出水化が，埋立当初（およそ 4 年間）に生ごみ由来の浸出水が多い原因の
一つであると言える。  
 
 
図 3-2-3 沈下量の経時変化  
 
図 3-2-3 から，埋立廃棄物層は吸着水及び毛管水として保水力があるため 5)，容
積含水率が現場容水量より小さい場合は，容積含水率が現場容水量に達するまで，
降水水の一部を吸収して浸出水量を減少させる効果が逆にあると考えられる 1)。本
実験の場合は，その効果は，沈下が急激に生じているにも関わらず槽内水分量が
減少していない埋立直後 6 ヶ月間に典型的に表れていると考えられる。  
 以上のことから生ごみの場合は，埋立廃棄物層に空隙が多いため，過剰水分は
速やかに流出し，その後は現場容水量で含水率（容積％）がほぼ一定で推移する
と考えられる。層内不飽和水の脱水現象は，主に廃棄物の沈下により生じる埋立
槽全体の体積減少に伴って進捗する。 
 
(3)埋立廃棄物層の単位体積質量（湿潤）の変化  
 実測した埋立廃棄物質量（湿潤）及び沈下量に基づいて，埋立廃棄物層の単位  
体積質量（湿潤）を計算すると，図 3-2-5 のような経時変化となった。  
 
図 3-2-4 の容積含水率の経時変化及び図 3-2-5 の単位体積質量の経時変化から埋
立廃棄物層の変化は，以下の 3 つの期間に区分することができる。  
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    図 3-2-5 新 6 号プラント槽内充填物単位体積質量（湿潤）の経時変化 
 
①容積含水率増加期：埋立当初から 12 ヶ月経過時点までで，容積含水率が増加す
ることで，沈下に伴う脱水現象は緩和されていると考えられる。容積含水率の
増加は，層内における吸着水と毛管水の増加により生ずると考えられるが，付
着水は生物分解生成水の発生過程による水分，毛管水については沈下に伴う埋
立廃棄物層内の間隙が狭まることにより毛管水を保持できる間隙の増加が，要
因と考えられる。つまり，自重による沈下に伴い厨芥以外のものがマトリック
スを形成するとともに，マトリックスの稠密化が進んでいる期間と考えられる。
沈下に伴い徐々に層の構造が変化して，その厨芥はマトリックスを形成する廃
棄物の空隙に存在する形態となると考えられる。  
②容積含水率安定期：12 ヶ月経過時点から 32 ヶ月経過時点までで，容積含水率が
ほぼ一定である期間，そのため，沈下に伴う脱水は，埋立廃棄物層の沈下量に比
例して生ずる。層内構造としては，マトリックスは安定化しておりマトリックス
内の生物分解性有機物の分解が進んでいる期間と考えられる。自重による圧縮力
で間隙は狭小化するものの，生物分解性有機物が分解して消滅することで空隙が
増すことで，密度としては減少していくと考えられる。  
③  容積含水量減少期：32 ヶ月経過時点から 47 ヶ月経過時点までで，容積含水率が
減少する期間。その原因として，嫌気性分解が安定期に入って付着水若しくは毛
管水が嫌気性分解のため消費され，②の安定期に比べて付着水が減少しているこ
とが考えられる。また，単位体積質量の減少から水分を保持できる有機物質が減
少していると考えられることや，それに伴う間隙幅の拡大化が毛管水を減少させ
たことが，減少の原因と考えられる。容積含水率の減少に伴い沈下に伴う浸出水
量も減少する。  
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2.3.3 降水由来浸出水と生ごみ由来浸出水の発生メカニズム間の独立性 
図 3-2-2，図 3-2-3 及び図 3-2-4 から，埋立層の容積含水率は充填直後を除き大
きな変化がない状態で，沈下量の増加に伴う埋立廃棄物層体積の減少に伴って槽
内水分（保有水）量が減少し浸出水化している。生ごみ由来浸出水量は，図 7 に
示すように生ごみとともに運び込まれる水（Ww）に，生ごみ生物分解に伴い生成
する水（Wc）が加わり，埋立廃棄物層の容積含水率が現場容水量と比較して，大
きな場合に，その超えた分が浸出水となると考えられる。  
生ごみ主体の埋立層は，空隙が多いため，容積含水率は降水で速やかに増加し
一定値に達しそうであるが，図 3-2-4 に示された実験槽の容積含水率の推移から，
容積含水率が現場容水量と考えられる値まで達するまでに，実験開始後 12 ヶ月を
要しており，このことは，降水による水分は，埋立廃棄物層内に一様に浸透する
のではなく，ある限定された経路（水道）を重力水として流下し，経路（水道）
付近で吸着水や毛管水として残留できなかった水分は全て浸出水化していると考
えられる。このことから，生ごみ由来の浸出水と降水由来の浸出水の流出メカニ
ズムは異なっていると考えられる 5)。さらに，容積含水率が現場容水量と考えられ
る値まで達するまでに，実験開始後 12 ヶ月を要しており，経路（水路）付近で吸
着水や毛管水として残留する降水由来の水分はごく少ないと考えられる。  
また，降水（注水）量は月単位で変動させているが，図 3-2-4 から埋立層の容積
含水率に大きな変動がないことから，降水由来の浸出水と，生ごみ由来浸出水の
発生メカニズムは異なり，互いにほぼ独立したものとして考えることができると
言える。  
 
2.3.4 積み増しによる影響 
 積み増しに関する実験を行った 10 号プラントの実験結果を検討する。 
10 号プラントによる実験の結果，①積み上げによる絞り出し現象はなかった。
②逆に積み増すことによって浸出水の流出が抑制された。③積み増し前の浸出率
に戻るのに，積み増し後 4 ヶ月要している。  
 
生ごみ埋立でも，充填ごみの含水率が低い場合には，埋立初期の段階では浸出
率は小さい。しかし，浸出率が小さいのは埋立当初の 3 ヶ月程度であり，計画，
設計上はわずかな余裕として無視できると考えられるが，この現象は，積み増し
で絞り出される浸出水量と相殺される場合もあると考えられる。この点について
は，これまでの知見だけでは考察ができず，さらなる研究が必要と考えられる。  
以上のことから，積み増す場合は，各層ごとに脱水量を求め，単純合計するこ
とで全体量を求めることが実務上は安全側であると考えられる。  
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表 3-2-2 10 号プラント実験条件（すべて準好気性埋立構造） 3) 
実験槽  
番号  
充填量  
(kg) 
湿潤密度  
(t/m3) 
ごみの  
性状  
ごみ組成（％）  
№Ⅰ  1506.6 0.75 －   モミガラ 9％  
人工ごみ   下水汚泥 83％，砂 8％  
      熱灼減量 28％  
№Ⅱ  1506.6 0.74 －  
№Ⅲ  1506.6 0.77 －  
№Ⅳ  1234.6 0.65 破砕  生ごみ：可燃分 82.3%，不燃分 17.7％  
<積み増し後> 
実験槽  
番号  
充填量  
(kg)  
湿潤密度  
(t/m3) 
ごみの  
性状  
ごみ組成（％）  
№Ⅰ  1902.6 0.84 ー        モミガラ 9％  
人工ごみ  下水汚泥 83％，砂 8％  
      熱灼減量 31％  
№Ⅱ  1902.6 0.79 －  
№Ⅲ  1902.6 0.79 －  
№Ⅳ  1638.0 0.86 破砕  生ごみ：可燃分 96％，不燃分 4％  
 
表 3-2-3 10 号プラント浸出液量の浸出率の経時変化 3) 
経過月数  
（ヶ月）  
散水量  
（L）  
№Ⅰ槽  №Ⅱ槽  №Ⅲ槽  №Ⅳ槽  
№Ⅰ～Ⅲ槽
平均値  
差  
3 625.0 19.0 14.8 10.0 38.3 14.6 23.7 
4 262.5 48.7 52.9 47.8 65.1 49.8 15.3 
5 250.0 55.6 67.0 66.6 70.6 63.1 7.5 
6 162.5 55.2 67.2 62.6 69.1 61.7 7.4 
7 215.5 68.0 78.4 81.4 90.5 75.9 14.6 
8 125.0 64.4 68.1 70.6 80.6 67.7 12.9 
9 375.0 81.3 87.0 85.7 91.6 84.7 6.9 
10 125.0 74.3 76.2 72.8 89.6 74.4 15.2 
11 375.0 65.8 64.4 61.3 83.0 63.8 19.2 
平均   59.1 64.0 62.1 75.4   
ごみ積み増し  
12 75.0 0 0 0 0 0 0 
13 325.0 9.3 7.8 4.4 62.8 7.2 55.6 
14 287.5 12.6 13.8 9.3 61.8 11.9 49.9 
15 575.0 36.6 35.1 31.8 66.7 34.5 32.2 
16 475.0 62.6 65.9 57.3 76.9 61.9 15.0 
17 525.0 70.3 73.7 58.2 76.2 67.4 8.8 
18 525.0 72.0 73.3 65.1 76.2 70.1 6.1 
19 425.0 71.1 69.8 61.9 72.1 67.6 4.5 
平均   41.8 42.4 36.0 61.6   
※＜降雨条件＞ :・昭和 53 年９月２日から 9 月 30 日：年間平均日降雨量（5 ㎜ /日）
の２倍量を連日散水  
・昭和 53 年 10 月２日から昭和 54 年１月 20 日：年間平均日降雨量
（5 ㎜ /日）相当を連日散水  
・昭和 54 年１月 23 日から５月 31 日：日降雨量 50 ㎜ /日相当を 10
日に１回散水  
 
2.4 まとめ 
本研究によって，以下の結論を得ることができた。  
過去に生ごみを充填して行った準好気性埋立構造の大型埋立実験槽の物質収支
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を考慮して，実験データを解析した結果を分析して，生ごみ由来の浸出水の発生
メカニズムについて検討を行った。その結果，生ごみ主体の準好気性埋立構造で
は，生ごみとともに運び込まれた水分に生ごみの生物分解に伴う生成水が加わり，
埋立廃棄物層の体積減少に伴って保有水が浸出水化する現象を明らかにすること
ができた。また，降水由来の浸出水量と生ごみ由来の浸出水量は，それぞれ独立
して算出することが可能であることが明らかにできた。  
 
図 3-2-6 10 号プラント浸出率経時変化 
 
 
 
引用文献 
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第 3 節 準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸出水量予測手法に関する研究 
 
3.1 はじめに 
 
筆者らはこれまで， 1992 年 10 月 23 日に開始した，生ごみを充填した準好気性
埋立構造の大型埋立実験槽での実験データを解析し，第 2 章では，生ごみ生物分
解過程から生成する水分量が，埋立条件によっては，埋立初期には水収支におい
て無視できないことを定量的に明らかにし，生ごみ生物分解生成水量の予測手法
として IPCC ガイドラインに示された廃棄物処分場からの CH4 発生量推定手法が応
用できる可能性があることを明らかにした。 
第 3 章では，大型埋立実験槽の浸出水量，保有水や沈下量データを解析し，第 1
節で生ごみ由来の浸出水量の影響は，埋立条件によっては，浸出水量の予測にあ
たって，埋立初期には無視できないことを明らかにできた。第 2 節では，生ごみ
主体の準好気性埋立構造では，生ごみとともに運び込まれた水分に，生ごみの生
物分解に伴う生成水が加わり，埋立廃棄物層の体積減少に伴って保有水が浸出水
化する現象を明らかにできた。また，併せて，降水由来の浸出水量と生ごみ由来
の浸出水量は，それぞれ独立して算出することが可能であることが明らかにでき
た。 
本節は，これまでの研究成果と既存の知見に基づいて，準好気性埋立構造にお
ける生ごみ由来の浸出水を考慮した浸出水量予測手法について暫定的な手法の提
案を試みた。 
なお，本節では家庭系廃棄物を「ごみ」と呼び，特に生物分解性可能物の含有
量が 30％以上のものを「生ごみ」と呼ぶ。 
 
3.2 最終処分場の理論的水収支 1) 
 
生ごみを主体に埋め立てる最終処分場の水収支について，微小時間⊿ t の間に，
埋立地内に出入りする水の収支は， 
水の蓄積速度＝水の流入速度－水の流出速度＋水の生成速度    (3.3.1) 
であるから次式が成立する 1)。  
⊿Hh＋⊿Ht＝⊿ t{（Ww＋Wp＋Ws＋Wg＋Wr）－（We＋Q＋Wd＋Wo＋Wv）＋Wc} 
(3.3.2) 
ただし， 
⊿Hh：覆土及び廃棄物層の保水量（層内不飽和水）の変化量（ m3） 
⊿Ht：底部貯水量（層内飽和水）の変化量（m3） 
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Ww：廃棄物とともに運び込まれる水量（ m3/d） 
Wp：埋立地の上部から直接降る雨（降水水）（ m3/d） 
Ws：埋立地外に降った雨が地表を流れて埋立地内に流入する水（表面流入水）（ m3/d） 
Wg：埋立地外に降った雨が地中を流れて埋立地内に流入する水（地下流入水）（m3/d） 
Wr：埋立地内で火災や粉塵飛散防止のために散水される水（散水）（ m3/d） 
We：埋立地表面から蒸発する水（蒸発水）（ m3/d） 
Q：埋立地内で集水され排除される水（浸出水）（ m3/d） 
Wd：埋立地内から地下へ漏出する水（地下漏出水）（m3/d） 
Wo：埋立地表面に降った雨が表面を流れて埋立地外へ流出する水（表面流出水）（ m3/d） 
Wv：埋立地ガスの流出に随伴する水蒸気の流出， 
あるいは水蒸気の拡散による流出（水蒸気流出水）（m3/d） 
Wc：埋立地内での水の発生量（廃棄物の分解に伴う水分の発生水）（m3/d） 
 
近年国際協力の下，開発途上国で建設される最終処分場では，表面遮水工が採
用されるとともに，雨水排水施設が整備されていることを前提とすると，式
(3.3.2)で表現される埋立地における水収支は以下のように整理される。  
⊿Hh＋⊿Ht＝⊿ｔ{(Ww＋Wp＋Wr)－（We＋Q＋Wo＋Wv）＋Wc}    (3.3.3) 
さらに，Wv は，We に含めて考慮することとし，Wr は降水量に比較して著しく
少ないから無視できるとする。また準好気性埋立構造では，浸出水を速やかに排
除し，底部に貯めないことを原則としているので，⊿Ht は無視すると，式(3.3.3)
は，以下のように整理される。 
⊿Hh＝⊿ｔ{(Ww＋Wp)－（We＋Q＋Wo）＋Wc}            (3.3.4) 
ここで，浸出水 Q を埋立地上部から直接降る降水に由来する浸出水 Qp と，廃棄
物とともに運び込まれる水及び廃棄物分解に伴う生成水に起因する生ごみ由来の
浸出水 Qw に区分すると，次のように表せる。 
    Q＝Qp＋Qw                                     (3.3.5) 
これを，式(3.3.4)に代入してさらに整理すると， 
⊿Hh＝⊿ｔ{(Wp－We－Qp－Wo)＋（Ww＋Wc－Qw）}               (3.3.6) 
となる。ここで，水収支を降水に由来する保水量の変化⊿Hhp と，生ごみに由来す
る保水量の変化⊿Hhw に分解すると， 
⊿Hh＝⊿Hhp＋⊿Hhw                                (3.3.7) 
と分解でき， 
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⊿Hhp＝⊿ｔ（Wp－We－Qp－Wo)                                 (3.3.8) 
⊿Hhw＝⊿ｔ（Ww＋Wc－Qw）                                    (3.3.9) 
と表現できる。 
式(3.3.8)で表現される浸出水発生メカニズムについては，生ごみとともに運び込
まれる水や，生ごみ生物分解に伴い生成する水分の影響が無視できる場合には，
｢時間遅れを考慮した水収支モデルによる方法」 1)7)8)の適合性が良いこと明らかと
なっている 9）。 
 本節の目的は，式 (3.3.9)で表現されるメカニズムについて予測手法を提案するこ
とである。 
ただし，ここで，式（3.3.6）を式（3.3.8）及び式（3.3.9）に分解するために
は，両式が独立していることが必要であるが，この点は準好気性埋立の場合には，
前節で以下のように成り立つことが解明できている。 
降水（注水）量は月単位で変動しているにも関わらず埋立層の容積含水率に大
きな変動がない。また ,容積含水率が現場容水量と考えられる値まで達するまでに，
実験開始後 12 ヶ月を要しており，経路（水路）付近で吸着水や毛管水として残留
する降水由来の水分はごく少ないと考えられる。これらのことから，生ごみ主体
の埋立層は，空隙が多いため，降水による水分は，埋立廃棄物層内に一様に浸透
するのではなく，ある限定された経路（水道）を重力水として流下し，経路（水
道）付近で吸着水や毛管水として残留できなかった水分は全て浸出水化している
と考えられる。よって，生ごみ由来の浸出水と降水由来の浸出水の流出メカニズ
ムは異なり，互いにほぼ独立したものとして考えることができると言える 3)5)。  
 
3.3 浸出水量予測に関連するこれまでの研究成果 
 
本節の検討に当たり，準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸出水量予測手
法に関連する本研究で得られた研究成果を以下に示す。 
 
(1)廃棄物の分解に伴う水分の発生水（Wc）に関する研究成果 
生ごみ主体の準好気性埋立構造の埋立地から発生する生ごみ生物分解生成水量
は， IPCC（ Inter Panel for Climate Change）が示す 2006 IPCC Guidelines for National 
Greenhouse Gas Inventories に示された CH4発生量推定手法 11)を応用して推定できる
可能性がある。 
 
(2)浸出水（Qw）に関する研究成果 
生ごみ由来浸出水量は，1 年目は生物分解生成水量の寄与が大きいが，2 年目以
降は，ほとんど埋立廃棄物層の沈下による保有水の絞り出しで生ずる浸出水とな
っている。  
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(3)覆土及び廃棄物層の保水量（層内不飽和水）の変化量（⊿Hhw） 
埋立廃棄物層全体が一定の容積含水率に達するためには，降水によるだけでな
く，主に生物分解生成水の発生により，埋立廃棄物層内の吸着水，毛管水が増加
することが必要であると考えられる。  
 
(4)生ごみ由来の浸出水発生メカニズム 
生ごみ由来の浸出水量は，図 3-3-1 に示すように生ごみとともに運び込まれる水
（Ww）に，生ごみ生物分解に伴い生成する水（Wc）が加わり，埋立廃棄物層の容積
含水率が現場容水量と比較して，大きな場合に，その超えた分が浸出水となると
考えられる 3)5)。また，埋立廃棄物層が保有できる水量は，沈下量の増加に伴う埋
立廃棄物層体積の減少に伴って減少している。 
 
図 3-3-1 生ごみ由来の浸出水発生メカニズム概念図 
 
埋立後の沈下により，埋立廃棄物層の体積が減少していくことから，埋立廃棄
物層内に保水可能な量（埋立廃棄物層体積×現場容水量）は減少していく。そのた
め，沈下に伴って，余剰となる水分は，重力水として不飽和浸透流となって移動
10)を開始し，浸出水化すると考えられる。  
埋立廃棄物層の面積 Ai，⊿ｔ時間の埋立廃棄物層の沈下量⊿ｄ，とすると，⊿
ｔ時間の埋立廃棄物層の減少体積⊿R は，  
⊿R＝⊿ｄ×Ai                             (3.3.10) 
現場容水量を ω とすると，廃棄物層沈下に由来する⊿ｔ時間の浸出水量 Qw は，  
Qw＝⊿R・ω=⊿d×A×ω                                  (3.3.11) 
A：埋立層面積∑Ai 
生ごみとともに運び込まれる水 Ww 
 
 
容積含水率>現場容水量 
可能保有水量 =層体積×現場容水
量  
生 ご み
生 物 分
解 生 成
水 Wc 
浸出水化 Qw 
埋立廃棄
物層内保
有⊿Hh 
YES 
NO 
 
≪埋立廃棄物層≫ 
  
- 117 - 
と表現できる。  
 
3.4 沈下量に関する検討 
埋立廃棄物層の沈下については，多くの研究報告がなされているが，準好気性
埋立構造に関する研究例は少ない。沈下量は，埋立廃棄物の種類，埋立密度，埋
立工法，埋立深さ，降水量，埋立地での分解に関わる生物特性の違い等により大
きく異なると考えられる。廃棄物埋立地盤において，いろいろな原因によって沈
下が生じるがおよそ次のように分けられる 6)。  
 
1)ごみと覆土の自重による短期間に生ずる圧縮沈下  
2)廃棄物の腐食分解により体積が減少して起こる分解沈下（腐食沈下）  
3)ごみの間隙に小さいものが落ち込むことにより沈下する落ち込み沈下  
4)ごみが分解され細粒されたものについて起こる圧縮沈下  
5)ごみが腐食分解して土粒状になった部分では，脱水による圧密沈下  
 
の 5 つが考えられる。この内，  
 
1)の沈下は，比較的早期にほとんど終了すると思われる。  
2)の沈下は，腐食分解が続く限り長期にわたって起こるものと思われる。  
5)の沈下は，生ごみ主体の埋立廃棄物層の間隙が粗く不飽和な状態が一般的である
ので，圧密沈下は考慮する必要ないと考えられる。  
 
浸出水の発生量に有意に影響する沈下のメカニズムは， 1)，2)，4)によるもの
と考えられる。 
 
3.5 時間遅れを考慮した水収支モデルによる方法の適用  
 
既存の予測手法としては，図 3-3-2，図 3-3-3 及び式 (3.3.12)で表現される「時間
遅れを考慮した水収支モデルによる方法」1)7)8)が一旦埋め立てられた生ごみを由来
とする浸出水量を時系列で予測するために埋立層内の浸出水発生メカニズムを表
現できることから応用できると考えられる。ただし，この手法は本来，外部から
持ち込まれる生ごみ及び覆土中の水分 Ww，及び生ごみ生物分解生成水 Wc は考慮
されていない。従来，この手法は埋立廃棄物層に流入する水は降水のみを考え，
その水量収支を図 3-3-2（実線のみ）のようにモデル化する。 j 日に降った降水量
(Ij)の内，地表面の持つ浸入能(ks)を越えた部分は，表面流出水量(Qsj)となり，埋
立地外へ流出する。表層内へ浸入した水量が表層の保水能 (hs)を越えたときには，
その超過分が埋立層中への浸透水量(I’’ j)となる。一方，表層の保水能(h j)から，太
陽 熱 や 風 な ど の 気 象 条 件 に よ っ て 決 ま る 可 能 蒸 発 量 に 比 例 し た 蒸 発 水 量
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〔Evj=E j(h j-1/hs)〕だけ蒸発するので，表面保水量(h j)は降水停止後，徐々に減少す
る。このようにして決まる浸透水量が埋立地底部に達する (底部に達する時間を考
慮していない)。埋立地底部でタンクモデルの考え方を用い，流出抵抗を R とおく
と，浸出水量 Q j は次式により求まる 1)7)8)。  
 
}')1()'('{
1000
/1
1
/1
1
/1
1
R
j
R
jjj
R
jj eIeRIII
A
eQQ 



          (3.3.12) 
 ここで，Q j：日浸出水量 (m3/day)，A：集水面積 (m2)，Ij’：j 日目の浸透水量 (mm)， 
Ij’＝h j－hs(h j>hs の時)，h j＝ j 日目の表層保水量，h j＝h j-1＋ Ij－Evj，hs：表面保水能
(mm)，I j： j 日目の浸入水量 (mm)，Ij＝ks(Ij>ks の時)，Ij： j 日目の降雨量 (mm)，ks：
地表面浸入能 (mm/day)，Ev j： j 日目の蒸発水量 (mm)，Evj＝E j×(h j-1/hs)，E j： j 日目
の可能蒸発散量 (mm)，R：流出抵抗 (day) 
 
 
図 3-3-2 水収支タンクモデルの模式図 
 
したがって，日降水量時系列 Ij〔mm/日〕(j=1～n，n は水収支計算対象日数)を
設定し，表層の保有水量について水収支をとることで浸透水 I’’ j を求め，式 (3.3.12)
に代入すると，日浸出水量時系列 Q j が求まる。この計算を行うためには，浸入能
ks，保水能 hs，流出抵抗 R を設定しなければならない 1)7)8)。  
生ごみとともに運び込まれる水分，及び生物分解性廃棄物の分解により生成し
た水分が脱水することで浸透水化するのは埋立廃棄物層内での現象である。した
がって，これらの水分は生ごみ由来の浸透水となり，式 (3.3.13)に示すように降水
由来の浸透水と合わさって図 3-3-2 に示す浸透水 I’j になると考えられる。  
 
可能蒸発量 Ei 降雨量 I j 
蒸発量 Ev j 表面水量 Qs j 
表面保水量 h i 浸入水量 I
－
j 
降雨由来浸透水量 I’’ j 
 
浸出水量 Qj 仮
想
高
さ
H
i 
生ごみ由来浸透水量 I’’’ j 
全浸透水量 I’ j 
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I’(j)＝ I’’(j)＋ I’’’(j)                       (3.3.13) 
ここで， I’(j)： j 日目の生ごみ由来の浸出水を考慮した場合の浸透水量  
I’’(j)： j 日目の降水由来の浸透水量  
I’’’(j)： j 日目の生ごみ由来の浸透水量  
 
式(3.3.8) の収支のみを考慮し，時間遅れを考慮した水収支モデルを用いて，
浸出水量の推定を行う場合には，これまで覆土及び廃棄物層の層内不飽和水量に
関しては，表層の保水能のみが考慮されている。よって，埋立層が覆土厚に比較
して十分な厚さを有する場合は，式 (3.3.8) で表現される収支により発生する浸
出水量を時間遅れを考慮した水収支モデルに基づき推定する場合には，式 (3.3.9) 
で表現される収支を，式(3.3.8)で表現される収支と独立して表現できると考えら
れる。  
つまり，時間遅れを考慮した水収支モデルによる方法を応用する場合，式 (3.3.8)
中の⊿Hhp は，埋立層の表層部のみの保有水量の変化であり，式 (3.3.9)中の⊿Hhw
は，埋立層の表層部を除いた埋立廃棄物層の保有水量の変化と考えることができ
る。  
 よって，時間遅れを考慮した水収支モデルによる方法は，式 (3.3.8)及び式 (3.3.9)
で表現される降雨由来の浸出水発生メカニズム及び生ごみ由来の浸出水発生メカ
ニズムの独立性を確保して，埋立地の底部で合流して浸出水として流出する現象
を予測する手法として応用できる可能性があると考えられる。  
開発途上国の埋立場では，生ごみが毎日搬入され埋め立てられるため，日浸出
水量の予測にあたっては，毎日の搬入量を１要素として，各要素ごとに生ごみ由
来の日単位の浸透水量を予測し，それらを足し合わせることで，全体の日単位の
生ごみ由来浸透水量 I’’’j を予測することができると考えられる。つまり，各要素
の浸透水量を求め，足し合わせれば j 日目の浸透水量 I’’’j が求まると考えられる。 
ところで，埋立廃棄物層中の浸透水の流れは不飽和浸透流であり 10)，生ごみ埋
立層での浸出時間は，1 日から 2 日間と考えられており，浸透水量が埋立地底部に
達する時間を考慮していない時間遅れを考慮した水収支モデルによる手法を適用
することは，実務的には有効な予測結果を得ることが可能と考えられる。  
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図 3-3-3 時間遅れを考慮した水収支モデルによる浸出水量算出フロー 21)を一部修正  
 
START 
初期値  h=0, j=0 
 
j=j+1 
第 j 日の降雨量 Ij, 可能蒸発量 Ej 設定  
日雨量 Ij＞地表面浸入能 Ks 
表面流出 Soj=日雨量 Ij－地表面浸入能
Ks 
浸入水量 Ij=地表面浸入能 Ks 
浸入水量 Ij＝地表面浸入能
Ks 
浸入水量 Ij=日雨量
Ij 
蒸発量 Evj＝可能蒸発量 Ej×(hj-1/hs) 
当日の保水量 hj＝前日の保水量 hj-1＋日浸入水量 Ij－日蒸発量
Evj 
当日の保水量 hj≧最大保水量
hs 
浸透水量 I’j=hj－hs 
保水量  hj=hs 
浸透水量 I ’j=0 
保水量  hj=hj  
浸出水量 Qj 
}')1()'('{
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/1
1
/1
1
/1
1
R
j
R
jjj
R
jj eIeRIII
A
eQQ 



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計算結果の打ち出し  
Yes No 
Ij=Ks 
No 
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3.6 生ごみ由来の浸出水量の予測フローに関する検討 
 
これまでの浸出水発生メカニズムに関する考察を踏まえると，生ごみ由来の浸
出水量発生予測の手順は，図 3-3-4 のように考えられる。以下に，具体的に検討し
ていく。  
 
3.6.1 埋立廃棄物の量及び性状の推定方法 
(1) 計画埋立ごみ量・質（ j 日目）の推定（設定）  
埋立廃棄物の j 日目の搬入量，埋立廃棄物の Wwj(湿潤質量)，Wd j(乾燥質量)，物
理組成データ，物理組成別元素組成を推定する。埋立廃棄物の量・物理組成デー
タは現状調査や既存のデータを整理することで設定可能である。  
 
(2)埋立廃棄物の元素組成  
生ごみから発生する浸出水の量的な予測を考慮するとき，工学的には，日単位
で全体の浸出水量への割合が有意なものを評価することが必要である。すなわち，
ここで考慮すべき廃棄物は，日単位での分解速度が有意なものである。一般的に
は，埋立廃棄物は，易分解性廃棄物（厨芥類，紙類，剪定廃棄物類），難分解性廃
棄物とに分類されるが，これまでの知見から，難分解性廃棄物は長期間に徐々に
分解する 2)ことから，分解に伴う浸出水量への寄与は無視できると考えられる。ま
た，紙類や剪定廃棄物類は，セルロース，リグニンが主成分であり厨芥類に比較
して分解が遅い。さらに，花嶋らが行った 7 号プラント実験での充填廃棄物の組
成の経時変化を調査した結果，埋立初期には厨芥類が最も生物分解を受けやすい
ことが判明している 6)。したがって，厨芥のみの場合の式を検討することが安全側
であると考えられる。  
 
表 3-3-1 生ごみ中の易分解性有機物の元素組成データ例   
データ例 ごみ成分 
重量比（乾燥重量ベース）  
炭素 C 水素 H 酸素 O 窒素 N 硫黄 S 灰分等 
Ⅰ  
厨芥類 48.0 6.4 37.6 2.6 0.4 5.0 
紙類 43.5 6.0 44.0 0.3 0.2 6.0 
草木類 47.8 6.0 38.0 3.4 0.3 4.5 
Ⅱ  
厨芥類 43.95 6.07 32.42 2.62 0.05 14.89 
紙類 43.12 6.20 41.54 0.34 0.04 8.76 
草木類 48.08 6.14 41.59 0.53 0.02 3.64 
※Ⅰ： Integrated Solid Waste Management Engineering Principles and Management Issues, 
McGraw-Hill, Inc.(1993)2)の p.81，Table 4-4 
Ⅱ：1977 年度から 1986 年度の間の横浜市混合ごみの平均値 4) 
 
 
廃棄物物理組成別の元素組成は，表 3-3-1 のような George Tchobanoglous らがま
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とめているデータや我が国で過去に分析して得られているデータ等を参考にする
ことが可能である 2)。できれば，実際に埋め立てられる廃棄物をサンプリングし分
析して設定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3-4 生ごみ由来浸出水量の予測フロー検討 
 
 (3)易分解性有機物質化学量論式  
有機性廃棄物の化学量論式を設定する必要があるが，生物分解性廃棄物（有機
性廃棄物）としては，最も分解し易い厨芥類を主な易分解性廃棄物として考える
と安全側に推定できると考えられる。その設定手法は，George Tchobanoglous らが
埋立廃棄物日搬入量：Wwj(湿質量)，Wd j(乾質量) 
質量含水率：ωwj，組成データ，物理組成別化学成分  
埋立後の容積含水率 ωvi の計算 
 
同質廃棄物の既存埋立層での 
現場（容積）容水量(ωc)及び単位体積重
量（湿潤質量 γω・乾燥質量 γd）調査）  
ωvj＞ωc  
式（ωvj－ωc）×Wｄ j/γｄ 
過剰水分量を浸透水 I’’’j 
もしくは降雨量とみなし
て別途計算 
ωvj＝ωc と設定  
 埋立廃棄物層の体積計算：V j=V j-1×体積圧縮
率 
埋立層体積 
圧縮率設定 
j-(j-1)間 に 生 じる 生 物
分 解 生 成 水 量 の 推 定
Wcj  
I’’’j＝0 
NO 
I’j =V j-1×ωv j＋Wc j－V j×ωc  
 
I’’’j＝0 
 
V j-1×ωv j＋
Wc j>V j×ωc 
YES 
YES NO 
  
- 123 - 
まとめている文献 2)に示されている。  
廃棄物の化学量論式は，以下のように設定することが可能である。  
George Tchobanoglous らは，低所得国の生ごみ中の易分解性廃棄物の組成を表
3-3-2 のようにまとめている 2)。 
 
 表 3-3-2 低所得国における生活系都市ごみの易分解性有機物平均的組成比率 2) 
組成 
組成比(%) 
湿ベース・範囲 中央値 含水率 乾ベース 
厨芥類 40～85 62.5 70 18.75 
紙類 1～10 5.5 6 5.17 
剪定廃棄物 1～5 3 60 1.20 
 
このデータを用いると，たとえば，低所得国の厨芥類の化学量論式は以下のよ
うに計算できる。これまでの研究から，化学量論式は，硫黄元素 S の量を 1 とし
て計算して問題ないと考えられる。  
ここで， 075.0
100
4.0
75.18   であるから，              (3.3.14) 
硫黄の元素数： 1
32
1
075.0
32
075.0                                   (3.3.15) 
窒素の元素数： 86.14
14
1
075.0
32
100
6.2
75.18                          (3.3.16) 
酸素の元素数： 188
16
1
075.0
32
100
6.37
75.18                          (3.3.17) 
水素の元素数： 512
1
1
075.0
32
100
4.6
75.18                            (3.3.18) 
炭素の元素数： 320
12
1
075.0
32
100
0.48
75.18                          (3.3.19) 
同様に計算すると，易分解性廃棄物の物理組成ごとの化学量論式は，表 3-3-3 のよ
うに整理される。  
表 3-3-3 易分解性廃棄物物理組成別化学量論式 
物理組成区分  化学成分根拠  
化学量論式 CaHbOcNd  
a b c d 
厨芥類  
George Tchobanoglous らのデータ  320 512 188 15 
横浜市混合ごみ  2344 3885 1297 120 
紙類  
George Tchobanoglous らのデータ  580 960 440 3 
横浜市混合ごみ  2875 4960 2077 19 
剪定廃棄物類  
George Tchobanoglous らのデータ  425 640 253 26 
横浜市混合ごみ  6411 9824 4159 61 
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以上のことから，埋立廃棄物の易分解性廃棄物の物理組成データがあれば，化
学量論式はこれまでの知見から推定することが可能である。さらに，それらの化
学成分データが得られれば，より精度の良い化学量論式が得られる  
 
(4) 重量含水率：ωwj 
重量含水率 ωwj は，計画される処分場と同質の廃棄物が現在埋め立てられてい
る埋立廃棄物の重量含水率を実測する。重量含水率は，気象条件によって変化す
ると考えられることから，年間で複数回測定し，平均的な値を求めて設定する。  
 
(5) 現場容水量(ωc)及び単位体積質量（湿潤質量,γω） 
 埋立られた時点からほぼ 4 年間が，生ごみ由来の浸出水の発生量が，全体の浸
出水量に対して有意な量である期間と考えられる。したがって，計画する最終処
分場と類似の廃棄物を処分している既存の処分場で，埋立後 1 年から 4 年間経過
した埋立廃棄物層を調査し，単位体積質量（湿質量 ,γω），現場容水量(ωc)を測定し，
新たな埋立層の単位体積質量及び現場容水量を推定する。  
埋立層全体が現場容水量に達するためには，降水だけでなく生ごみ生物分解生
成水により埋立層内の吸着水，毛管水が増加することが必要と考えられる。嫌気
性埋立では嫌気性分解が生じているため，埋立廃棄物層内に存在する吸着水や毛
管水が吸水されると考えられ，好気性分解で生ごみ生物分解生成水量が発生する
準好気性埋立構造の場合に比較して，現場容水量が小さくなると考えられること
から，嫌気性埋立層から得られたデータは適用できないと考えられる。よって，
嫌気性部分の埋立層では小さめの値が得られ，好気性部分では通気性が良すぎる
と嫌気性部分と同様に小さめの値が得られると考えられるので，深さ方向も考慮
した測定を行う必要がある。  
 
(6)埋立後の容積含水率 ωvj の計算 
埋立前の重量含水率を ωwj，埋立後の単位体積重量を γω とすると埋立後の容積含
水率 ωvj は，下記のように計算できる。  
ωvj＝ωwj×γω                                          (3.3.20)   
 
(7)ωv j＞ωc の場合，過剰水分量の計算  
この場合，埋立直後には，埋立作業による絞り出しによって過剰な水分が浸透水
化すると考えられる。したがって，ωvj＞ωc の場合，過剰水分量（ωvj－ωc）×Wｄ j/γｄ
を計算し，過剰水分量を浸透水 I’j，とみなし浸出水量を計算する。 
その後，埋立層の容積含水率は現場容水量で安定すると考えられるので，ωvj＝ωc
と設定する。 
ωvj＜ωc の場合は，埋立初期は，埋立層内は好気性分解が生じ生物分解生成水が
発生するため容積含水率は上昇し，一定期間後に現場容水量に達すると考えられ
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るが，ωvj＝ωc になるまで水分は浸出水化しない。  
 
(8)埋立層沈下率（初期高さに対する沈下量の割合（経時変化））の設定  
準好気性埋立における埋立層の沈下率を推定する方法に関する実務で使用でき
る手法はない。また，廃棄物埋立地において沈下量を予測することは，埋め立て
られる廃棄物の組成が処分場ごとに異なることから，非常に困難なことと考えら
れる 6)。  
実務的には，当分の間は，新 6 号プラントの体積減少率，もしくは沈下率（沈
下量 /当初埋立層厚）を目安として用いることが実用的である。  
できれば既存の埋立地で沈下を観測し，その経時的沈下率（沈下量 /当初埋立層
厚）を用いることが妥当であると考える。  
 
(9)埋立廃棄物層の体積経時変化計算：V(j) 
初期埋立層厚に埋立層沈下率を掛けて，時間経過ごとの埋立廃棄物層の体積を
計算する。  
 
(10) j-(j-1)間に生じる生物分解生成水量の推定 Wcj 
前述した IPCC ガイドライン 1)の手法を準用する方法，若しくは，準好気性埋立
分解式を用いて推定する方法で，j-(j-1)間に生じる生物分解生成水量の推定 Wcj を
行う。 
 
(11) j-(j-1)間の浸出水化量 I’’’j の計算    
計算式 I’’’j=(V j-1－Vt)×ωc＋Wc j で j-(j-1)間の浸出水化量を計算する。 I’’’j を浸透
水 I’j に加えて時間遅れ式を用いて，浸出水量発生予測する。  
各埋立層ごとの浸出水化量は生ごみ埋立の場合，層内の空隙が多いため，速や
かに浸出水となって流出すると考えられる。  
 
(12)積み増しによる影響 
新 6 号プラントの実験からは，積み増しに関する知見は得られていないが，図
3-3-1 のメカニズムを適用すれば，積み増しも通常の埋立の進捗と同等と考えるこ
とで対応できる。 
 
以上のことから生ごみ由来の浸出水を包含した浸出水量の時系列予測が可能であ
ると考えられる。  
 
3.6.2 生物分解生成水量(Wcj)の推定方法 
 
準好気性埋立構造においては，埋立廃棄物層内部で，嫌気性及び好気性生物分
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解が共存している。一般的には，埋立廃棄物層内の生物分解過程は経時的に変化
する。有機物質（有機性廃棄物）1 モルの化学組成を，化学量論的に CaHbOcNd と
表現する。 
 
(1)嫌気性生物分解式の設定   
嫌気性生物分解期間に α モルの有機性廃棄物が，完全に嫌気性分解するとし，
以下のような式で設定する 2)。 
 
αCaHbOcNd  +αm1H2O→αm2CH4+αm3CO2+αm4NH3                   (3.3.21) 
ここで，m1=(4a−b−2c+3d)/4, m2=(4a+b−2c−3d)/8, m3=(4a−b+2c+3d)/8, m4=d 
(2)好気性生物分解式の設定 
好気性生物分解期間に β モルの有機性廃棄物の完全な好気性分解が生じるとし，
以下のような式で設定する 2)。  
βCaHbOcNd  +βn1O2→βn2CO2+βn3H2O+βn4NH3                       (3.3.22)    
ここで，n1=(4a+b−2c−3d)/4, n2=a, n3=(b−3d)/2, n4=d 
ただし，有機性廃棄物中の硫黄 S の量は，表 3 から炭素 C や水素 H，酸素 O 及
び窒素 N に比べ著しく少ないことから，S は無視して考える。 
 
(3)準好気性埋立構造生成水量式の設定 
準好気性埋立構造の埋立地で生成される水分量は，好気性分解で発生する水分
量から嫌気性分解において吸水される水分量を差し引いて求めることができ，下
記のように表現することができる。  
 
Semi-aerobic H2O generatedT＝Aerobic H2O generatedT－Anaerobic H2O absorbedT  
＝Aerobic CO2  generatedT×(βn3H2O/βn2CO2)－CH4 generatedT×(αm1H2O/αm2CH4)  
= DDOCm decompT・F(Aerobic CO2)・ 44/12・ (βn3H2O/βn2CO2)－DDOCm decompT・
F(CH4)・16/12・ (αm1H2O/αm2CH4)    (3.3.23) 
式(1)，式(2)の関係から，有機性廃棄物の化学式が決定され，αm2CH4 の質量が
測定されると，αm1H2O の質量及び αm3CO2 の質量が式(3.3.24)及び(3.3.25)から
推定できる。 
αm1H2O 推定質量=αm2CH4×(αm1×18)/( αm2×16)                (3.3.24) 
αm3CO2 推定質量=αm2CH4×(αm3×44)/( αm2×16)               (3.3.25) 
さらに，CO2 の全体質量が測定できた場合，βn2CO2 の質量は下記のように推定で
きる。 
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βn2CO2 推定質量=CO2 全体質量−αm3CO2 推定質量                 (3.3.26) 
 
上記の結果から,式 (3.3.27)で βn3 H2O の推定質量が得られる。 
  
βn3 H2O 推定質量=βn2CO2 推定質量×(βn3×18)/( βn2×44)          (3.3.27) 
 
ここで，  
Semi-aerobic H2O generatedT：T 年目の準好気性埋立層内での生成水量  
Aerobic H2OgeneratedT：T 年に生物分解性物質の好気性分解から発生する H2O 量  
Anaerobic H2O absorbedT：T 年に生物分解性物質の嫌気性分解で吸収される H2O 量  
Aerobic CO2 generatedT：T 年における生物分解性物質の好気性分解から発生する CO2 量  
Anaerobic CO2 generatedT：T 年における生物分解性物質の嫌気性分解から発生する CO2 の量  
CH4 generatedT：T 年における生物分解性物質の嫌気性分解から発生する CH4 量  
F(Aerobic CO2)：発生埋立ガスにおける好気性分解から生ずる CO2 の体積割合  
F(CH4)：発生埋立ガスにおける CH4 の体積割合  
  F(Anaerobic CO2)：発生埋立ガスにおける嫌気性分解から生ずる CO2 の体積割合  
DDOCm decompT：T 年に分解する DDOCm, Gg  
DDOCm：ある時刻ｔにおいて処分場内に存在する生物分解性有機炭素量  
 
(4)埋立廃棄物中の易分解性有機物分解量 DDOCm decompT の算出方法  
埋め立てられた生物分解性有機物の時間経過に伴う分解量は， IPCC ガイドライ
ン 11)に示されているように，式 (3.3.28)に示す一次分解方程式（ FIRST ORDER 
DECAY EQUATION）で表現できる。この式は，嫌気性埋立構造を前提にした考え
方であるが，第２章第２節で検討したように，準好気性埋立構造にも適用できる
と考えられる。  
DDOCm = DDOCm0‧e-kt                                          (3.3.28) 
ここで，  
DDOCm：ある時刻ｔにおいて処分場内で嫌気性条件の下に存在する生物分解性有機
炭素量  
DDOCm0：分解反応がスタートする 0 時における処分場内に存在する生物分解性有
機炭素量  
k：年単位の分解の一次反応定数（廃棄物組成毎に設定）  
t：年単位の時間  
 
さらに，(t-1)と t の間の期間 T に分解される生物分解性有機炭素量 DDOCm の量
は， IPCC ガイドライン 1)に示されているように以下のように表現できる。  
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DDOCm decompT = DDOCmo・[e-k(t-1 )-e- kt]                           (3.3.29) 
DDOCm0= W・DOC・DOC f・MCF                                   (3.3.30) 
ここで，  
DDOCm decompT：ある年（T 年）に分解する DDOCm, Gg  
DDOCm0：当初埋め立てられた分解できる DOC の量 , Gg 
W：埋め立てられた廃棄物量 , Gg 
DOC：埋め立てられた年の廃棄物の生物分解性炭素含有率（割合） ,Gg C/Gg waste  
表 2-2-6 参照  
DOCf：分解可能な DOC の割合（ガス化率）  
リグニンなど嫌気条件下では分解せずに埋立地内に残留する有機性炭素を割
り引くことを意図したパラメーター  
MCF：好気性分解補正係数；（埋立地内部で嫌気条件下での分解が生ずる割合）埋
め立てられた年における好気性分解に対する CH4 の補正係数 , 表 2-2-7 参照   
 
ところで，一般的に埋め立てられた廃棄物は，多種の物質から構成されている
ことから，DOC は，下記の式で求めることができる。  
  
i
ii WDOCDOC                          （3.3.31） 
ここで，  
DOC：粗大ごみにおける生物分解性有機炭素の割合 ,Gg C/Gg waste. 
DOCi： i タイプの廃棄物中の生物分解性有機炭素の割合 , 表 2-2-6 参照，  
Wi：廃棄物分類による i タイプの廃棄物の割合  
 
(5) F(Anaerobic CO2)及び F(CH4)の設定         
準好気性埋立構造の埋立地から発生する発生ガスは，嫌気性埋立構造の埋立地
から発生する発生ガスと同様に，一部の微量なガスを除き，ほとんどが CH4 及び
CO2 で構成されている 2)4)。 
したがって，準好気性埋立構造では，F(CH4)，F(CO2)，F(Aerobic CO2)，F(Anaerobic 
CO2)について下記式 (3.3.32)及び (3.3.33)のような関係式が概ね成り立つと考えられ
る。 
 
F(CH4)＋F(CO2)≒１                                             (3.3.32) 
 
F(CH4)+F(Aerobic CO2)+F(Anaerobic CO2)≒1                       (3.3.33) 
 
F(Aerobic CO2)≒1－F(CH4)－F(Anaerobic CO2)                     (3.3.34) 
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式 (3.3.21)から  
 
F(CH4)：F(Anaerobic CO2)＝αm2：αm3                         (3.3.35) 
 
F(Anaerobic CO2)＝F(CH4)・ (αm3/αm2)= F(CH4)・ (m3/m2)          (3.3.36) 
 
F(CO2)：F(CH4)＝x:y                        (3.3.37) 
 
とすると，式 (3.3.32)，式 (3.3.34)から  
 
F(CO2) =F(CH4)×x/y                                             (3.3.38) 
 
F(CH4)＋F(CH4)×x/y≒1                                         (3.3.39) 
    
F(CH4)≒y/(x+y)                                                 (3.3.40) 
 
F(Aerobic CO2)≒1－F(CH4)－F(Anaerobic CO2)=1－y/(y+x)－ {y/(y+x)}(m3/m2)  
(3.3.41) 
準好気性埋立構造の埋立地から発生する CO2 と CH4 の割合が与えられると，式
(3.3.32),(3.3.36)及び (3.3.41)を用いて 1 年ごとの F(CH4),F(Anaerobic CO2)及び
F(Aerobic CO2)を計算することができる。また，式 (3.3.23)から埋め立てられた生物
分解性廃棄物の化学量論的化学式 CaHbOcNd，DDOCm decompT 及び F(CH4)が分かれ
ば，準好気性埋立構造での生物分解生成水量が計算できる。 
準好気性埋立構造での発生ガス中の CH4 と CO2 の比率，F(CO2) 及び F(CH4)に関
しては，実際の処分場では，発生ガスガス抜き管の配置等によって，この比率は
変化すると考えられるが，これまでの研究成果から，埋立直後の 1 年目は，埋立
廃棄物層全体が好気的雰囲気であると考えられることから，F(CH4)＝0 と考えると
安全側になる。2 年目以降は，文献値として示されている表 3-3-4 に示す値 F(CH4)
＝0.25 を当面用いることを提案する。今後は，開発途上国で異なる気象条件，ご
み特性を考慮しながら大型実験槽を用いて実測し，地域ごとに定める必要がある。 
 
表 3-3-4 準好気性埋立構造によって埋立地から発生する CO2 と CH4 の割合 3) 
埋立構造  F(CO2) F(CH4) 
準好気性  75 25 
 
(6)各パラメーターの設定 
IPCC ガイドラインを生ごみの生物分解過程からの生成水量の予測手法として応
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用する場合のパラメーターの設定方法は，以下のように考えられる。 
 
①W は浸出水量の予測段階で把握可能な数値である。 
②DOC は嫌気性埋立と好気性埋立で異なる値でなく，IPCC ガイドライン手法に示
された値を用いても妥当であると考えられる。IPCC ガイドラインの TABLE2.4 in 
Volume 5, Chapter 2 11)の Default 値を適用  
③DOC f は IPCC ガイドライン手法では嫌気性条件下を前提としており，嫌気性条
件下ではリグニンなどの分解性有機炭素は分解しないか，若しくは非常に分解
が遅いことを踏まえて DOC f=0.5 を勧めているが，準好気性埋立構造の場合には，
好気性領域でリグニンなどが分解することを考慮すると，DOC f 値は，0.5 以上に
なると考えられるが，設定について具体的な記述はないため，準好気性埋立構
造の場合の数値設定について検討が必要である。好気性条件下ではリグニンな
ども生物分解することを考慮すると DOC f は 0.8～1.0 が妥当であると考えられる。
DOC f は 0.8-1.0 程度と考えられるが，安全側を考慮して 1.0 としても著しく過大
になることはないと考えられる。  
 
表 3-3-5 異なる MSW 組成の初期値乾燥物成分，DOC 成分及び全炭素成分割合 
都市固形廃棄物種別  
乾燥物成分割合  
(湿重量%) 
DOC 成分割合  
(湿重量%) 
DOC 成分割合  
(乾重量%) 
全炭素成分割合  
(乾重量%) 
初期値  初期値  範囲  初期値
Default  
範囲  初期値  範囲  
紙類 /段ボール類  90 40 36-45 44 40-50 46 42-50 
繊維類  80 24 20-40 30 25-50 50 25-50 
厨芥類  40 15 8-20 38 20-50 38 20-50 
廃木類  85 43 39-46 50 46-54 50 46-54 
剪定廃棄物  40 20 18-22 49 45-55 49 45-55 
※TABLE2.4 in Volume 5, Chapter 2 of IPCC ガイドライン 11) 
 
④  MCF は IPCC ガイドライン手法では，埋め立てた年において好気性分解し，以
後嫌気性分解しない生物分解性炭素量を割り引くための補正係数であるが，本
研究の場合，廃棄物の生物分解性炭素量の嫌気性及び好気性分解で生物分解す
る全体量の減衰を FOD で仮定して，推定法として応用することを検討している
ことから，理論的には MCF=1.0 とすることは妥当であると考えられる。  
⑤  DDOCm0 は式 (2.2.4)から DOC f 及び MCF が適切に設定できなければ求めること
ができない。  
⑥  k は IPCC ガイドライン手法に廃棄物組成毎に示されているが，準好気性埋立構
造で生ごみ生物分解生成水量を推定する場合に適用可能であるか検討する必
要がある。第 1 節の研究では，年間生ごみ生物分解生成水量は，1 年目が全体
の浸出水量に対して無視できない量であり， 2 年目以降は 1 年目に対して著し
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く少なくなるため，全体の浸出水量に対して無視できる。よって， 1 年目の生
物分解性有機炭素分解量が有効な精度で推定できるように k を設定できればよ
いと考えられる。試算結果で，厨芥類の k 値（k=0.4）を用いた場合の方が，1
年目の生ごみ生物分解生成水量が実験値により近い値が与えられたことは，厨
芥類が埋立廃棄物層内で最も速く分解することに整合していると言える。K は
IPCC ガイドラインの TABLE3.3 in Volume 5, Chapter 3 11)の Default 値を適用。  
⑦  F(CH4)は，浸出水量予測段階での準好気性埋立構造の場合の F(CH4)の決定方法
は検討課題である。  
 
表 3-3-6 段階 1 で推奨するメタン発生係数 (k)の初期値   
廃棄物種別  
気候帯  
熱帯  (年平均気温>20℃ ) 
乾燥  (年平均降水量
<1000mm) 
湿潤 (年平均降水量  
≥1000mm) 
初期値  範囲  初期値  範囲  
難分解廃棄物  
紙類 /繊維廃棄物  0.045 0.04-0.06 0.07 0.06-0.085 
廃木類 /藁類  0.025 0.02-0.04 0.035 0.03-0.05 
中位分解廃棄物  
厨芥類以外の腐敗性有機
廃棄物 /剪定廃棄物  
0.065 0.05-0.08 0.17 0.15-0.2 
易分解廃棄物  厨芥類 /下水汚泥  0.085 0.07-0.1 0.4 0.17-0.7 
※TABLE3.3 in Volume 5, Chapter 3 of IPCC ガイドライン 11) 
MAT は Mean annual temperature で年平均気温，MAP は Mean annual precipitation
で平均年降雨量 11) 
 
3.6.3 生ごみ由来浸出水量の推定方法 
 これまでの検討結果を踏まえると，生ごみ由来の浸出水量予測フローは以下の
ようにまとめられる。 
t 日目に埋め立てられる生ごみの廃棄物層（乾燥質量 Sd(t)）を 1 要素と考え，
各要素廃棄物層が経時的に体積圧縮されたり，各要素廃棄物層から発生する生物
分解生成水を加算することによる容積含水率の変化を推計し，推計された容積含
水率が図 3-3-4 に示すように現場容水量を上回ったときにその要素廃棄物層から
の余剰水が生ごみ由来浸透水として発生すると考えると，生ごみ由来の浸透水量
は，表 3-3-7 及び図 3-3-5 に示すようなフローで推計できる。この結果を，式
(3.3.12)に入れることで，日単位での浸出水量が予測できると考えられる。ただ
し，表 3-3-7 及び図 3-3-5 中の記号を下記のように定義する。 
 
Ww(t)： t 日目に埋め立てられる生ごみとともに運び込まれる水分量  
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Sd(t)： t 日目に埋め立てられる生ごみの質量（乾ベース）  
V(t,0)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立直後（0 日後）の体積  
ω(t,0)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立直後（0 日後）の容積含水率  
Hh(t,0)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立直後（0 日後）の保有水量  
Wc(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後に生成する生物分解生成水量  
V(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の体積  
ω(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の容積含水率  
Hh(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の保有水量  
Sw(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の湿潤質量  
Sd(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の乾燥質量  
I’’’(t,i)：t 日目に埋め立てられた廃棄物層から埋立後 i 日目に発生する生ごみ由来の浸透
水量  
ωc：埋立廃棄物層の現場容水量  
ε(i)：埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の体積圧縮率， ε(i)= V(t,i)/ V(t,0) 
 
表 3-3-7 j 日目の生ごみ由来浸透水量の計算表  
埋 立 日
(j)  
廃棄物層  
（ t）  
1 2 3 ････  j-1 j 
(1) I ’’’(1,0)  I ’’’(1,1)  I ’’’(1,2)   I ’’’(1,j-2)  I ’’’(1,j-1)  
(2)  I ’’’(2,0) I ’’’(2,1)  I’’’(2,j-3) I ’’’(2,j-2) 
(3)   I ’’’(3,0)  I’’’(3,,j-4) I ’’’(3, j-3  )  
･
･
･
･
 
   ･
･
･
･
･
･
 ･
･
･
･
 
･
･
･
･
 
(j-1)    ････  I ’’’(j-1,0) I ’’’(j-1,1)  
(j)      I ’’’(j ,0)  
I’’’(j) 
I’’’(1)= 
I ’’’(1,0)  
I’’’(2)= 
I ’’’(1,1)+  
I ’’’(2,0) 
I’’’(3)= 
I ’’’(1,2)+  
I ’’’(2,1)+  
I ’’’(3,0) 
 
I’’’(j-1)=Σ
I’’’(t,j-t-1) 
(t=1～ j-1) 
I’’’(j)=Σ
I’’’(t,j-t) 
（ t=1～ j）  
 
I’’’(j)＝ I’’’(1,j-1)+ I’’’(2,j-2)+ I’’’(3,j-3)+ I ’’’(4,j-4)+･･･････+ I’’’(j,0)=Σ I’’’(t,j-t) （ t=1～ j） 
(3.3.42) 
(1) Sw(t)： t 日目に埋め立てられる生ごみの湿潤質量  
    Sw(t)= Sd(t)+ Ww(t)                                            (3.3.43) 
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(2) Sd(t)： t 日目に埋め立てられる生ごみの乾燥質量  
 
図 3-3-5 I ’’’ (t,i)の計算フロー 
 
(3) Ww(t)： t 日目に埋め立てた生ごみとともに運び込まれる水分量  
既存の埋立場に埋め立てられる生ごみの含水量調査を定期的に行い含水率 ωr
END 
t=0,i=0 
t=t+1 
Hh(t,i)= Hh(t,i-1)+Wc(t,i) 
Hh(t,i)≧V(t,i)×
ωc  
 
I ’’’(t,i)=0 
Hh(t,i)＝Hh(t,i-1)+ 
Wc(t,i) 
I ’’’(t,i)= {Hh(t,i-1)+ Wc(t,i)}-V(j,t)×
ωc 
Hh(t,i)＝V(t,i)×ωc  
 
i=j-t 
t=j-1 
Ww(t)，Sd(t)，V(t,0)= Sd(t)/γ d，ω(t,0) 
 
Yes 
No 
i=i+1 
Yes No 
Ww(t)≧V(t,0)×ωc 
I’’’(t,0)= Ww(t)－V(t,0)×ωc 
Hh(t,0)＝V(t,0)×ωc 
 
 
I’’’(t,0)= 0 
Hh(t,0)＝Ww(t) 
 
Yes 
No 
Yes No 
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を設定する。Ww(t)は，次式で求まる。  
 
Ww(t)= Sw(t)×ωr                                         (3.3.44) 
 
(4) V(t,0)： t 日目に埋め立てられる生ごみの埋立直後（0 日目）の体積  
既存埋立場の埋立直後の埋立廃棄物層の単位体積質量（乾ベース）γd を調査し，
その平均値を用いることが考えられる。V(t,0)は，次式で求まる。  
 
V(t,0)= Sd(t)/γd                                           (3.3.45) 
 
(5) V(t,i)： t 日目に埋め立てる生ごみの埋立 i 日後の体積  
埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日後の体積圧縮率を ε(i)とすると，次式で求
められる。  
 
V(t,i)= V(t,0)×ε(i)                                        (3.3.46) 
 
ここで，体積圧縮率 ε(i)は，計画時点に理論的に設定することは不可能である。
現時点では，既存の埋立場若しくは大型埋立実験槽での沈下量の測定結果を用
いて設定することが考えられる。生ごみ由来の浸出水量の影響は 4 年程度と考
えられることから，5 年間の沈下量を測定する必要がある。  
また，t 日目に埋め立てられた直後の埋立廃棄物層体積 V(t,0)は，埋立作業直後
の埋立廃棄物層の単位体積質量（乾ベース）γ d とすると，  
 
V(t,0)＝Sd(t)/γ d                                                                    (3.3.47) 
   
ここで，Sd(t)： t 日目に埋め立てられた生ごみの乾燥重量  
γ d：埋立作業直後の埋立廃棄物層の単位体積質量（乾ベース）γ d 
 
(6) ω(t,i)： t 日目に埋め立てる生ごみの埋立 i 日後の容積含水率  
埋立直後の容積含水率 ω(t,0)は，次式で求まる。  
 
ω(t,0)=Ww(t,0)/V(t,0)                                 (3.3.48) 
 
埋立後 i 日目の容積含水率 ω(t,i)は，次式で求まる。  
 
ω(t,i)= Hh(t,i)/V(t,i)                                  (3.3.49) 
また，次のような関係がある。  
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Hh(t,i)/ V(t,i)≧ωc のとき，ω(t,i)＝ωc                             (3.3.50) 
Hh(t,i)/ V(t,i)＜ωc のとき，ω(t,i)＝Hh(t,i)/ V(t,i)                    (3.3.51) 
 
(7) ωc：埋立廃棄物層の現場容水量  
生ごみ由来浸出水量の影響がある期間は 4 年間程度であるが，その期間は，埋
立初期段階を除き，現場容水量はほぼ一定の値と考えられるため，埋立後 1 年
以上経過した準好気性埋立構造の埋立廃棄物層を調査し設定することが考え
られる。  
 
降水だけでなく生ごみ生物分解生成水により埋立層内の吸着水，毛管水が増加
することが必要と考えられる。嫌気性埋立では嫌気性分解が生じているため，
埋立廃棄物層内に存在する吸着水や毛管水が吸水されると考えられ 2)，好気性
分解で生ごみ生物分解生成水量が発生する準好気性埋立構造の場合に比較し
て，現場容水量が小さくなると考えられることから，嫌気性埋立層から得られ
たデータは適用できないと考えられる。  
ただし，埋立層全体が現場容水量に達するためには，降水だけによるものでな
く，生物分解による生成水も寄与していると考えられる。嫌気性埋立ごみ層で
は，層内に存在する吸着水と毛管水が生物分解性有機物の嫌気性分解で消費さ
れる。 2)他方，好気性埋立ごみ層では，生物分解性有機物の好気性分解で水分
が発生することから，ごみに吸着した水分，毛管水として残った水分は，容積
含水率を増加させる効果がある。以上のことから，準好気性埋立構造での本実
験の埋立廃棄物層の現場容水量は，これまで嫌気性埋立層で調査された現場容
水量より大きな値となると考えられ，嫌気性埋立層から得られたデータは適用
できないと考えられる。  
 
(8) Wc(t,i)：t 日目に埋め立てる生ごみの埋立後 i 日目に生成する生物分解生成水量  
 
(9) Hh(t,i)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層の埋立後 i 日目の保有水量  
 
(10)I’’’(t,0)： t 日目に埋め立てられた廃棄物層から埋立後 0 日目（埋立直後）に発
生する生ごみ由来の浸透水量とは，埋立作業による締め固めにより絞り出され
る水分量のことであり，以下のように算出できる。  
 
Ww(t)≧V(t,0)×ωc の場合，I’’’(t,0)= Ww(t)－V(t,0)×ωc               (3.3.52) 
このとき，Hh(t,0)＝V(t,0)×ωc             (3.3.53) 
Ww(t)＜V(t,0)×ωc の場合，I’’’(t,0)= 0                              (3.3.54) 
このとき，Hh(t,0)＝Ww(t)                (3.3.55) 
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3.6.4 予測手法の考慮点 
  
(1)埋立廃棄物層は吸着水及び毛管水として保水力があるため 3)5)，容積含水率が現
場容水量より小さい場合は，容積含水率が現場容水量に達するまで，降水水の
一部を吸収して浸出水量を減少させる効果が逆にあると考えられるが 1)6)，新 6
号プラントでの実験の結果から，この効果については，当面無視しても安全側
になると考える。しかし，容積含水率が現場容水量に達するまでに，約 1 年程
度要しており，現象の詳細が明らかにできていないため，今後検討する必要が
ある。   
 
(2)埋立廃棄物層の体積圧縮率 ε(i)は，生ごみ由来の浸出水量を予測する上で不可
欠な要素であるが，準好気性埋立構造に対する沈下量の予測手法は皆無である。
埋立地ごとの埋立廃棄物層の体積圧縮率ε (i)の設定方法は今後の研究課題であ
る。  
 
(3)生ごみ埋立主体の準好気性埋立構造に関するデータは，世界的にも限られてお
り，各開発途上国ごとのごみ特性に応じた，生ごみ由来の浸出水量を予測する
手法を確立することは困難な状況にある。今後は，最終処分場を計画する地域
において，本研究と同様の大型実験槽を用いて実験を行って，地域のごみ特性
や気象条件等に対応するデータを取り，本研究の成果として得られた手順を適
用して予測を行い。実際の浸出水量と比較して各係数等を評価，設定していく
必要がある。  
 
3.7 まとめ 
 
これまでの研究成果を踏まえて，生ごみ由来浸出水量を考慮した浸出水量の暫
定的な推定手法を提案することができた。しかしながら，本手法が実用上必要と
される精度を確認するための実測データが不足しているため，今後の実測データ
に基づく，精度確保のための検証が必要である。  
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第 4 章 総括 
 
第１節 本研究の成果 
 
1.1 生ごみの生物分解過程から生成する水分量の推定法に関する研究 
 
1.1.1 大型埋立実験槽における生物分解過程から生成する水分量の推定評価 
 
(1) 研究骨子 
本研究では，生物分解性廃棄物が埋め立てられた準好気性埋立地から発生する
浸出水量を推定する手法を開発するため，まず，1992 年から現在まで実施してい
る大型実験槽（新 6 号プラント，φ485 ㎜，H=5000 ㎜，充填重量 582.0kg）を用
いた準好気性埋立構造での生ごみ埋立実験のデータを再検討して，準好気性埋立
構造における生ごみ生物分解生成水量について推定，評価した。  
  
(2) 研究成果 
 研究の結果として，以下のようなことが明らにできた。  
 
(a)物質収支  
実験槽内の固相，液相，気相の三相を考慮した化学量論的考察の結果，実験槽
の主な物質の移動状況について解明できた。次にこの物質の移動状況に基づき，
化学量論式で主要な物質の量的な関係が，明らかにできた。  
 
(b)各物質量  
準好気性埋立構造での生ごみ埋立実験槽（ガス抜き管を有しない場合）の場合，
生ごみの分解により発生するガスの量を測定できれば，化学量論式での主要な物
質の量的な関係から，分解により生成する水分量を推定することが可能である。  
 
(c)推定可能な条件  
 準好気性埋立構造での生ごみ埋立実験槽（ガス抜き管を有しない場合）の場合
の生物分解過程から生成する水分量を推定するために必要な主な情報は，以下の
情報である。  
①  充填廃棄物の物理組成  
②  充填廃棄物の元素組成  
③  実験槽からの発生ガス量（CH4,CO2）  
 
(d)得られた知見  
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①  易分解性廃棄物である厨芥類，紙類，剪定廃棄物の化学量論式は，炭素 C，水
素 H，酸素 O の割合がほぼ類似したものと言えること及び，本研究の結果か
ら総合的に判断して，埋立初期に最も生物分解を受け易い厨芥類の化学量論式
を，埋め立てられた廃棄物の化学量論式として用いることができる。  
②  準好気性埋立構造の埋立地は，埋立当初は，埋立作業時に同時に埋め立てられ
た空気の存在により，埋立地全体は好気性分解が主体であると考えられる。  
③  準好気性埋立構造において，NH3 の硝化・脱窒過程で生成される水分について
は，理論的には最大生成しても，水量は 1 年目が 2.550kg であり，易分解性
廃棄物の生物分解で生成する水量 20.38kg に比較して，8 分の 1 程度となるが，
準好気性埋立構造では NH3 の脱窒は完全に生じていないことから，量的には
少なく，無視できると考えられる。NH3 が硝化して発生した NO2，NO3 の脱窒
作用による生成水量は，生ごみ生物分解生成水量の全体的な評価に影響しない。 
④  準好気性埋立における物質収支において，浸出水に溶解して流出する二酸化炭
素 CO2 の量の影響は， IC 値から推定できるが，その量は 1 年目 0.59kg，2 年
目 1.17kg，3 年目以降も同様の値であることから，ガスとして発生する二酸化
炭素量，1 年目 69.01kg，2 年目 33.17kg に比較して影響はごく少ないと考え
られる。  
⑤  覆土におけるメタン酸化の影響は，本実験覆土厚 9 ㎝であること，実験 195
日まで槽内にメタンガスが観測されなかったことから，既往の知見に基づき検
討した結果では，影響が小さいと考えられるが，大型実験槽を用いて準好気性
埋立構造の物質収支を実測する際には，現時点で定量的な評価が困難である覆
土におけるメタン酸化の影響を無視できるよう，できるだけ覆土厚を薄く設定
する必要がある。  
⑥  新 6 号プラントで注水量を降水量に換算すると，年間降水量として 1470～
1926 ㎜であるが，1 年目の生物分解生成水量は，降水量に換算すると年間 111
㎜となり，約 6～8％の負荷に相当する，2 年目以降は生物分解生成水量の負荷
は著しく減少することが判明した。  
 
(3)課題 
①生物分解生成水の降水量に対する比率は，新 6 号プラントでの実験の場合に
比較して埋立層の厚さが深くなるほど高くなり，易分解性廃棄物の割合が大き
いほど高くなると考えられるが，一方，埋立層内の嫌気性領域も広がると考え
られることから，浸出水量への影響の程度は，さらなる研究が必要である。  
 ②本研究の前提となる条件として，二酸化炭素が移流・拡散により槽内に流入
しないことが条件となっている。今後の実験に当っては，常時槽内の二酸化炭
素濃度が大気中の二酸化炭素濃度より大きくなるよう制御して実施する必要
がある。  
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(4)まとめ 
 準好気性埋立構造の物質収支を三相（固相，液相，気相）を考慮して検討し，
埋立地内部の主要な物質変換である有機物分解過程に関するこれまでの知見に基
づき，化学量論的に固体，水分の物質量の推定法を考案した。次にこの推定法に
基づいて，生ごみを充填して行った準好気性埋立構造の大型実験槽・新 6 号プラ
ントでの過去の実験データを再検討した。その結果，埋立当初 1 年間は埋立条件
及び気象条件によっては，降水量の 10％を超える可能性があり，また，生物分解
生成水の降水量に対する比率は，新 6 号プラントでの実験の場合に比較して埋立
層の厚さが深くなるほど高くなり，易分解性廃棄物の割合が大きいほど高くなる
ことから，生物分解生成水の発生量は，埋立当初 1 年目には無視できないことを
定量的に明らかにできた。  
 
1.1.2 実埋立地における生ごみの生物分解過程からの生成水量の予測手法 
 
(1)研究骨子 
 本研究の目的は，準好気性埋立構造を適用した埋立地において埋め立てられた
生ごみの生物分解過程から発生する水分量を推定し，その影響を評価できる手法
を開発することである。本節では，準好気性埋立構造の大型埋立実験槽・新 6 号
プラントを用いた実験から得られた過去のデータに基づいて， IPCC ガイドライン
（2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories の略）で示されてい
る廃棄物処分場からのメタンガス発生量推定手法を埋立地の生物分解過程におい
て発生する水分量を予測する手法として応用することについて検討した。  
 
(2)研究成果 
 研究の成果として，以下のことが明らかにできた。 
 
(a) 準好気性埋立構造における生物分解性有機物量の分解量の経時変化は指数関
数で近似できると仮定すると， IPCC ガイドラインに示された最終処分場からの
CH4 発生量推定手法（FIRST ORDER DECAY (FOD) MODEL- BASIC THEORY）が，
生物分解生成水量を推定する手法として準用できる可能性があると確認できた。 
 
(b) IPCC ガイドラインに示された最終処分場からの CH4 発生量推定手法を準用し
て，準好気性埋立構造の埋立槽内で生じる生物分解生成水量の推定を行う場合
には，気象条件が Tropical (MAT>20℃ ) , Moist and Wet (MAP ≥1000mm)である
気象条件の場合には，DOC f を DOC f＝0.8～1.0 とする方が適用性がよい。また，
k 値の設定は廃棄物の種別ごとに IPCC ガイドラインの値を用いるのでなく，全
体として分解の主体となる厨芥ごみの値 k=0.4 程度を用いると適合性が良かっ
た。 
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(c)準好気性埋立構造における有機物の分解速度は，概ね指数関数で表現できると
考えるが，その相関関係は高くない。その理由として，準好気性埋立構造では，
埋立廃棄物層内への酸素の供給条件により，埋立廃棄物層の分解形態が変化す
ることによるものと考えられる。  
 
(d)上記の研究結果に基づき，IPCC ガイドラインに示されている，開発途上国が存
在する各地域のデータを用いて試算した結果では，新 6 号プラントでの 1 年目
の生物分解生成水量は 20.89kg であったのに対し，開発途上国での試算結果は
24.18～30.92kg となり，より多くの生物分解生成水量が発生するような結果が
得られたことから，準好気性埋立構造を開発途上国に適用する場合には，浸出
水量を推定する際に生物分解生成水量を無視することはできず，その量の推定
法の確立が必要であると考えられる。 
 
(3)課題 
 DOC f については，IPCC ガイドラインでは，嫌気性埋立構造の場合の有機物質の
分解は緩慢に進行するため 0.5 を勧めているが，準好気性埋立構造における DOC f
値の設定について具体的な記述はない。そこで本研究では DOC f=0.8～1.0 と仮定
し計算し，その結果からその妥当性を示しているが，k 値と同様に，今後さらに検
討していく必要がある。 
 
(4)まとめ 
IPCC ガイドラインに示された廃棄物最終処分場からのメタンガス発生量を推定
する手法が，準好気性埋立構造を適用した最終処分場から発生する生物分解生成
水の量を推定する手法として応用できると考えられる。開発途上国で準好気性埋
立構造を適用する場合に， IPCC ガイドラインに示されたごみの組成などの基本的
なデータを用いて，大まかに生物分解生成水量を推定することができる。開発途
上国で準好気性埋立構造を採用する際の生物分解生成水量推定の精度を高めるた
めには，最終処分場が立地する地域のごみ組成，気象条件等の下で，大型実験槽
を用いた実験を行って，より現地の状況にあったパラメーターを設定することが
必要と考えられる。 
 
1.2 生ごみ由来浸出水の発生量予測手法に関する研究 
 
1.2.1 生ごみ由来の浸出水の発生メカニズムに関する考察 
 
(1)研究骨子 
浸出水調整池と浸出水処理設備を設計するためには，浸出水量の日単位の時系
列を与える必要がある。既往の浸出水量予測手法の生ごみ由来浸出水発生量の予
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測手法への適用性について検討を行う前段として，新 6 号プラントの実験データ
を更に解析し，得られた体積含水率等の経時変化を分析して，準好気性埋立構造
における，生ごみとともに搬入される水分と生ごみ生物分解生成水からなる生ご
み由来の浸出水発生メカニズムについて検討した。 
 
(2)研究結果 
研究の成果として，以下のことが明らかにできた。 
 
(a)本研究で，新 6 号プラントにおける，年，月単位での生ごみからの生物分解生
成水の発生現象及び生ごみとともに搬入される水分の浸出水化の現象を明らか
にすることができた。その結果，準好気性埋立構造において生ごみ由来の浸出
水量は，浸出水量の発生予測に当たって条件により無視できないものであると
判明した。 
 
(b)新 6 号プラントのデータの解析結果では，生ごみ由来の浸出水量は，埋立後 4
年間は 20.0～46.7kg で年間降水量に換算すると 108～253 ㎜となり，年間降水
量 1470～1926 ㎜と比較して無視できないと考えられる。これは埋立直後 1 年間
の好気性分解による生物分解生成水量の影響と，埋立当初 4 年間の大きな沈下
率の影響で，埋立後 4 年間が，生ごみ由来の浸出水量の影響が有意であると言
える。 
 
(c)埋立当初の短期間に著しい沈下が生じ，その後，廃棄物の分解に相関した沈下
が続く。埋立当初の急激な沈下と同時に容積含水率は上昇するが，その後ほぼ
56～59％vol％間で変動している。長期的には新 6 号プラントの埋立廃棄物層に
おける現場容水量は，57％付近にあると言える。既存の知見のように，約 12 ヶ
月以降の容積含水率は，現場容水量で，ほぼ一定であると言える。このような
現象は，埋立当初（およそ 4 年間）に生ごみ由来の浸出水が多い原因の一つと
して埋立廃棄物層の容積減少による層内不飽和水の浸出水化があることを示し
ていると言える。 
 
(d)生ごみ由来の浸出水の発生量を検討する場合には，埋立後 1 年以上経過し，4
年までの埋立層の現場容水量を調査，設定して検討する必要がある。  
 
(e)生ごみ主体の埋立層は空隙が多いため，容積含水率は降水で速やかに増加し，
一定値に達しそうであるが，新 6 号プラントでは，容積含水率が一定の値で安
定するまでに約 12 ヶ月掛っている。降水が埋立層に均等に浸透していないこと
が明らかとなった。埋立層全体が一定の容積含水率に達するためには，降水だ
けでなく，生物分解生成水の発生に伴い埋立層内の吸着水，毛管水が増加する
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ことが必要であると考えられる。 
 
(f)積み増しは，現象としては，日々埋立を行っていることと変わらないと考えら
れる。積み増しの際，浸出係数が変化するのは，後から埋め立てられた廃棄物
の含水率が現場容水量に達していないことによるものであり，一般的な埋立地
に適用される予測フローと同一手順で，積み増し時の生ごみ由来の浸出水量を
予測することは，実務上は安全側であると考えられる。 
 
(g)新 6 号プラントの容積含水率の推移から，降水による水分は埋立層内に一様に
浸透するのではなく，ある限定された経路 (水道)を重力水として流下し，吸着
水や毛管水として経路 (水道)付近に残留できなかった水分は，全て浸出水化し
ていると考えられる。一般的には層内は現場容水量の水分を保持していると考
えられることから，ほとんどの降水は層内の水道をほぼそのまま流下していく
と考えられる。 
 
(h) 廃棄物とともに運び込まれる水が脱水することで浸出水化した水分，及び生
物分解性廃棄物の分解により生成した水分は，いずれも埋立廃棄物層内での現
象である。したがって，これらの水分は時間遅れを考慮した水収支モデルによ
る方法でいう，浸透水とみなすことができると考えられる。生ごみ由来浸出水
発生量の予測手法としては，時間遅れを考慮した水収支モデルによる手法が適
用できると考えられる。 
 
(i)埋立地の浸出水量の推定に当っては，時間遅れを考慮した水収支モデルに基づ
き推定する場合には，覆土表層部の保水量のみが考慮されていることから，本
研究の対象としている埋立層内の生ごみ由来の浸出水量は，一般的に時間遅れ
を考慮した水収支モデルに基づき推定される降水由来の浸出水とは独立したも
のとして検討することができることが明らかとなった。 
 
(j) 埋立ごみの現場容水量は，埋立初期から 12 ヶ月経過時点までの増加期，12 ヶ
月経過時点以降の安定期に区分される。現場容水量の増加は，降水だけによる
ものでなく，生物分解による生成水も寄与していると考えられる。嫌気性埋立
廃棄物層では，層内に存在する吸着水と毛管水が生物分解性有機物の嫌気性分
解で消費される。他方，好気性埋立廃棄物層では，生物分解性有機物の好気性
分解で水分が発生することから，ごみに吸着した水，毛管水として残った水は，
現場容水量を増加させる効果がある。このことから，これまで嫌気性埋立層で
調査された現場容水量は，準好気性埋立地の埋立廃棄物層の現場容水量より小
さな値となっていると考えられる。 
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(3)課題 
(a)生ごみ埋立主体の準好気性埋立構造に関するデータは世界的にも限られてお
り，各開発途上国ごとのごみ特性に応じた，生ごみ由来の浸出水量を予測する
手法を確立することは困難な状況にある。今後は，最終処分場を計画する地域
において，新 6 号プラントと同様の大型実験槽を用いて実験を行たり，類似の
研究データを参考にして，地域のごみ特性や気象条件に対応するデータを取り，
本研究で適用したデータ解析手法を適用して理論値を算出し，本研究で適用可
能性が明らかとなった IPCC ガイドラインに示された CH4 発生量推定手法を適用
して各パラメーターを設定して予測手法を確立していくとともに，実処分場で
の浸出水量の計画値と実際の浸出水量と比較して評価していく必要がある。 
 
(b)生ごみ由来の浸出水を予測するためには，準好気性埋立構造の埋立地における
沈下量の予測が必要であるが，現時点では予測手法は皆無である。今後，実験
や実埋立地での沈下量及び関連データを集積し，沈下量予測手法について検討
していく必要がある。 
 
(4)まとめ 
本研究で，準好気性埋立構造における，生ごみの生物分解生成水の発生現象及
び含水の浸出水化の現象を明らかにすることができた。新 6 号プラントのデータ
の解析結果では，生ごみ由来の浸出水は年間 20.0～46.7kg と推定できた。これは
降水量に換算すると 108 ㎜～253 ㎜となり，準好気性埋立構造において生ごみ由来
の浸出水量は，浸出水量の発生予測に当って条件により無視できないものである
と判明した。今後はさらに，生ごみ由来の浸出水の発生予測手法が確立できるよ
う現象を日単位で解明することが必要と考える。 
 
1.2.2 準好気性埋立構造における生ごみ由来の浸出水量予測手法に関する研究 
 
(1)研究骨子 
 本研究では，前節までの研究成果を踏まえ，実務的に適用可能な生ごみ由来浸
出水量の予測手法の検討を行った。 
 
(2)研究成果 
研究の成果として，以下のことが明らかにできた。 
 
(a)埋立ごみ中の生物有機物分解量及びメタンガス及び二酸化炭素の発生量が推
定できれば，生物有機物分解量による水分 H2O 量が推定できるフローを整理で
きた。 
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(b)生ごみ由来の浸出水量発生予測の手順を明らかにすることができた。  
 
(c)1 年目の生物分解生成水量推定値が理論値に合致するように IPCC ガイドライ
ン手法のパラメーターを設定すると 2 年目以降は理論値より大きめの値を与え
る結果となった。その値は，年間降水量に換算すると 16 ㎜程度であり， IPCC
ガイドラインの手法の適用は，実務的に，安全側の結果を与えると考えられる。 
 
(d)本研究の結果，生ごみ由来の浸出水量の時系列予測を行うに当たっては，理論
的面からも時間遅れを考慮した水収支モデルの応用が可能と考えられる。廃棄
物とともに運び込まれる水分が脱水することで浸出水化した水や生物分解性廃
棄物の分解から生成した水は，いずれも埋立廃棄物層内での現象であることか
ら，浸透水（ I’ j）として取り扱うことで，降水由来の浸出水と併せて流出計算で
きることになる。 
 
(3)課題 
(a)埋立廃棄物層の沈下量は，生ごみ由来の浸出水量を予測する上で不可欠な要素
であるが，準好気性埋立構造に対する沈下量の予測手法は皆無である。実務的
には，当分の間は新 6 号プラントの沈下率を目安として用いることを提案して
いるが，今後は，この点について研究していく必要がある。 
 
(b)準好気性埋立構造での発生ガス中のメタンガスと二酸化炭素の比率に関して
は，当分の間は，新 6 号プラントの実測値を標準として用いる。今後は，開発
途上国で異なる気象条件，ごみの特性等を考慮しながら，大型実験槽を用いて
実測し，地域ごとに定める必要がある。 
 
(c)準好気性埋立構造は，浸出水集排水管及び，発生ガスガス抜き管の配置で，埋
立廃棄物層内の嫌気性領域と好気性領域の分布が変化すると考えられる。埋立
廃棄物層の空隙の状況，覆土の土質や締め固め条件によっても，これらの分布
は影響を受ける。今後，さらに準好気性埋立構造での埋立層内の現象を解明し，
予測できる手法を研究開発していく必要がある。 
 
(4)まとめ 
浸出水調整池や浸出水処理設備を設計するためには，浸出水量時系列を与える
必要があるが，当面は新 6 号プラントで得られたメタンガス及びに二酸化炭素
の発生量のモル比や沈下率などの実測値を引用することで，最終処分場の計画
段階における生ごみ由来浸出水の発生量を予測することが可能となった。 
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1.3 本研究の総括 
 
生ごみ埋立が主体である開発途上国に準好気性埋立構造を技術移転するにあた
り，含水率の高い生ごみから発生する浸出水量を考慮する必要があると考えられ
るが，これまでの知見では，それを定量的に予測するための手法，研究例は皆無
であった。そこで筆者は，準好気性埋立構造で生ごみを充填して行った大型実験
槽での過去の実験データを再検討し，定量的に生ごみから発生する浸出水量を推
定することを試みた。生ごみ中の易分解性廃棄物を化学量論式で表現し，その嫌
気性，好気性での分解式を考慮することで，槽内の固体，水分の物質収支を推定
することができた。その結果を踏まえ検討し，以下の成果を得ることができた。  
 
①生ごみ由来の浸出水量は，全浸出水量に対して埋立当初 4 年間約 10％程度であ
り，その後激減する。つまり，準好気性埋立構造においては，条件により生ご
み由来の浸出水量は浸出水量の発生予測において無視できないものであること
が明らかになった。 
②本研究の結果，福岡大学で 1992 年から現在まで実施されている大型埋立実験槽
（新 6 号プラント）における実測データに基づき，実務レベルで活用できる生
ごみ主体の準好気性埋立地からの廃棄物由来の浸出水量の予測手法を提案する
ことができた。 
③現時点で，基本的なデータが与えられれば，新 6 号プラントで得られたデータ
を活用して，生ごみ由来の浸出水量を算出することが可能となった。  
④  現時点で生ごみ主体の準好気性埋立構造での埋立地に関するデータは，限定的
なものであり，地域特性の大きいごみ組成で，各地域の異なる気象条件に対応
した汎用性が高く，精度の高い生ごみ由来の浸出水量予測手法を提案すること
は今後の類似研究成果に期待すると共に，今後の課題でもある。  
 
第 2 節 今後の課題と展望 
 
本論文では，準好気性埋立構造の廃棄物埋立地における生ごみ由来の浸出水量
の予測手法に関する研究を行った。以下に今後の考察と展望を要約する。 
 
(a)生ごみ主体の準好気性埋立構造における浸出水水量予測手法が提案できたこ
とから，浸出水処理システムの計画段階での検討が，概ね合理的に行えるよう
になったが，今後実処分場への適用を重ねて，予測精度を向上させることが必
要である。 
(b)本研究で，準好気性埋立構造の浸出水発生メカニズムが明らかにできたことで，
既往の知見である準好気性埋立構造の浸出水水質の特性の要因の説明や，水質
の予測に寄与できると考えられる。 
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(c) IPCC ガイドライン手法のパラメーターについて準好気性埋立構造における値
の妥当性について検討した内容は，今後の準好気性埋立構造の地球温暖化抑制
効果の適正な評価に寄与できると考えられる。 
(d)生ごみ主体の埋立層は空隙が多いため，容積含水率は降水が浸透することで速
やかに増加し，現場容水量に達しそうであるが，新 6 号プラントでは，容積含
水率が一定の値で安定するまでに約 12 ヶ月掛っている。降水が埋立層に均等に
浸透していないことが明らかとなった。降水はある限定された経路 (水道)を重
力水として流下し，吸着水や毛管水として経路 (水道)付近に残留できなかった
水分は，全て浸出水化していると考えられる。一般的には１年以上経過した埋
立層内は現場容水量の水分を保持していると考えられることから，ほとんどの
降水は埋立層内の水道をほぼそのまま流下していくと考えられる。このような
推定される現象については，今後，注入水にトレーサー物質を混合して注入し，
埋立廃棄物層内での流下経路を観測することで明らかにすることができると考
えられる。 
 
(e)埋立廃棄物層内の容積含水率が現場容水量で安定化する過程は，嫌気性埋立構
造の場合と準好気性埋立構造の場合は異なると考えられる。準好気性埋立構造
の場合は新 6 号プラントの容積含水率が，実験開始から 12 ヶ月経過時点までの
増加期と，12 月経過時点以降の安定期に区分される現象から，容積含水率の増
加は，降水だけによるものでなく，生物分解による生成水も寄与していると考
えられる。一方，嫌気性埋立廃棄物層では，埋立層内に存在する吸着水と毛管
水が生物分解性有機物の嫌気性分解で消費されながら現場容水量に安定化して
いくものと考えられる。このことから，これまで嫌気性埋立層で調査された現
場容水量は，準好気性埋立地の埋立廃棄物層の現場容水量より小さな値となっ
ていると考えられる。今後は生ごみ埋立主体の準好気性埋立構造の埋立地で現
場容水量のデータを収集し，嫌気性埋立の場合のデータと比較して評価する必
要がある。 
 
(f)埋立地の浸出水量の推定に当っては，時間遅れを考慮した水収支モデルに基づ
き推定する場合には，覆土表層部の保水量のみが考慮されていることから，本
研究の対象としている埋立層内の生ごみ由来の浸出水量は，一般的に時間遅れ
を考慮した水収支モデルに基づき推定される降水由来の浸出水とは独立したも
のとして検討することができることが明らかとなったが，今後はその精度を評
価するため実処分場に適用していく必要がある。 
 
(g)生物分解生成水の降水量に対する比率は，新 6 号プラントでの実験の場合に比
較して埋立層の厚さが深くなるほど高くなり，易分解性廃棄物の割合が大きい
ほど高くなると考えられるが，一方，埋立層内の嫌気性領域も広がると考えら
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れることから，埋立層の厚さや易分解性廃棄物の割合の浸出水量への影響につ
いて，さらなる研究が必要である。 
 
(h)本研究では，新 6 号プラントにおける年及び月単位での浸出水量を評価して検
討を進めたが，実埋立地は，気候の季節変動や埋立方法等からの影響を受け，
生物分解速度の変動や沈下量の急増などが生じることで，日単位の浸出水量に
影響を与える恐れがある。この影響の程度については，今回の研究では評価す
ることができなかった。今後はさらに，生ごみ由来の浸出水の発生予測手法が
確立できるよう，現象を日単位で解明することが必要と考えられる。  
 
(i)生ごみ埋立主体の準好気性埋立構造に関するデータは世界的にも限られてお
り，各開発途上国ごとのごみ特性に応じた，生ごみ由来の浸出水量を予測する
手法を確立することは困難な状況にある。今後は，最終処分場を計画する地域
において，新 6 号プラントと同様の大型実験槽を用いて実験を行って，地域の
ごみ特性や気象条件に対応する発生ガス中のメタンガスと二酸化炭素の比率な
どのデータを取り，本研究で適用したデータ解析手法を適用して理論値を算出
し，本研究で適用可能性が明らかとなった IPCC ガイドラインに示された CH4 発
生量推定手法を適用して各パラメーターを設定して予測手法を確立していくと
ともに，実処分場での浸出水量の予測値と実際の浸出水量と比較して評価して
いく必要がある。 
 
(j)生ごみ由来の浸出水を予測するためには，準好気性埋立構造の埋立地における
沈下量の予測が必要であるが，現時点ではその予測手法は皆無である。沈下量
は，埋立廃棄物の種類，埋立密度，埋立工法，埋立深さ，降水量，埋立地での
分解に関わる生物特性の違い等により，大きく異なると考えられる。実務的に
は，当分の間は新 6 号プラントの沈下率（沈下量／埋立層厚）を目安として用
いることを提案しているが，今後は，実験や実埋立地での沈下量及び関連デー
タを集積し，沈下量予測手法について検討していく必要がある。  
 
(k)準好気性埋立構造は，浸出水集排水管及び，発生ガスガス抜き管の配置で，埋
立廃棄物層内の嫌気性領域と好気性領域の分布が変化すると考えられる。埋立
廃棄物層の空隙の状況，覆土の土質や締め固め条件によっても，これらの分布
は影響を受ける。今後，さらに準好気性埋立構造でのこれらの埋立層内の現象
を解明し，その影響を考慮した予測手法を研究開発していく必要がある。  
 
(l)新 6 号プラントのデータの解析結果から，生ごみ由来の浸出水量が全体の浸出
水量に与える影響が埋立後 4 年間が有意であると考えられることから，4 年目ま
での現場容水量を適切に推定することが必要である。今後，生ごみが埋め立て
  
- 149 - 
られている準好気性埋立構造の最終処分場で調査を行い，埋立層の現場容水量
に関するデータを収集し，生ごみの組成や気象条件，埋立条件との関係を検討
する必要がある。 
  
最後に｢準好気性埋立構造｣は，我が国独自の埋立技術であり，近年福岡市が開
催した国際会議や国際人間居住計画，国際協力機構などを通して世界に紹介され，
海外では｢福岡方式｣と呼ばれ注目を集めており，アジア・太平洋地域で，最終処
分場改善の有力な打開策として準好気性埋立構造に関する技術協力依頼が寄せら
れている。早期安定化を目的とした｢準好気性埋立構造｣は，浸出水処理施設が必
須であり，埋立地と浸出水処理施設との有機的な連携があって初めて環境保全上
有効な埋立システムになるものである。このため，技術協力を適切に実施するた
めには，妥当な浸出水量の予測が必要であるが，本研究によって，生ごみ生物分
解を考慮した浸出水量の予測手法を提案することができ，この成果が成長著しい
開発途上国の廃棄物分野の国際協力の一助になれば幸いである。今後，本研究成
果を活かしながら最終処分場技術に関する国際協力に貢献するとともに，開発途
上国の埋立地の各種データを集積することで，埋立地の改善と環境保全にとって
十分寄与できることを期待している。 
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資料：我が国の埋立技術の歴史 
 
1 福岡市の埋立技術の歴史 
 
1.1 福岡市の処分場の変遷 1) 
表 1-1 に福岡市の東部埋立場の変遷を，表 1-2 に西部埋立場の変遷を示す。  
 
表 1-1 東部埋立場の変遷 
埋立場 総面積(千 m2) 埋立量(千 t) 埋立期間 埋立構造 埋立廃棄物 
旧蒲田 42 248 ’65.6 ～’68.9 嫌気性埋立 不燃性ごみ・可燃性ごみ 
八田 234 1060 ’68.9 ～’73.3 嫌気的衛生埋立 可燃性ごみ・不燃性ごみ 
久山 94 448 
’73.3 ～ ’75.3 
’76.4 ～’76.11 
改良型衛生埋立 可燃性ごみ主体 
新蒲田 61 259 
’75.4 ～ ’76.3 
’76.12 ～ ’77.7 
準好気性埋立 
’76.11 以前可燃性ごみ主体 
’76.12 以降不燃性ごみ主体 
武節ヶ浦 A 
191 1329 
’77.8 ～ ’78.3 
準好気性埋立 不燃性ごみ 
武節ヶ浦 B ’82.10 ～ ’88.3 
武節ヶ浦
C,D,E 
’78.4 ～ ’80.9 
’84.4 ～ ’88.3 
武節ヶ浦 F ’80.11 ～ ’81.5 
武節ヶ浦 G ’80.10 ～ ’80.11 
武節ヶ浦 H 
’81.6 ～ ’82.9 
’82.11  
伏谷 644 1954(3400) ’88.4 ～ 現在 準好気性埋立 不燃性ごみ 
※引用：福岡市環境局資料 
 
表 1-2 西部埋立場の変遷 
埋立場 総面積(千 m2) 埋立量(千 t) 埋立期間 埋立構造 埋立廃棄物 
姪浜 65 255 ’70.2 ～ ’72.12 嫌気性埋立 
不燃性ごみ 
今津第一 64 100 ’73.1 ～ ’74.4 嫌気性埋立 
今津第二 14 32 ’74.5 ～ ’74.10 嫌気性埋立 
今津第三 194 424 
’75.5 ～ ’80.10 
’86.10 ～ ’86.12 
改良型衛生埋立 
今津第四 164 366 
’80.11 ～ ’82.1 
’82.5 ～ ’82.6 
’86.6 ～ ’86.10 
’92.4 ～ ’96.3 
’96.10 ～ ’99.9 
準好気性埋立 
今津第五の
一部 
136 191 
’82.2 ～ ’82.5 
’82.6 ～ ’85.5 
準好気性埋立 
今津第五の
二部 
31 99 ’85.5 ～ ’86.6 
今津第五の
三部 
63 203 ’87.1 ～ ’89.4 
今津第五の
四部 
44 117 ’89.4 ～ ’90.10 
今津第五の
五部 
55 135 ’90.10 ～ ’92.4 
中田 380 437(2380) ’96.4 ～ 現在 準好気性埋立 
※引用：福岡市環境局資料  
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これらの表から分かるように，福岡市では準好気性埋立構造が開発されたもの
の，可燃性ごみの処理のため焼却処理施設が整備されたことから，昭和 51 年（1976
年）頃から最終処分場に処分されたのは不燃性ごみが主体であり，可燃性ごみ由
来の浸出水が課題となることは少なくなった。  
 
1.2 準好気性埋立現象の発見 2) 
昭和 48 年に久山埋立場が開設された。その一昨年，福岡市で初めて焼却能力 450
ﾄﾝ/日の全連続燃焼式焼却炉（旧西部清掃工場）が完成したが，依然として可燃性
ごみ主体の埋立であった。汚水処理も順調なスタートをしたように見えたが，埋
立が進むにつれて，浸出水の BOD 濃度が 5,000ppm 程度と高い状況となった。初
期汚水の汚濁負荷が高いことは覚悟していたものの，生物処理での除去率は低か
った。山間部の埋立地であるため希釈水の確保が困難で，雨水を貯めるための調
整池を確保するスペースが無い。ただ，放流水の透視度は良好で，凝集沈殿処理
を行って見た目に澄んだ状態で何とかその場を凌いだ。  
この頃，水理衛生工学実験室との共同研究で，大型模型実験槽による基礎実験
の結果，浸出水中の BOD の経年変化から人工的に空気を送り込み埋立層の好気的
分解を促進することで，浸出水の BOD 値の低下が見られた。この「好気性埋立」
に着目した厚生省（当時）が，昭和 48 年から 3 年間にわたり「好気性埋立処分技
術に関する研究」を，（財）日本環境衛生センターに委託し，福岡市も水理衛生工
学実験室と共にこの研究に参画した 3)。この時の研究費は，当時では破格の 2,000
万円であった。実験の主目的は，生ごみ主体の処分場にブロアーで空気を送り込
み強制通気することで，埋立ごみの早期分解と浸出水の水質浄化，水量の把握を，
現場スケールのパイロットプラントを用いて明らかにすることであり，｢好気性埋
立｣の実用化を試みることであった。福岡市は，開設間もない久山埋立場に現場実
験のための場所と実験用ごみの提供，プラントの実施設計，建設を担当した。  
この時の福岡市の担当者は山手達男氏であった。水理衛生工学実験室の花嶋正
孝助教授（当時，現福岡大学名誉教授，以下敬称略）や松藤康司助手（当時，以
下敬称略）とパイロットプラントの規模と送り込む空気量やブロアーの吐出圧力
をどうすべきか，また，ごみ層底部に敷設する空気管のノズルの口径と配列はご
み層の圧密沈下に対して空気が均等に送り込めるか，などを巡って大論争を行い
ながら手探りで実施した。当時までの基礎実験を参考にして，現場スケールの実
験には慎重には慎重を期してのプラント設計であった。こうして，大型実証実験
プラントの生ごみ 5,000 ﾄﾝ槽（40m×40m×高さ 5m の実験槽 2 基で 1 基は改良型嫌
気的埋立）の図面が完成した。時代はオイルショック期であったことから，セメ
ントなどの材料費，人件費等が高騰する中，電源工事や機械，配管工事等のプラ
ント設備に要する費用だけでも予算オーバー，電柱やケーブル，ブロアー等の機
器類は廃品を方々に問い合わせて再利用し，実験槽の中仕切は板で行った。この
ように苦労を重ね，研究予算を据え置いての工事発注であった。福岡市の責任者
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であった岩下彰郎氏（以下，敬称略）は，「良く業者さんが協力してくれた，現在
ではできないだろう。」と，この当時を振り返っている。  
実験プラントが完成し（写真 1-1 参照），ブロアー室に発煙筒を焚いての送風テ
スト（写真 1-2 参照），満遍なく空気が吹き出していることを確認，設計者はひと
安心，その後，福岡市職員と水理衛生工学実験室の学生等による総力を傾けて約 2
ヶ月間のごみ充填であった。  
ごみ充填も終わり，最終覆土を施し，いよいよ実験開始である。実験を開始し
た時点では順調であったが，圧密により徐々にごみ層も沈下し，ブロアーの吐出
圧も上昇，22kW のモーターも定格電流近くで過熱気味，連続運転を強いるように
なった。予備機がないため，何時故障で停止するのか，一抹の不安もあった。  
 
写真 1-1 久山埋立場大型実験槽     写真 1-2 ブロアー運転状況  
 
如何にして空気を均等に吹き出すか，ショートサーキット現象防止に重きを置き
監視して進めたが，空気管ノズルの口径がやや小さいことも故障の原因となった。
ごみ層の変化を観測するため観測孔を設置していたが，その中に潜る学生は，酸
素マスクを被り必死の覚悟であった。（写真 1-3 参照） 
 
 
写真 1-3 酸素マスク装備の学生 
 
約 3 年間にわたる実験の結果，最終報告書｢好気性埋立処分の技術に関する研究｣
では，「好気性埋立の効果は，確認された。しかし，建設費，維持管理費を考慮す
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ると，実用化は無理。」と結論づけている 3)4)。  
一方では，この 3 年間の大型プロジェクトによる共同研究を通じて，もう一方
の改良型嫌気的埋立地，すなわち，「普通埋立」と称していた対照実験槽からの浸
出水が，それまでの小型実験槽で確認していた水質よりも遙かに良好な水質へと
推移していることに気づき，何故このような現象が起こるのか調査検討を行った。
その結果として，浸出水の量を計量するため，頻繁にポンプピットから浸出水を
汲み上げていたことが，埋立地の好気性分解を促進したことが判明した。最終結
論としては，ごみの汚水集水管の末端が常に外気に開放されていれば，ごみ層内
の微生物の発酵熱による対流によって外気が集水管を通じて埋立層内に自然流入
するのではないか，この現象により，埋立層が従来より遙かに好気的に維持でき，
その結果分解速度も速くなり，浸出水の水質も良質化する，いわゆる，現在広く
知られている準好気性埋立構造として 3 年間の実験成果が取りまとめられ，厚生
省（当時）へ報告書として提出された 3)4)。  
 
1.3 我が国初準好気性最終処分場の誕生 3) 
昭和 50 年には，厚生省（当時）委託の大型プロジェクト共同研究の場であった
久山埋立場も満杯となった。上記報告書の「準好気性埋立」の仮説に注目した岩
下は，“そんなに準好気性埋立構造が効果的なら，新設する処分場に導入してみよ
う”と言う岩下の一声の決断で，本格的な設計事例もなく，ましてや実績もない
まま，水理衛生工学実験室のスタッフから多くの助言を得ながら，山手が設計に
着手した。 
この処分場への花嶋が提案した準好気性埋立構造の導入は，浸出水の水質負荷
が低減できれば汚水処理施設も既存施設で対応可能で，コスト面で有利という判
断もあった。ごみ汚水集水管の周りに割栗石を蛇籠方式で巻き，集水管の下流部
末端はポンプピットに連結，このポンプピットを外気に開放して空気が汚水集水
管を通じてごみ層内へ対流する，日本最初の準好気性埋立構造である新蒲田埋立
場（5ha）が完成した。（写真 1-4 参照） 
 
写真 1-4 新蒲田埋立場 
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 浸出水の BOD，COD も過去の普通埋立（嫌気性埋立）に比べて 1/10 から 1/100
前後で推移し好気性埋立に匹敵する浄化傾向を示した。これにより，散水ろ床法
と凝集沈殿法を組み合わせた既存汚水処理施設（写真 1-5 参照）は，流入する原
水の BOD 等の水質の低下により良好な運転が行われたのである 7)。  
福岡市で準好気性埋立構造の実用化が成功すると，この技術情報は，福岡市や
水理衛生工学実験室の研究発表，他都市との交流等によって他自治体にも及び，
その後建設される処分場は，準好気性埋立構造が取り入れられ，その効果が実証
されたのである。その結果，我が国では，準好気性埋立構造を基礎とした埋立技
術が展開して行った。そして，「準好気性埋立構造」は開発の経緯から福岡の地で
官学共同研究で多くの協力と挑戦が結実したものであり，徐々に「福岡方式」と
呼ばれるようになり現在に至っている 3)4)。  
 
写真 1-5 散水ろ床法の汚水処理設備 
 
1.4 既往の調査研究の経緯 
福岡市は，水理衛生工学実験室に昭和 45 年以来「ゴミの効率的埋立処理調査」
に関して研究委託を行ってきた 6)。  
本調査研究は，「八田埋立場」の実態調査から着手されている。その結果，当時
まで暗中模索状態であった処分場の実態と特徴がある程度把握され，処分場とは
本来いかにあるべきかという示唆が得られた 7)。この頃より，全国的にも処分場の
実態解明が急務となり，この八田埋立場実態調査の調査方法は，厚生省（当時）
委託「廃棄物の埋立処分に関する技術の開発研究」（昭和 47～50 年，日本環境衛
生センター受託）に取り入れられ，全国の処分場もこの調査研究方式に準じて調
査が行われるようになった。  
処分場の実態が徐々に明らかにされるにつれ，従来投棄場としての位置づけし
かなかった廃棄物の処分場を一つの処理場（浄化槽）としてとらえ，廃棄物を処
分場内で積極的に生物分解を図り，処分場を早期安定化させる機能が要求される
ようになった。この早期安定化の一つの技術的手法として，処分場に空気を送入
し，好気性条件下で生物活性を高め，ごみの分解を促す実験模型槽を考案し，埋
立模型槽による基礎実験と現場スケールの実験を通して「好気性埋立」の概念を
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提案した。 
この研究で，｢埋立地が好気的であれば埋立地は良好な浄化槽にもなり得る。（花
嶋正孝）｣ことが少しずつ明らかになった。この実験成果は「久山埋立場」と「久
山汚水処理場」に生かされた。更に，これを改良した処分場が「新蒲田埋立場」
である。このように，好気性埋立模型槽による基礎実験とその結果の現場への還
元を通して，徐々に好気性埋立の概念が具体化されている。  
 その結果，処分場を好気性埋立条件下におくと，｢埋立地が好気的であれば埋立
地は良好な浄化槽にもなり得る。｣，ということが立証でき，処分場の生物環境を
一つの指標としてそれまで系統的に分類されていなかった処分場が，「埋立構造」
という新しい考え方に立って 5 つに分類された。この埋立構造とは，嫌気性埋立，
嫌気的衛生埋立，改良型嫌気的衛生埋立，準好気性埋立，好気性埋立の 5 つの分
類である。（表 1-1-3 参照）この基本的な考え方を導くには，福岡市の廃棄物処分
場の変遷が大きな裏付けとなっている。 
 即ち，蒲田埋立場（嫌気性埋立），八田埋立場（嫌気的衛生埋立），久山埋立場
（改良型嫌気的衛生埋立），新蒲田埋立場（準好気性埋立）の変遷は福岡市の処分
場技術の進歩であり，同時に我が国の埋立処分技術の流れでもあるということが
明らかとなった。この埋立構造の提唱により，これまで解析が難しいとされてき
た処分場と，そこから浸出する汚水の相関が明確になり，埋立構造が浸出水の処
理にとっても大きな要素であることが明らかとなった。  
 この処分場の基本概念は，花嶋により第 3 回日米廃棄物会議で発表され，広く
世間にも紹介された。そして，この研究は更に発展し，準好気性埋立構造を本格
的に実用化した処分場が，武節ヶ浦埋立場（写真 1-6 参照）である。この準好気
性埋立構造は，福岡市を先達として，以降いくつかの自治体で実用化され，その
効果が実証され，我が国の標準構造となり現在に至っている。  
 
 
写真 1-6 武節ケ浦埋立場 
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 このように「ゴミの効率的埋立処理調査」委託研究の特徴は，基礎研究だけで
なく，常に福岡市の埋立技術の前進に寄与し，全国の先進都市福岡の理論的な支
えともなってきた。昭和 45 年以来の研究成果と特徴を要約すると次のようになる。 
①  処分場を好気的条件にすることにより，良好な浄化槽にもなり，早期安定化
をはかれることを実証した。  
② 埋立構造という概念を提唱し，処分場と浸出水の相関を示し，浸出水の特徴
を明らかにした。  
③  この基礎理論を実用化した「準好気性埋立」が我が国の標準構造となり，埋
立技術の基盤技術として確立されるとともに，更なる発展や国際的普及が期
待されている。 
 以上，本調査は，処分場の効率的な埋立方法，早期の跡地利用等のための新し
い埋立技術を開発するための調査研究，さらに学術的調査だけでなく，福岡市の
廃棄物処分場の歴史とともに歩き，福岡市が廃棄物の行政，技術に関して全国の
先達都市として更に前進するためにも，大きな支えとなっている 6)。  
 
2 我が国の最終処分場技術研究の歴史  
 
我が国における埋立技術の確立に関しては，昭和 41(1966)年秋から水理衛生工
学実験室の花嶋らの研究グループが中心となって研究開発していた「好気性埋立」
の基礎研究の知見に注目した厚生省（当時）が昭和 48（1973）年から 3 年間にわ
たって実施した「好気性埋立の処分技術に関する研究」の実証研究の成果による
ところが大きい。すなわち，厚生省，（財）日本環境衛生センター，福岡大学そし
て福岡市の共同研究の成果である 3)。 
この実証研究は，福岡市の久山埋立場の一隅に埋立容量 2,500t（埋立厚 4ｍ）
の実験場 2 ヶ所を設け，一方を好気性埋立，他方を普通埋立（後に準好気性埋立
に分類した）構造とした。実験期間は昭和 48 年 4 月～昭和 51 年 3 月である。 
特筆すべきことはこの時期に，ごみ処理の中でも特に遅れていた処分場にも科
学的な取り組みがなされ，日本独自の「埋立構造」の概念が示され，この実証研
究を通して「準好気性埋立」が発明され，実用化に成功し，我が国の埋立の基本
概念として定着し現在に至っていることである。  
 ところで，北海道大学教授であった田中信寿氏（故人）は，その論文で我が国
の最終処分場技術の研究の歴史を以下のようにまとめている 8)。  
 
日本の埋立地研究は，福岡大学花嶋に始まるが，前述したように 1967 年頃から
研究を始め 9)10)，1971 年頃には準好気性埋立を提唱している。 1976 年 2 月に行わ
れた特別講演 11)では，｢埋立方法について，廃棄物投棄（嫌気性埋立）の時代から，
人為的に手を加える衛生埋立に移行し，衛生埋立もただ単に覆土のみによる嫌気
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的衛生埋立（Sanitary landfill）から集水管を底部に埋設する改良型嫌気的衛生埋立
（改良型衛生埋立），ポンプ用ピットと集水管を組み合わせた通気集水装置を有す
る準好気性埋立（Semiaerobic landfill）の 5 種類に大別でき，ついで破砕後好気性
埋立等が研究実施の段階にある。好気性埋立の方が嫌気性埋立に比べて浸出率や
浸出水中 BOD 濃度の早期安定化において優れている。｣と述べている。そして，
結論で「“ごみ層が好気的状態ならばごみ層は良好な浄化槽にもなる”即ち，埋立
場を一種の浄化槽という立場でとらえ，土壌微生物を効果的に利用するというこ
とである。廃棄物埋立における『自然のサイクルとこの分解メカニズム』の解明
が重要であり，廃棄物埋立も科学として体系化される時も近いと言えよう。」と述
べている。1976 年には現場スケールによる好気性埋立を報告している 12)。さらに，
循環式準好気性埋立構造の実験的研究 13)を 1979 年には報告し，窒素除去が起こる
ことを見いだしている。1986 年には実埋立地に浸出液量削減のためであるが，浸
出液循環システムを導入している。 1970 年以前から埋立地内の機構を解明し，早
期安定化（浸出水中の有機汚濁濃度を早く低くすること）を進めるため反応器型
埋立地研究を行っていたと言える。（一部省略）そして日本の研究では焼却による
埋立地の無機化が進行していることも重要な背景である。日本では古くから埋立
地としての焼却残渣埋立の研究が行われ，焼却残渣のもつ，重金属の溶出挙動や
毒性の研究が活発に行われた。  
  
以上のように，我が国の最終処分場技術研究は福岡大学の花嶋を中心として福
岡大学と福岡市の学官連携によりその基礎が築かれたと言える。  
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